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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1)連結経営指標等 

 (注) 1 当社の連結経営指標等は、米国預託証券の発行に関して要請されている会計処理の原則および手続きならびに

用語、様式、作成方法、すなわち、米国で一般に公正妥当と認められた会計原則にもとづき作成されていま

す。 

2 上記の１株当り純資産額、基本的１株当り中間（当期）純利益および希薄化後１株当り中間（当期）純利益

は、当社普通株式について記載しています。 

3 当社は、2004年度、EITF第04-８号「潜在株式調整後１株当り利益に与える条件付転換債権の影響

（The Effect of Contingently Convertible Instruments on Diluted Earnings per Share）」を適用しまし

た（「第５ 経理の状況」中間連結財務諸表注記『３ 主要な会計方針の要約』参照）。これにともない、

2003年度および2004年度上半期の希薄化後１株当り中間（当期）純利益を修正再表示しています。修正再表示

前の希薄化後１株当り中間（当期）純利益はそれぞれ90.88円、77.58円です。 

4 当社は、2001年６月20日付で子会社連動株式を発行しました。当社は、普通株式と子会社連動株式のそれぞれ

について、１株当り情報を計算しています。普通株式および子会社連動株式の１株当り利益は、それぞれに配

分される利益を各算定期間に流通する加重平均株式数で除して計算されます（「第５ 経理の状況」中間連結

財務諸表注記『３ 主要な会計方針の要約』参照）。また、普通株式および子会社連動株式の１株当り純資産

額は、それぞれに配分される純資産額を期末株式数で除して計算されます。子会社連動株式に配分される純資

産額は、子会社連動株式の発行価額および対象子会社の剰余金のうち子会社連動株主に帰属する部分として計

算されます。普通株式に配分される純資産額は、連結純資産額から子会社連動株式に配分される純資産を控除

して計算されます。子会社連動株式の１株当り情報は、次のとおりです。 

回次 2003年度上半期 2004年度上半期 2005年度上半期 2003年度 2004年度 

会計期間 

自2003年 
４月１日 
至2003年 
９月30日 

自2004年 
４月１日 
至2004年 
９月30日 

自2005年 
４月１日 
至2005年 
９月30日 

自2003年 
４月１日 
至2004年 
３月31日 

自2004年 
４月１日 
至2005年 
３月31日 

売上高および営業収入 百万円 3,400,799 3,314,410 3,262,429 7,496,391 7,159,616 

営業利益 百万円 49,886 53,159 50,635 98,902 113,919 

税引前利益 百万円 79,830 69,875 108,286 144,067 157,207 

中間（当期）純利益 百万円 34,047 76,474 21,205 88,511 163,838 

純資産額 百万円 2,272,489 2,541,233 2,999,182 2,378,002 2,870,338 

総資産額 百万円 8,904,861 9,253,156 10,008,314 9,090,662 9,499,100 

１株当り純資産額 円 2,446.51 2,736.10 2,998.94 2,563.67 2,872.21 

基本的１株当り中間（当期）

純利益 
円 36.97 82.61 19.95 95.97 175.90 

希薄化後１株当り中間（当

期）純利益 
円 35.22 74.26 19.01 87.00 158.07 

自己資本比率 ％ 25.5 27.4 29.9 26.2 30.2 

営業活動によるキャッシュ・

フロー 
百万円 140,765 111,907 △40,897 632,635 646,997 

投資活動によるキャッシュ・

フロー 
百万円 △376,778 △670,754 △414,668 △761,792 △931,172 

財務活動によるキャッシュ・

フロー 
百万円 179,388 141,358 243,531 313,283 205,177 

現金・預金および現金同等物

中間期末（期末）残高 
百万円 638,037 449,626 581,200 849,211 779,103 

従業員数 人 167,500 152,700 155,900 162,000 151,400 



なお、希薄化後１株当り利益については、子会社連動株式の１株当り利益に希薄化効果をもつ証券の発行や権

利の付与がないため計算していません。また、子会社連動株式の一斉転換については、「第５ 経理の状況」

中間連結財務諸表注記『12 後発事象』をご参照ください。 

5 売上高および営業収入には、消費税等は含まれていません。 

(2)提出会社の経営指標等 

 （注）1 売上高には、消費税等は含まれていません。 

       2  子会社連動株式は、2005年12月１日をもって当社普通株式に一斉転換されました。（「第５ 経理の状況」 

財務諸表の注記『後発事象』参照） 

回次 2003年度上半期 2004年度上半期 2005年度上半期 2003年度 2004年度 

会計期間 

自2003年 
４月１日 
至2003年 
９月30日 

自2004年 
４月１日 
至2004年 
９月30日 

自2005年 
４月１日 
至2005年 
９月30日 

自2003年 
４月１日 
至2004年 
３月31日 

自2004年 
４月１日 
至2005年 
３月31日 

１株当り純資産額 円 3,050.95 3,045.33 3,458.19 3,027.11 3,045.50 

基本的１株当り中間（当期）

純利益・損失（△） 
円 △17.96 18.12 430.74 △41.80 17.21 

回次 2003年度上半期 2004年度上半期 2005年度上半期 2003年度 2004年度 

会計期間 

自2003年 
４月１日 
至2003年 
９月30日 

自2004年 
４月１日 
至2004年 
９月30日 

自2005年 
４月１日 
至2005年 
９月30日 

自2003年 
４月１日 
至2004年 
３月31日 

自2004年 
４月１日 
至2005年 
３月31日 

売上高 百万円 1,366,292 1,397,014 1,463,221 2,814,577 2,895,413 

経常利益・損失（△） 百万円 6,773 3,023 △3,757 △68,758 45,755 

中間(当期）純利益・損失(△) 百万円 6,597 6,738 8,933 △98,530 56,656 

資本金 百万円 480,261 480,292 621,724 480,266 621,708 

発行済株式総数 
千株 

          

普通株式 

子会社連動株式 

926,416 

3,072 

926,432 

3,072 

997,216 

3,088 

926,418 

3,072 

997,211 

3,072 

純資産額 百万円 1,849,256 1,721,781 2,058,558 1,726,303 2,042,798 

総資産額 百万円 3,663,008 3,675,865 3,630,648 3,695,642 3,684,545 

１株当り中間（年間）配当額 
円 

          

普通株式 

子会社連動株式 

12.50 

－ 

12.50 

－ 

12.50 

－ 

25.00 

－ 

25.00 

－ 

自己資本比率 ％ 50.5 46.8 56.7 46.7 55.4 

従業員数 人 17,730 15,995 16,230 17,672 15,892 



２【事業の内容】 

 当社および当社の連結子会社（以下「ソニー」）は、エレクトロニクス、ゲーム、映画、金融、その他の分野から構成

されており、ビジネスセグメント情報は当該区分により作成されています。エレクトロニクス分野では主として音響・映

像・情報・通信関係の各種電子・電気機械器具・電子部品の設計・開発・製造・販売、ゲーム分野では主としてゲーム機

およびゲームソフトの設計・開発・制作・販売、映画分野では主として映画・テレビ番組の企画・製作・配給、金融分野

では主として個人生命保険・損害保険ビジネス、リースおよびクレジットファイナンス事業、銀行業、その他の分野では

主として音楽ソフトなどの企画・制作・製造・販売、インターネット関連サービスを含むネットワークサービス事業、ア

ニメーション作品の制作・販売事業、輸入生活用品小売事業、広告代理店事業などを行っています。 

 2005年９月30日現在の子会社数は962社、関連会社数は67社であり、このうち連結子会社（変動持分事業体を含む）は

920社、持分法適用会社は56社です。 

 ソニーは2004年度および2005年度において、ビジネス別セグメント区分を一部見直しました。 

 2004年８月１日付で、ソニーとBertelsmann AG（以下「ベルテルスマン社」）はそれぞれの音楽制作事業を合弁会社と

して統合しました。この合弁会社設立に関連して、これまで音楽分野に含まれていた海外のディスク製造・物流事業をエ

レクトロニクス分野の「その他」部門に移管しました。さらに2005年４月１日付けでソニーの日本におけるディスク製造

事業についても同様に変更されました。ソニーは、音楽ビジネスが、もはやセグメントとして独立させるべき重要性の基

準を満たさなくなったため、2005年４月１日以降、音楽分野の業績をその他分野に含めて開示することにしました。これ

にともない、エレクトロニクス分野とその他分野の前年同期の実績は新区分に合わせて組替え再表示されています。 

 2004年７月、より効率的かつ円滑な半導体供給体制を構築するため、ソニーは㈱ソニー・コンピュータエンタテインメ

ントの半導体製造部門を、ゲーム分野からエレクトロニクス分野に移管し、半導体製造事業を統合しました。この結果、

移管した部門に関連する売上および費用はエレクトロニクス分野の“半導体”部門で計上されています。なお、移管され

た半導体製造部門は、ゲーム分野の中で一つの独立事業としては運営されていなかったため、2004年６月までの金額につ

いては比較可能な数字が実務的に入手不可能であり組替え再表示をしていません。 

 上記に加えて、2005年４月１日よりエレクトロニクス分野の製品部門区分を一部見直しました。主な変更点として、こ

れまで“テレビ”に含まれていた業務用プロジェクターが“情報・通信”に組替えられました。これにともない、前年同

期の実績は新区分に合わせて組替え再表示されています。 

 なお、当社の中間連結財務諸表は、米国預託証券の発行に関して要請されている会計基準、すなわち、米国で一般に公

正妥当と認められた会計原則（以下「米国会計原則」）にもとづき作成されており、関係会社の情報についても米国会計

原則の定義にもとづいて開示しています。「第２ 事業の状況」および「第３ 設備の状況」においても同様です。 



エレクトロニクス、ゲーム、映画、金融、その他の各分野の事業内容ならびに主要会社は次のとおりです。 

事業区分および主要製品 主要会社 

エレクトロニクス     

  オーディオ 家庭用オーディオ 

携帯型オーディオ 

カーオーディオ 

カーナビゲーションシステム 

当社、ソニーイーエムシーエス㈱、ソニーエンジニアリング㈱ 

ソニーマーケティング㈱ 

Sony Electronics Inc. 

Sony Electronics Asia Pacific Pte. Ltd 

Sony EMCS (Malaysia) Sdn. Bhd. 

Sony France S.A. 

Sony Deutschland G.m.b.H. 

Sony United Kingdom Ltd. 

  ビデオ ビデオカメラ 

デジタルスチルカメラ 

ビデオデッキ 

ＤＶＤビデオプレーヤー／レコーダー 

当社、ソニーイーエムシーエス㈱、ソニーマーケティング㈱ 

Sony Electronics Inc. 

Sony Electronics Asia Pacific Pte. Ltd 

Sony France S.A. 

Sony EMCS (Malaysia) Sdn. Bhd. 

Sony Deutschland G.m.b.H. 

Sony United Kingdom Ltd. 

  テレビ ブラウン管テレビ 

プロジェクションテレビ 

プラズマテレビ 

液晶テレビ 

コンピューター用ディスプレイ 

ブラウン管 

デジタル放送受信システム 

当社、ソニーイーエムシーエス㈱、ソニーマーケティング㈱ 

Sony Electronics Inc. 

Sony Electronics Asia Pacific Pte. Ltd 

Sony United Kingdom Ltd. 

Sony EMCS (Malaysia) Sdn. Bhd. 

Sony Deutschland G.m.b.H. 

Sony France S.A. 

S-LCD Corporation 

  情報・通信 パーソナルコンピューター 

プリンターシステム、携帯情報端末 

放送用・業務用オーディオ／ビデオ／モニタ

ー 

その他の業務用機器 

当社、ソニーイーエムシーエス㈱、ソニーマーケティング㈱ 

Sony Electronics Inc. 

Sony United Kingdom Ltd. 

Sony France S.A. 

Sony Deutschland G.m.b.H. 

  半導体 ＬＣＤ、ＣＣＤ、その他の半導体 当社、ソニーセミコンダクタ九州㈱ 

Sony Device Technology (Thailand) Co., Ltd. 

  コンポーネント 光学ピックアップ、電池 

オーディオ／ビデオ／データ記録メディア 

データ記録システム 

当社、ソニーイーエムシーエス㈱、ソニーエナジー・デバイス㈱ 

ソニー宮城㈱、ソニーマーケティング㈱ 

ソニー白石セミコンダクタ㈱ 

Sony Electronics Inc. 

Sony Electronics (Singapore) Pty.Ltd. 

Sony United Kingdom Ltd. 

Sony France S.A. 

Sony Deutschland G.m.b.H. 

  その他 上記カテゴリーに含まれない製品やサービス 当社、ソニーイーエムシーエス㈱ 

ソニーマニュファクチュアリングシステムズ㈱ 

ソニーサプライチェーンソリューション㈱、ソニーケミカル㈱ 

Sony DADC US Inc. 

Sony Ericsson Mobile Communications, AB 

ゲーム     

    家庭用ゲーム機、ソフトウェア ㈱ソニー・コンピュータエンタテインメント 

Sony Computer Entertainment America Inc. 

Sony Computer Entertainment Europe Limited. 

映画     

    映画、テレビ番組 

デジタルエンタテインメント事業 

㈱ソニー・ピクチャーズエンタテインメント 

Sony Pictures Entertainment Inc. 

Metro-Goldwyn-Mayer Inc. 



［ビジネスセグメントの関連性］ 

 エレクトロニクス分野の主要製品は、主として国内および海外の製造会社が製造し、主に国内および海外の販売会

社が販売しています。 

 金融分野における㈱ソニーファイナンスインターナショナルは、主としてエレクトロニクス分野に対するリース事

業を行っています。 

事業区分および主要製品 主要会社 

金融       

    

生命保険 

損害保険 

銀行 

リースおよびクレジットファイナンス事業 

ソニーフィナンシャルホールディングス㈱ 

ソニー生命保険㈱ 

ソニー損害保険㈱ 

ソニー銀行㈱ 

㈱ソニーファイナンスインターナショナル 

その他     

    音楽ソフトウェア 

インターネット関連サービス事業 

アニメーション作品の制作・販売事業 

輸入生活用品小売事業 

広告代理店事業 

その他の事業 

当社、㈱ソニー・ミュージックエンタテインメント 

SONY BMG MANAGEMENT CO., LLC 

SONY BMG MUSIC ENTERTAINMENT 

SONY BMG MUSIC ENTERTAINMENT BV 

ソニーコミュニケーションネットワーク㈱ 

㈱アニプレックス 

㈱ソニープラザ 

㈱フロンテッジ 



事業の系統図は次のとおりです。 



３【関係会社の状況】 

2005年度上半期における重要な関係会社の異動は以下のとおりです。 

(1)連結子会社 

(2)持分法適用関連会社 

（注）  1  「主な事業の内容」には、事業の業種別セグメントの名称を記載しています。 

     *2  有価証券報告書を提出しています。 

      3  議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内書です。 

     *4  2005年６月28日付けで、Digital Audio Disc Corporationが、社名をSony DADC US Inc.としました。 

*5  マネックス・ビーンズ・ホールディングス㈱は、2005年９月６日付けで、株式売却により、持分法適用関

   連会社から除外されました。 

     *6  2005年４月８日付けで、MGM Holdings, Inc.は持分法適用関連会社となりました。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主な事業の内容 
議決権の 
所有割合 
（％） 

関係内容 

Sony DADC US Inc. *4 
アメリカ 

デラウェア 

米ドル

100 
エレクトロニクス 

（100.0）

100.0 

  

 ・役員の兼務等・・・・・有 

  

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主な事業の内容 
議決権の 
所有割合 
（％） 

関係内容 

マネックス・ビーンズ・

ホールディングス㈱   

*2 *5 

東京都千代田区 8,800 金融 10.3 ・役員の兼務等・・・・・有  

MGM Holdings, Inc. *6 
アメリカ 

デラウェア 

千米ドル 

5,271 
映画 

（45.0）

45.0 
・役員の兼務等・・・・・有  



４【従業員の状況】 

(1)連結会社の状況 

 （注） 従業員数は百人未満を四捨五入して記載しています。 

(2)提出会社の状況 

(3)労働組合の状況 

 当社および連結子会社の労使関係は良好です。 

  2005年９月30日現在 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

エレクトロニクス 128,300  

ゲーム 4,600  

映画 6,500  

金融 6,700  

その他 7,700  

全社（共通） 2,100  

合計 155,900  

  2005年９月30日現在 

従業員数（人） 16,230 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績等 

連結営業概況 

 米国会計基準に準拠し、業績を報告通貨である円に換算した、ソニーの当上半期の売上高および営業収入（以下

「売上高」）は、前年同期に比べ1.6％減少しました。前年同期の為替レートを適用した場合（以下の前年同期の為

替レートを適用した場合の業績については「為替変動とリスク・ヘッジ」参照）の当上半期の売上高は、前年同期に

比べ約２％減少しました。セグメント別では、エレクトロニクス分野でほぼ横ばい、ゲーム分野と金融分野で増収、

映画分野で減収となりました。なお、当上半期の売上には、SONY BMG MUSIC ENTERTAINMENT（以下「ソニーBMG」）

の設立による売上減少の影響が含まれています。 

 ソニーの当上半期における営業利益は前年同期に比べ4.7％減少しました。前年同期の為替レートを適用した場合

の当上半期の営業利益は前年同期に比べ約30％減少しました。ゲーム分野と金融分野で利益を計上したものの、エレ

クトロニクス分野と映画分野で損失を計上しました。なお、当上半期の営業利益には、ソニー厚生年金基金の代行部

分の返上完了にともなう利益735億円が含まれています。このうち、エレクトロニクス分野で639億円の利益を計上し

ました。 

 ソニーは、当上半期において487億円（前年同期は309億円）の構造改革費用を営業費用として計上しました。この

うちエレクトロニクス分野で478億円（前年同期は264億円）を計上しました。 

売上高 

 当上半期の売上高は、前年同期に比べ520億円（1.6％）減少の３兆2,624億円となりました。売上高の内訳の詳細

については、下記の「分野別営業概況」をご参照下さい。 

（後述の販売費および一般管理費に関する比率分析において、「売上高」については、「売上高および営業収入」の

うち、純売上高および営業収入のみが考慮されており、金融ビジネス収入は除かれています。これは、金融ビジネス

費用は売上原価や販売費および一般管理費とは別に計上されていることによります。さらに、研究開発費を含む売上

原価に関する比率分析については、「売上高および営業収入」のうち純売上高のみが考慮されています。これは、売

上原価は純売上高のみに関連して発生する費用であることによります。後記の比率分析のうち、セグメントに関する

ものについては、セグメント間取引を含んで計算されています。） 

売上原価、販売費・一般管理費（金融分野を除く） 

 当上半期の売上原価は、前年同期に比べ108億円（0.5％）減少の２兆2,766億円となり、売上高に対する比率は、

前年同期の75.3％から78.1％に上昇しました。 

 当上半期の研究開発費（全額売上原価に含まれる）は、前年同期に比べ８億円（0.3％）減少の2,498億円となり、

売上高に対する比率は、前年同期の8.2％から8.6％に上昇しました。 

 当上半期の販売費および一般管理費は、前年同期に比べ889億円（12.0％）減少の6,498億円となり、売上高に対す

る比率は前年同期の24.1％から改善して22.1％になりました。販売費および一般管理費が減少しているのは、主にソ

ニー厚生年金基金の代行部分の返上完了にともなう利益735億円が控除されたことによります。 

営業利益 

 当上半期の営業利益は、前年同期に比べ25億円（4.7％）減少の506億円となり、売上高に対する比率は、前年同期

と同じ1.6％となりました。主に金融分野で大幅な増益となったものの、エレクトロニクス分野と映画分野では損失

を計上しました。 



その他の収益および費用 

 当上半期の連結業績におけるその他の収益は、前年同期に比べ305億円（57.1％）増加の839億円となり、その他の

費用は、前年同期に比べ104億円（28.4％）減少の263億円となりました。その他の収益からその他の費用を差し引い

た純額は、前年同期から409億円（244.9％）増加して577億円の利益となりました。 

 その他の収益は、当上半期において、従来ソニーの持分法適用会社であったマネックス・ビーンズ・ホールディン

グス㈱の株式の一部売却にともなう持分変動益207億円、ソニーコミュニケーションネットワーク㈱（以下「SCN」）

の連結子会社であるソネット・エムスリー㈱およびSCNの持分法適用会社である㈱ディー・エヌ・エーの株式の一部

売却などにともなう持分変動益合計179億円を計上したことなどにより、前年同期に比べ増加しました。なお前年同

期には、前述のマネックス・ビーンズ・ホールディングス㈱設立にともなう持分変動益90億円およびソネット・エム

スリー㈱の上場にともなう42億円の利益計上がありました。 

 その他の費用が減少したのは、為替差損が前年同期に比べ減少したことなどによるものです。 

税引前利益 

 当上半期の税引前利益は、前述の営業利益の減少にもかかわらず、その他の収益からその他の費用を差し引いた純

額の増加の結果、前年同期に比べ384億円（55.0％）増加の1,083億円となりました。 

法人税等 

 当上半期の法人税等は、前年同期に比べ628億円（437.5％）増加の772億円となり、税引前利益に対する比率（実

効税率）は71.3％となりました。当上半期の実効税率が日本の法定税率を上回ったのは、主に海外子会社の未分配利

益に対する税金引当および繰延税金資産に対する評価性引当金を追加計上したことによるものです。 

少数株主損失 

  当上半期の少数株主損失は、前年同期の６億円の少数株主利益に対して18億円の少数株主損失を計上しました。当

上半期の少数株主損失の計上は、㈱豊田自動織機とのモバイル機器向け低温ポリシリコンTFT液晶ディスプレイ製造

の合弁会社（ソニーの連結子会社）であるエスティ・モバイルディスプレイ㈱が損失を計上したことなどによるもの

です。 

持分法適用会社の業績 

 持分法適用会社には、携帯電話端末事業の合弁会社であるSony Ericsson Mobile Communications, AB（以下

「SEMC」）、㈱豊田自動織機との低温ポリシリコンTFT液晶ディスプレイ製造の合弁会社であるエスティ・エルシー

ディ㈱、日本の衛星放送委託事業会社である㈱スター・チャンネル、Samsung Electronics Co., Ltd.とのアモルフ

ァスTFT液晶パネル製造の合弁会社であるS-LCD Corporation（以下「S-LCD」）、Metro-Goldwyn-Mayer Inc.（以下

「MGM」）、ソニーBMGなどがあります。 

 当上半期の持分法による投資損益（純額）は、MGMにおいて109億円、S-LCDにおいて104億円、およびソニーBMGに

おいて42億円の持分法による投資損失を計上したことなどにより、前年同期の262億円の利益に対して117億円の損失

を計上しました。前年同期にはInterTrust Technologies Corporationにつき、特許関連訴訟の和解にともない受領

したライセンス契約にかかる受取金を含む持分利益125億円を計上していました。 

 SEMCに関する持分法による投資利益は、前年同期に比べ２億円（1.3％）減少の116億円となりました。 

中間純利益 

 当上半期の中間純利益は、前年同期に比べ553億円（72.3％）減少の212億円となり、売上高に対する比率は0.6％

となりました。また株主資本（当上半期の期首と期末の平均）に対する比率は0.7％となりました。当上半期の基本

的１株当り中間純利益は19.95円（前年同期は82.61円）、希薄化後１株当り中間純利益は19.01円（前年同期は74.26

円）(「第５ 経理の状況」中間連結財務諸表注記『８ 基本的および希薄化後１株当り利益の調整表』 参照)でし

た。 

分野別営業概況 

 以下、各分野の売上高（および金融ビジネス収入）は、セグメント間取引を含みます（「第５ 経理の状況」中間

連結財務諸表注記『10 セグメント情報』参照）。 

 なお、ソニーBMG設立の影響については、「第５ 経理の状況」 中間連結財務諸表注記『10 セグメント情報』

をご参照下さい。 



エレクトロニクス 

 当上半期の売上高は、前年同期に比べ193億円（0.8％）減少の2兆3,313億円となりました。当上半期の営業損益は

前年同期の153億円の利益に対し190億円の損失となりました。 

 エレクトロニクス分野の、前年同期の為替レートを適用した場合の当上半期の売上高は前年同期に比べ約2％減少

しました。 

 外部顧客に対する売上高は前年同期比7.6％の減少となりましたが、“PSP® ”「プレイステーション・ポータブ

ル」（以下「PSP」）向け半導体など、ゲーム分野へのセグメント間取引が増加したため、分野全体の売上は、前述

の通り0.8％の減少にとどまりました。 

 外部顧客に対する売上高を地域別に見ると、その他地域で増収となりましたが、日本、米国、欧州で減収となりま

した。日本においては、主にフラッシュメモリー内蔵およびハードディスク内蔵の「ウォークマン®」（以下「「ウ

ォークマン」」）などが増収となったものの、半導体、携帯電話端末（SEMC向けなど）、デジタルカメラなどの売上

は減少しました。米国では、液晶テレビなどの売上が増加しましたが、ブラウン管テレビ、デジタルカメラ、プラズ

マテレビなどの売上が減少しました。欧州では、液晶テレビなどの売上が増加しましたが、ブラウン管テレビ、携帯

電話端末、プラズマテレビなどの売上が減少しました。その他地域では、デジタルカメラ、PC「バイオ」などの売上

が増加しました。 

製品部門別の状況 

 以下の製品部門別売上高の内訳は外部顧客に対するもので、セグメント間取引を含んでいません。（「第５ 経理

の状況」中間連結財務諸表注記『10 セグメント情報』参照） 

 オーディオ部門の売上高は前年同期に比べ345億円（12.2％）減少の2,469億円となりました。市場の縮小および価

格下落の影響により、CD方式およびMD方式の「ウォークマン」の売上が大きく減少しました。 

 ビデオ部門の売上高は前年同期に比べ13億円（0.3％）増加の4,984億円となりました。価格競争の激化によりデジ

タルカメラの売上は減少しましたが、家庭用ビデオカメラの販売が好調であったことなどにより、部門全体では増収

となりました。 

 テレビ部門の売上高は前年同期に比べ781億円（19.5％）減少の3,220億円となりました。液晶テレビの売上は増加

しましたが、フラットパネルテレビに需要が移行しているブラウン管テレビ、競争が激化したプラズマテレビなどの

売上が大きく減少しました。 

 情報・通信部門の売上高は前年同期に比べ45億円（1.2％）減少の3,671億円となりました。これは携帯情報端末の

売上が減少したことによるものです。 

 半導体部門の売上高は前年同期に比べ263億円（18.6％）減少の1,156億円となりました。これは、需要が減少した

バイポーラ、低温ポリシリコン液晶および価格下落の影響を受けたCCD（電荷結合素子）の売上が減少したことによ

るものです。 

 コンポーネント部門の売上高は前年同期に比べ48億円（1.5％）減少の3,073億円となりました。これは、主とし

て、CD-R/RWドライブ、光学ピックアップの売上が販売単価の下落などにより減少したことによるものです。 

 その他部門の売上高は前年同期に比べ275億円（9.7％）減少の2,564億円となりました。これは、主として、携帯

電話端末の売上が減少したことによるものです。 

 エレクトロニクス分野の損益は、ソニー厚生年金基金の代行部分の返上完了にともなう利益639億円の計上があり

ましたが、外部顧客向け売上の減少に加え、単価下落による原価率の悪化、固定資産の減損を含む構造改革費用の増

加などにより損失となりました。製品別では、価格下落の影響があった液晶テレビおよびCCD、大幅に減収となった

ブラウン管テレビなどが減益の要因となりました。一方、コスト削減の効果があったPC「バイオ」、売上が好調だっ

たビデオカメラ「ハンディカム®」などは増益となりました。 

 なお、当上半期にはエレクトロニクス分野の構造改革費用として478億円を計上しました。 

当上半期末の棚卸資産は、前年同期末に比べ461億円（6.7％）減少の6,424億円となりました。 

（注）なお、2004年7月、ソニーグループの半導体製造事業の統合が完了し、従来ゲーム分野に含まれていた半導体

製造部門はエレクトロニクス分野の「半導体」部門に移管されました。これにともない、エレクトロニクス分野にお

いて新たな売上および費用が発生しています（半導体製造事業統合に関しては、「５ 経理の状況」中間連結財務諸

表注記『10 セグメント情報』をご参照ください）。 



ゲーム 

 当上半期の売上高は前年同期に比べ1,620億円（72.0％）増加の3,870億円となりました。また営業損益は前年同期の

29億円の損失に対し当上半期は23億円の利益となりました。 

 ゲーム分野の、前年同期の為替レートを適用した場合の当上半期の売上高は前年同期に比べ約71％増加しました。 

 ハードウェアについては、主にPSPが大きく売上に貢献したことに加え、「プレイステーション ２」（以下「PS

２」）の販売数量が欧米で前年同期を上回ったことにより、日本・米国・欧州全地域で大幅な増収となりました。 

 ソフトウェアについては、PS２用ソフトウェアが減収となったものの、PSP用ソフトウェアの売上貢献により、大幅

な増収となりました。地域別では、日本・米国・欧州全地域で増収となりました。 

 なお、ハードウェアおよびソフトウェアに関する生産出荷台数・本数の動向については以下の通りです。 

*1ハードウェア、ソフトウェア製品の生産出荷数量は、生産拠点から出荷した時点で集計しています。同製品の 

 売上は、販売店・顧客に同製品が引き渡された時点で認識されます。 

*2自社制作およびソニーとライセンス契約を締結した他社制作の両方を含みます。 

 損益面では、広告宣伝費をはじめとする販売費・一般管理費が増加したことに加え、「プレイステーション ３」

ビジネスに向けた積極的な研究開発投資を継続しましたが、PS２ビジネスおよびPSPビジネスが順調に推移したこと

により、損益が改善しました。 

 当上半期末の棚卸資産は、PS２、PSPともにビジネスが順調に推移し、年末年始の最需要期にむけて増産を行った

ことに加え、前年同期は新型PS２への移行を控え、部品在庫を消化しつつ従来機種の生産出荷を戦略的に抑えていた

こともあり、前年同期末に比べ615億円（115.2％）増加の1,149億円となりました。 

映 画 

 当上半期の売上高は前年同期に比べ367億円（10.8％）減少の3,032億円となりました。損益面では、前年同期の

315億円の営業利益から339億円悪化し、24億円の営業損失を計上しました。映画分野は、米国を拠点とする

Sony Pictures Entertainment（以下「SPE」）の業績で構成されています。 

 映画分野の業績を米ドルベースでみると、当上半期の売上高は前年同期に比べ11％減少しました。売上の減少は、

主に前年同期において「スパイダーマン２」の劇場興行収入が大変好調だったこと、および当上半期において「ステ

ルス」などの劇場興行が不振だったことによるものです。これは、MGMが所有する作品の売上から得られる配給手数

料により、一部相殺されました。 

 損益面では、前述の要因により売上が減少したこと、および今後劇場公開予定の作品に関する広告宣伝費が前年同

期に比べて多かったことにより、前年同期の利益に対して損失を計上することになりました。当上半期における米国

の劇場興行収入が不振だった公開作品として、主に上記の「ステルス」、「XXX: State of the Union」および

「Lords of Dogtown」が挙げられます。テレビビジネスの営業利益は、SPEが保有するいくつかの米国外のチャンネ

ル事業でのテレビ広告収入増加に伴う貢献があったものの、主としてライブラリ作品の大型のシンジケーション販売

が前年同期に比べ減少したこと、および米国外のテレビビジネスにおける配給収入が減少したことにより、減益とな

りました。 

金 融 

 当上半期の金融ビジネス収入は前年同期に比べ702億円（27.1％）増加の3,297億円となりました。また営業利益は

367億円（145.1％）増加の620億円となり、金融ビジネス収入に対する比率は前年同期の9.7％から18.8％に上昇しま

した。 

 ソニー生命保険㈱（以下「ソニー生命」）の収入が、前年同期に比べ623億円（28.5％）増加の2,809億円となった

ことにより、分野全体として増収となりました*。ソニー生命の増収は、運用損益の改善および保有契約高が堅調に

伸びたことによる保険料収入の増加によるものです。 

 損益面では、ソニー生命において、転換社債の株式転換権の評価損益の改善などにより一般勘定の運用損益が改善

したことなどから、分野全体で大幅な増益となりました。ソニー生命の営業利益は、上記の要因により、前年同期に

 
 

（単位：万台、万本） 

2004年度上半期 
(2004年４月１日～ 
2004年９月30日) 

2005年度上半期 
(2005年４月１日～ 
2005年９月30日) 

2005年９月30日まで
の累計台数・本数 

ハードウェア生産出荷台数*1       

PS２ 270 854 9,601 

PSP - 584 881 

ソフトウェア生産出荷本数*1、*2       

（他社制作のものを含む）       

PS２ 9,400 8,500 90,900 

PSP - 1,390 1,960 



比べ335億円（119.0％）増加の617億円となりました*。 

*ソニー生命の収入および営業利益は米国会計原則に則って算出されています。したがって、ソニー生命が国内の

会計原則に則って個別に開示している業績とは異なります。 

その他 

 その他分野は、主として、音楽ビジネス、日本でインターネット関連サービス事業を行うSCN、アニメーション作

品の制作・販売事業、日本の輸入生活用品小売事業、日本の広告代理店事業などで構成されています。 

 当上半期の売上高は前年同期に比べ651億円（25.0％）減少の1,955億円となりました。その他分野の売上のうち、

80％が外部顧客向けのものでした。また損益面では、前年同期の営業損失25億円から151億円改善し、126億円の営業

利益となりました。 

 当上半期の音楽ビジネスには㈱ソニー・ミュージックエンタテインメント（以下「SMEJ」）の業績ならびに

Sony Music Entertainment Inc.（以下「SMEI」）の音楽出版事業の業績が含まれていますが、前年同期にはこれら

に加えてSMEIの音楽制作事業の2004年４月から７月までの４ヵ月間の業績も含まれていたため、音楽ビジネスの売上

は前年同期に比べ減少しました。なお、前述の通り、合弁会社ソニーBMGが設立され、SMEIの音楽制作事業は、ベル

テルスマン社の音楽制作事業と統合されました（「５ 経理の状況」中間連結財務諸表注記『10 セグメント情報』を

ご参照ください）。 

 SMEJの当上半期の売上は、前年同期と比較して減少しましたが、これは主に前年同期にはポルノグラフィティの２

枚のベストアルバムが大ヒットを記録したことによります。その他分野における音楽ビジネスを除いた売上高はSCN

においてコンテンツサービスが好調だったことなどにより前年同期に比べ、増加しました。 

 損益面では、前年同期に損失を計上したSMEIの音楽制作事業の業績が持分法適用会社であるソニーBMGにおいて計

上されていることに加え、SMEJを含むいくつかのビジネスにおいてソニー厚生年金基金の代行部分の返上完了にとも

なう利益が計上されたことなどにより、分野全体の損益は改善しました。 

主要持分法適用会社の業績 

 以下の主要持分法適用会社の業績は、ソニーの連結財務諸表に直接連結されていません。しかしながらソニーは、

かかる開示が投資家の皆様にソニーのビジネス状況に関する有益な追加情報を提供するものと考えています。 

 SEMCの当上半期における売上高は、オートフォーカス付き２メガピクセルカメラ内蔵モデルや「ウォークマン」携

帯電話などのヒット商品の牽引などにより、前年同期比487百万ユーロ（15％）増加の3,669百万ユーロとなりました

が、主に研究開発費が増加したことにより、税引前利益は前年同期比11百万ユーロ（４％）減少の238百万ユーロ、

中間純利益は前年同期並みの179百万ユーロとなりました。この結果、ソニーの持分法による投資利益として116億円

が計上されました。 

 ソニーBMGの当上半期における売上高は1,955百万米ドル、税引前損失は81百万米ドル、中間純損失は78百万米ドル

でした。なお、この業績には構造改革費用136百万米ドルが含まれています。この結果、ソニーの持分法による投資

損失として42億円が計上されました。なお、前年同期にはソニーBMGの2004年８月１日付け設立以降２ヵ月間の持分

法による投資損失14億円が計上されています。 

為替変動とリスク・ヘッジ 

 当上半期の米ドル、ユーロに対する平均円レートは、それぞれ108.47円、134.13円と、前年同期の為替レートに比

べそれぞれ0.4％の円高、1.8％の円安となりました。営業概況に記載されている前年同期の為替レートを適用した場

合の業績概況は、円と現地通貨との間に為替変動がなかったものと仮定して、前年同期の月別平均円レートを当上半

期の月別現地通貨建て売上高および営業収入、売上原価、販売費・一般管理費およびその他の一般費用に適用して試

算した売上高および営業収入、および営業利益の増減状況を表しています。 

 映画分野においては、米国を拠点に全世界に子会社をもつSPEの業績を米ドルベースで一旦連結した後、円に換算

しています。したがって、SPEの業績については米ドルで分析しているため、一部の記述については「米ドルベー

ス」と特記してあります。なお前年同期の為替レートを適用した場合の業績および米ドルベースでみた業績は、ソニ

ーの連結財務諸表には含まれておらず、米国会計原則にも則っていません。またソニーは、前年同期の為替レートを

適用した場合の業績開示が米国会計原則にもとづく開示に代わるものとは考えていません。しかしながらソニーは、

かかる開示が投資家の皆様にソニーの業績に関する有益な追加情報を提供するものと考えています。 

 ソニーの連結業績は、主に生産地と販売地の通貨が異なることから生ずる為替変動リスクにさらされています。こ

れらのリスクを軽減するため、ソニーは一貫したリスク管理方針に従い、先物為替予約、通貨オプション契約を含む

デリバティブを利用しています。ソニーが行っている先物為替予約および通貨オプション契約は、主に連結会社間の

外貨建て取引および外貨建て売上債権や買入債務から生じるキャッシュ・フローの為替変動によるリスクを低減する

ために利用されています。 

 ソニーは、総合的な財務サービスをソニーおよびその子会社に提供することを目的として、



Sony Global Treasury Services Plc（以下「SGTS」）をロンドンに設立しています。為替変動リスクにさらされて

いるすべての関係会社が、リスク・ヘッジのための契約をSGTSとの間で結ぶことがソニーの方針となっており、当社

およびほとんどの当社の子会社はこの目的のためにSGTSを利用しています。SGTSに為替変動リスクを集中させること

により、結果としてSGTSはソニーグループ全体の相殺後の為替変動リスクをヘッジすることになります。SGTSはグル

ープ外の信用の高い金融機関との間で外国為替取引を行っています。ほとんどの外国為替取引は、実際の輸出入取引

が行われる前の予定された取引や債権・債務に対して行われます。一般的には、実際の輸出入取引が行われる平均３

ヵ月前にヘッジを行っていますが、一部、製造・販売のサイクルが短い商品のように、ビジネス上の要請がある場合

には、実際の輸出入取引が行われる１ヵ月前にヘッジを行っているものもあります。ソニーは金融機関との外国為替

取引を主にヘッジ目的に使用しております。金融分野において資産運用の一環として利用されているデリバティブを

除き、ソニーは売買または投機目的でこれらのデリバティブを利用していません。 

 キャッシュ・フローヘッジとして指定された先物為替予約や通貨オプション契約などを含むデリバティブの公正価

額変動は当初累積その他の包括利益に計上され、ヘッジ対象取引が損益に影響を与える時点で損益に振替えられてい

ます。一方、ヘッジ会計の要件を満たさないその他の先物為替予約、通貨オプション契約等の公正価額変動は、直ち

にその他収益・その他費用に計上されています。先物為替予約、買建て通貨オプション、売建て通貨オプションの想

定元本等はそれぞれ１兆5,289億円、5,424億円、1,893億円となっています。 

(2)キャッシュ・フロー 

 以下の記述は、金融分野を除くソニー連結および金融分野のキャッシュ・フローを分けて分析しています。この分

析は米国会計原則において要求されているものとは異なりますが、金融分野はソニーのその他の分野とは性質が異な

るため、ソニーはこのような分析がキャッシュ・フローの理解に役立つものと考えています。 

金融分野を除くソニー連結 

 当上半期の営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同期に中間純利益を計上したのに対して中間純損失となっ

たことに加え、主にエレクトロニクスおよびゲーム分野において年末商戦に向けた増産による棚卸資産の増加などに

より、919億円の支払となりました。 

 当上半期の投資活動によるキャッシュ・フローは、主に半導体の製造設備に関する投資を行った一方、投資有価証

券の売却などを行った結果、1,451億円の支払となりました。なお、前年同期には、半導体製造設備への投資に加え

て、S-LCDへの出資を行っていました。 

 上記の結果、営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローの合計は2,370億円の支払

となりました。 

 当上半期の財務活動によるキャッシュ・フローは、コマーシャルペーパーおよび５年債500億円、７年債400億円、

10年債300億円の総額1,200億円の国内普通社債発行による資金調達を行った一方、普通社債発行により調達した資金

を社債の償還に充当したことなどにより、971億円の受取となりました。 

 以上の結果、為替相場変動による影響を加味した当上半期末の現金・預金および現金同等物残高は、前年度末比

1,258億円減少の3,939億円となりました。 

金融分野 

 当上半期の営業活動によるキャッシュ・フローは、主にソニー生命での保有契約高の伸長にともなう保険料収入の

増加により、509億円の受取となりました。 

 当上半期の投資活動によるキャッシュ・フローは、主に、ソニー生命が国内債券を中心に投資を行ったこと、ソニ

ー銀行における有価証券への投資や住宅ローンによる貸付が増加したことから、投資および貸付が、有価証券の償

還、投資有価証券の売却および貸付金の回収を上回ったことにより2,619億円の支払となりました。 

 当上半期の財務活動によるキャッシュ・フローは、ソニー生命における契約者勘定の増加や、銀行ビジネスにおけ

る顧客預金の増加により、1,389億円の受取となりました。 

 以上の結果、当上半期末の現金・預金および現金同等物残高は、前年度末比721億円減少の1,873億円となりまし

た。 

（金融分野、金融分野を除くその他の分野、およびソニー連結の要約財務諸表：監査対象外） 

 金融分野はソニーの連結財務諸表に含まれています。以下の表は金融分野、金融分野を除くその他の分野、および

ソニー連結の要約財務諸表です（監査対象外）。この要約財務諸表はソニーの連結財務諸表の作成に用いられた米国

会計原則においては要求されていませんが、金融分野はソニーのその他の分野とは性質が異なるため、ソニーはこの

ような比較表示が連結財務諸表の理解と分析に役立つものと考えています。なお、以下のソニー連結の金額は、金融

分野と金融分野を除くその他のセグメント間の取引を相殺消去した後のものです。 



要約貸借対照表（監査対象外） 

  金融分野 
金融分野を除く 
その他の分野 

ソニー連結 

  
2004年度 
上半期末 

2005年度 
上半期末 

2004年度 
上半期末 

2005年度 
上半期末 

2004年度 
上半期末 

2005年度 
上半期末 

科目 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

資産             

流動資産 853,744 895,592 2,577,785 2,716,145 3,416,236 3,594,877 

現金・預金および現金

同等物 
159,523 187,269 290,103 393,931 449,626 581,200 

有価証券 529,302 503,946 4,071 4,071 533,373 508,017 

受取手形および売掛金

（貸倒・返品引当金控

除後） 

72,144 12,633 989,216 1,000,575 1,056,286 1,008,768 

その他 92,775 191,744 1,294,395 1,317,568 1,376,951 1,496,892 

繰延映画製作費 － － 270,090 343,998 270,090 343,998 

投資および貸付金 2,297,300 2,788,864 500,041 464,700 2,663,362 3,163,720 

金融分野への投資（取得

原価） 
－ － 187,400 187,400 － － 

有形固定資産 39,828 34,053 1,343,611 1,345,852 1,383,439 1,379,905 

その他の資産 469,352 507,019 1,165,449 1,106,129 1,520,029 1,525,814 

繰延保険契約費 366,983 384,917 － － 366,983 384,917 

その他 102,369 122,102 1,165,449 1,106,129 1,153,046 1,140,897 

  3,660,224 4,225,528 6,044,376 6,164,224 9,253,156 10,008,314 

負債および資本             

流動負債 672,593 820,236 2,388,359 2,302,948 3,035,178 3,094,628 

短期借入金(1年以内に

返済期限の到来する長

期借入債務を含む） 

117,715 70,862 508,649 311,405 611,137 367,973 

支払手形および買掛金 7,378 10,643 822,333 847,049 826,719 854,982 

銀行ビジネスにおける 

顧客預金 
451,231 591,540 － － 451,231 591,540 

その他 96,269 147,191 1,057,377 1,144,494 1,146,091 1,280,133 

固定負債 2,593,018 2,902,332 1,288,156 1,151,750 3,652,574 3,888,557 

長期借入債務 137,249 131,507 671,067 638,502 677,262 690,320 

未払退職・年金費用 11,163 13,641 314,500 208,274 325,664 221,915 

保険契約債務その他 2,314,369 2,598,208 － － 2,314,369 2,598,208 

その他 130,237 158,976 302,589 304,974 335,279 378,114 

少数株主持分 5,567 4,279 18,704 21,717 24,171 25,947 

資本 389,046 498,681 2,349,157 2,687,809 2,541,233 2,999,182 

  3,660,224 4,225,528 6,044,376 6,164,224 9,253,156 10,008,314 



要約損益計算書（監査対象外） 

要約キャッシュ・フロー計算書（監査対象外） 

 金融分野 
金融分野を除く 
その他の分野 

ソニー連結 

 
2004年度 
上半期 

2005年度 
上半期 

2004年度 
上半期 

2005年度 
上半期 

2004年度 
上半期 

2005年度 
上半期 

科目 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

金融ビジネス収入 259,486 329,696 － － 247,349 318,691 

純売上高および営業収入 － － 3,071,378 2,947,918 3,067,061 2,943,738 

売上高および営業収入 259,486 329,696 3,071,378 2,947,918 3,314,410 3,262,429 

金融ビジネス費用および

営業費用 
234,202 267,727 3,043,660 2,960,161 3,261,251 3,211,794 

営業利益・損失(△) 25,284 61,969 27,718 △12,243 53,159 50,635 

その他の収益・費用(△) 

－純額 
8,893 23,234 14,479 35,196 16,716 57,651 

税引前利益 34,177 85,203 42,197 22,953 69,875 108,286 

法人税等その他 13,458 33,289 △24,771 53,793 △11,312 87,081 

会計原則変更による累積

影響額 
△4,713 － － － △4,713 － 

中間純利益・損失(△) 16,006 51,914 66,968 △30,840 76,474 21,205 

 金融分野 
金融分野を除く 
その他の分野 

ソニー連結 

 
2004年度 
上半期 

2005年度 
上半期 

2004年度 
上半期 

2005年度 
上半期 

2004年度 
上半期 

2005年度 
上半期 

科目 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

営業活動から得た・営業

活動に使用した(△)現

金・預金および現金同等

物（純額） 

83,562 50,949 34,975 △91,879 111,907 △40,897 

投資活動に使用した現

金・預金および現金同等

物（純額） 

△344,674 △261,946 △330,078 △145,119 △670,754 △414,668 

財務活動から得た・財務

活動に使用した(△)現

金・預金および現金同等

物（純額） 

164,319 138,895 △25,593 97,066 141,358 243,531 

為替相場変動の現金・預

金および現金同等物に対

する影響額 

－ － 17,904 14,131 17,904 14,131 

現金・預金および現金同

等物純増加・減少(△)額 
△96,793 △72,102 △302,792 △125,801 △399,585 △197,903 

現金・預金および現金同

等物期首残高 
256,316 259,371 592,895 519,732 849,211 779,103 

現金・預金および現金同

等物中間期末残高 
159,523 187,269 290,103 393,931 449,626 581,200 



２【生産、受注および販売の状況】 

ソニーの生産・販売品目は極めて多種多様であり、エレクトロニクス機器、家庭用ゲーム機やゲームソフト、音

楽・映像ソフト等は、その性質上、原則として見込生産を行っています。なお、ソニーはそれら製品の在庫をほぼ一

定の必要水準に保つように生産活動を行っていることから、生産状況は販売状況に類似しています。このため生産お

よび販売の状況については「１ 業績等の概要」における各事業の種類別分野業績に関連付けて示しています。 

３【対処すべき課題】 

ソニーが直面する経営課題とそれに対するマネジメントの取り組み 

 ソニーの多くのビジネス分野においては、ブロードバンドの普及によるネットワークインフラの整備にともなう、

異業種からの参入により、競争が激化しています。また、特にエレクトロニクス分野において製品価格の低下が続い

ていることから、ソニーは引き続き厳しい状況に直面しています。 

 このような状況に対処するため、ソニーは新マネジメントのもとで中期経営方針を策定し、2005年９月22日に発表

しました。当該方針にもとづき、ソニーはエレクトロニクス、ゲーム、エンタテインメントの三つをコア事業と位置

づけ、競争力向上と経営体質強化に向け以下の施策を実行します。特にエレクトロニクス事業の復活を最優先課題と

して、機構改革を実施し、構造改革と成長戦略を推進します。 

 今回の改革の重点項目として、エレクトロニクス事業の組織を大幅に改組し、重要分野の意思決定権限をエレクト

ロニクスCEO（最高経営責任者）に集中する体制とします。これに伴い、現行のカンパニー制を廃止し、各事業本部

が相互に連携しながら、それぞれの事業領域に集中できる体制を確立します。また、商品戦略、技術、資材調達、生

産、販売・マーケティングの重要領域において、横断的な連携の仕組みを強化し、製品分野を超えた意思決定の迅速

化、全体最適化を図ります。また共通ソフトウェアの開発、設計や商品開発での重複の排除、研究開発投資の効率化

を実現します。 

 これらに加え、不採算事業・非戦略事業の収束、モデル数の削減、製造拠点の統廃合などを軸に構造改革を推進

し、グループ人員を削減します。また、保有する不動産や株式、非戦略資産等を見直し、売却します。 

 成長戦略においては、エレクトロニクス事業のリソースを高精細(High Definition、以下「HD」）関連商品群、モ

バイル商品群、およびこれらの商品の差異化につながる先端半導体・デバイスの開発・製品化に集中的に投入し、競

争力強化と収益性向上を目指します。加えて、次世代汎用プロセッサ「Cell」（以下「Cell」）を活かした新しい技

術、商品、アプリケーション開発を行うための組織をCEO直轄組織として新設します。 

 ソニーは、これらの施策実施によりエレクトロニクス事業を強化し、ゲーム事業、映画事業、音楽事業、そして高

いブランド認知度など、グループ内の強力なリソースを最大限に活かし、より魅力的な商品・サービスを提供してま

いります。以下、経営陣が認識している各分野の課題とそれに対処するための取り組みについて説明します。 

エレクトロニクス分野 

 エレクトロニクス分野は、デジタル時代においては、高度な機能は半導体やその他の主要デジタルデバイスに集約

されています。これらの半導体・デバイスが大量生産され販売されるようになったため、これまで参入障壁になって

いた高度な技術を安価に入手することが可能になり、完成品メーカーの新規参入が促進されました。この結果、コン

スーマー向けオーディオ・ビジュアル製品の市場における競争が激化し、価格低下が進行しています。 

 ソニーはこのような状況に対処するため、製品の機能を強化し、消費者に訴求する新たなアプリケーションや使用

方法を通じて、多くの最終製品で価格プレミアムを維持できるよう努めています。さらに、商品の差異化を図るた

め、社内において付加価値の高い半導体・デバイスの開発を進めています。主要デバイスの内製化比率を上昇させる

ことにより、ソニーはそのようなデバイスにますます集中する傾向にある付加価値の取り込みを図っています。一方

で、製品価格の低下に対応して製造コストを低減できるよう努力しています。 

 上記経営方針において、ソニーはフラットテレビ、デジタルイメージング（ビデオカメラ、デジタルカメラ）、ビ

デオレコーダー、携帯型オーディオを重点カテゴリーと位置づけ、各市場におけるリーディングポジション確立に向

け注力します。これと並行して、商品差異化の核となる半導体・デバイスの強化も行います。一方で、テレビ事業に

関してはブラウン管テレビ関連の製造拠点の見直し、内製化率向上、設計体制の集中等の推進により収益性改善に注

力します。 

 成長戦略として、ソニーはHD対応の推進を強力に進めていきます。ソニーは既にHD分野で世界をリードしており、

コンスーマー領域でのHDシフトが加速化するのに伴い、その強みを十分に発揮できるポジションにあります。放送業

務用から民生用に至る幅広いHD機器、ならびに業界ナンバーワンのHDデジタルコンテンツを、共に提供できる世界唯

一の企業として、HD関連ビジネスを収益の柱とします。また、業界における広範な支持に支えられた次世代大容量デ

ィスクフォーマットであるブルーレイディスクを今後のHDビジネス拡大のドライバーと位置付け、これを「プレイス

テーション ３」に搭載することなどにより、商品化とHDコンテンツの普及を加速していきます。 

 この成長を支える技術開発強化として、ソニーは製品の差異化と付加価値の核となる半導体・デバイスの開発およ

びソフトウエアの開発にエンジニアリングリソースを集中します。特に半導体事業についてはゲーム・イメージャー



関連の研究開発投資に集中します。また、ブルーレイディスク関連に加え次世代ディスプレイ等、強力なコアテクノ

ロジーを保有するデバイスを開発し、商品力強化と収益性向上につなげます。具体的な重点施策は以下の通りです。

・ホーム/モバイルプラットフォームの構築 

 今後ますます拡大するHDコンテンツに対応する高性能なハードウェアを実現するために、ホームコンスーマエレク

トロニクス機器用システムLSI、およびそれを核とした汎用性の高いシステムアーキテクチャーの開発を積極的に展

開します。また、モバイル機器における高性能化・低消費電力化を実現するため、モバイルコンスーマエレクトロニ

クス機器用システムLSI、およびそれを核とした汎用性の高いシステムアーキテクチャーを開発します。これらシス

テムLSIの開発により、商品開発スピードの加速や設計効率化を併せて実現します。 

・半導体・デバイスへの集中投資 

 HDワールド実現のコアとなる青紫レーザーダイオードをはじめとしたブルーレイディスク関連デバイスや、既に高

い競争力を誇るCCD/CMOS等画像素子を引き続き強化します。また、Cellに関してもコンスーマエレクトロニクス機器

への搭載の開発を加速します。さらに、有機ELを次世代ディスプレイの中心と位置づけ、開発を加速します。 

・ソフトウェア開発体制の強化 

 エレクトロニクス製品において相互運用性と優れたユーザーインターフェース等を実現するためにミドルウェア、

アプリケーション、codec（圧縮・伸張）、DRM（デジタル著作権管理技術）等のソフトウェア開発を強化します。そ

のために技術開発本部を新設、世界的なリソースを効果的に活かせる体制を確立し、米国や中国などでのソフトウェ

ア開発を強化します。 

ゲーム分野 

 「プレイステーション ２」については、2000年３月の発売から５年が経過し、ハードウェアの生産出荷台数は減

少していくことを見込んでいますが、今後もハードウェア、ソフトウェアともに高水準のビジネス規模を維持するこ

とで収穫期の継続に努めます。PSPについては、日米欧全地域での導入成功により順調に普及が進んでおり、魅力的

なソフトウェアとともにPSPプラットフォームの更なる拡大を推進します。また、「プレイステーション ３」につい

ては、積極的な研究開発投資を継続し、ハードウェア、ソフトウェア両面からプラットフォームの立ち上げ準備を進

めます。 

映画分野、ならびに、その他分野に含まれる音楽ビジネスおよびソニーBMG（持分法適用会社） 

 映画：映画分野においては、ソニーは、激しい競争や製作費・広告宣伝費の上昇、違法デジタルコピーの増加等に

直面しています。ソニーは、これらの課題に対処するため、劇場公開に加えテレビのライセンスビジネスやDVD等、

収益源が多様化する中で、業界ナンバーワンのデジタル映画ライブラリを活用し、映画ビジネスの更なる成長と安定

化を図ります。“Universal Media Disc”（以下「UMD」）やブルーレイディスク等、新メディアの普及に伴い、今

後デジタルライブラリの価値がさらに高まることが予想され、新たな収益源となることが期待されます。また、MGM

の買収にともない、MGMの持つ映画作品およびテレビ番組のライブラリのデジタル化を加速させてDVDソフトやその他

の市場に供給し、MGMコンテンツの独占配給権を持つSPEの収益力をさらに高めていくとともに、MGMとともに新たな

作品の共同製作を行います。 

 音楽：音楽ビジネスにおいては、違法デジタルコピーや海賊版の影響および他のエンタテインメント産業との競争

によって、世界の音楽市場が縮小しており、アルバムの売上も過去数年間にわたり減少し続けています。ソニーは、

収益性維持のため、売上の減少と同じもしくはそれ以上の割合で固定費を削減できるよう、構造改革を行ってきまし

たが、2004年８月、業務効率をさらに改善するため、ソニーは海外の音楽制作事業をドイツのベルテルスマン社の傘

下にあるBMG社と統合しました。今後、ソニーBMGの合弁効果を発揮しさらなる経営体質強化につとめるとともに、携

帯やインターネットによるデジタル音楽配信事業を積極的に拡大します。またブルーレイディスクやUMD等、新たな

フォーマットによるパッケージメディア販売にも注力します。 

金融分野 

 金融分野においては、過去数年間、ビジネスの拡大にともない資産が増大しており、金融分野がソニー全体の資産

の大きな部分を占めるようになっています。資産規模の拡大に応じた資産運用およびリスクマネジメント体制の強

化、経営内容の開示の充実、および顧客一人ひとりに対する最適な金融サービスの提供を目的として、ソニーは、

2004年４月にソニーフィナンシャルホールディングス株式会社（「SFH」）を設立しました。この会社は、ソニー生

命、ソニー損保、ソニー銀行を傘下に置き、これらの事業の間の相乗効果を強めます。なお、SFHに関しては、2007

年度以降の株式公開を目指す計画です。 

その他分野（音楽ビジネスを除く） 

 SCNについては、独立性を高め、独自の運営形態、成長戦略で企業価値を向上させるため、2005年12月20日に株式

会社東京証券取引所マザーズに上場しました。また、リテール事業群については、その資産価値の最大化に向け、他

社とのアライアンスを含めたオプションを検討します。 



４【経営上の重要な契約等】 

 “プレイステーション ２”ハードウェアを含むソニーのDVDビデオプレーヤー機能付製品は、米国の

MPEG LA LLC、Dolby Laboratories Licensing CorporationおよびNissim Corp.とのライセンス契約にもとづきライ

センスを供与されている、DVDの規格に必要不可欠な技術に関する特許に大きく依存しています。 



５【研究開発活動】 

 ソニーは、成長戦略を支える技術開発の強化が不可欠であるとの強い認識のもと、研究所や事業本部において、商

品力強化と収益性の向上を目指した強力なコア（核）テクノロジーの開発を行っており、特に製品の差異化と付加価

値を生み出すシステムLSI、ディスプレイ、イメージャーなどの先端半導体／デバイスにリソースを集中投資してい

ます。また、エレクトロニクス製品における相互運用性と優れたユーザーインターフェース等の実現を目指したソフ

トウェア開発の強化も行っています。このような戦略的かつ効率的な研究開発投資を行うことで、様々な先端デバイ

スや革新的な新商品の開発を継続しています。 

 2005年度上半期の連結研究開発費は、前年同期にくらべ８億円減少の2,498億円となりましたが、売上高（金融分

野を除く）に対する比率は前年同期の8.2％から8.6％へ増加しました。研究開発費の主な内訳をみると、エレクトロ

ニクス分野が93億円（4.3％）減少の2,094億円、ゲーム分野が85億円（26.6％）増加の403億円でした。エレクトロ

ニクス分野の研究開発費のうち約61％は、新製品の研究開発、残り約39%は半導体、通信、ディスプレイ、次世代光

ディスクなど中長期を見据えた新技術の研究開発という内訳になっています。 

 なお、2005年上半期の主な研究開発活動、および成果には以下のものが含まれます。 

・㈱ソニー・コンピュータエンタテインメント(以下「SCEI」)は、2005年５月ロサンゼルスにて開催の

Electronic Entertainment Expo（E３）において、開発を進めているプレイステーション３（以下「PS３」）の主

な仕様の公開と、プロトタイプ展示を行いました。PS３は、当社およびSCEI、IBM Corporation、㈱東芝の４社共

同で開発を進めてきたプロセッサ「Cell」、NVIDIA CorporationとSCEIの２社共同で開発を進めてきたグラフィッ

クスプロセッサ「RSX」、RAMBUS Inc.が開発した「XDRメモリー」と、54GB（ギガバイト）の容量を持つBD-ROM

(Blu-Ray Disc ROM)を搭載し、HDコンテンツと高画質の1080pフォーマットに対応します。 

・2005年に米国の60％以上の世帯にHDTVセットが普及すると予測されているため、HD対応プロダクション・ツールへ

の要望が高まっています。これに対し、当社は2005年４月にラスベガスで行われた、テレビ・映画プロデューサ

ー、ポストプロダクションやニュース協会向けの展示会であるNational Association of Broadcasters (NAB) コ

ンベンションにて、「HD Highway」のテーマを中心に50%以上の製品をHD対応とすることを発表しました。この製

品群には、カメラ、カムコーダー、 光ディスク技術、プロダクション・スィッチャー、ノンリニア・エディタ

ー、 テープ・レコーダー等が含まれます。 

・ディスプレイデバイスにおいては、デジタルハイビジョン放送などの高精細な映画ソースの魅力を存分に生かし、

映画館のフィルム映像のような滑らかな質感が楽しめるホームシアター用プロジェクター「VPL-VW100」を開発し

ました。対角0.61型のシリコン基板上に、207万個の画素を配列し、独自の垂直配向液晶の採用およびデバイス構

造を構成することにより、優れた解像度・コントラスト・2.5ミリ秒（立上り・立下りそれぞれ）の応答速度を実

現しました。新開発の0.61型フルHD SXRD（Silicon X-tal Reflective Display）パネル（1,920×1,080ピクセ

ル）と太陽光に近い分光特性を持つ“ピュア・キセノンランプ”を搭載することで、緻密で滑らかな質感と自然で

鮮やかな色調で映像を再現します。レンズには、ハイビジョン映像をクリアに投影できる“ARC-F（オールレンジ

クリスプフォーカス）レンズ”を採用しています。100型で、約3.1～5.3m（約1.8倍）の投射範囲をカバーするレ

ンズのため、設置環境にあった投射が可能です。 



・新たな薄型テレビブランド「BRAVIA」は、ソニーの映像技術を使い、高品質な画質を実現しました。デジタルハイ

ビジョン放送（1080i）の解像度をそのまま再現できるフルスペックハイビジョンパネル（水平1,920×垂直1,080

画素）を搭載することで、より緻密で滑らかな映像表現を実現しました。広色域を実現する為に、従来のCCFL（冷

陰極管）方式でありながら、従来のテレビでは再現の難しかった「真紅」と「深緑」の高い再現性を新開発の蛍光

体と、色域をコントロールする独自の回路技術により、RGBの３原色をバランスよく拡大することが可能になりま

した。NTSC比91%、また従来のCCFL方式に近いsRGBと比較すると約130%もの広色域となり、これまで再現が難しか

った鮮やかな真紅のバラ、様々に木々が折り重なる森の多彩な緑などをより本物に近い色で再現することが可能と

なりました。“ソニーパネル”は業界最高水準の性能を持ち、視野角上下左右178度、コントラスト比1300:１パネ

ル応答速度８msec（1,000分の８秒）と飛躍的な性能向上を実現しました。オリジナルの映像信号を忠実に再現す

るとともに、自然でリアルな映像が楽しめ、また約60,000時間の長寿命バックライト設計など高い品質信頼性を持

ち、液晶パネル部についての保証を２年間としています。映像信号を処理するコア部分には統合デジタル高画質化

システム「DRC-MFv２エンジン」を搭載することにより、本来のフルスペックハイビジョンパネルの性能を引き出

すことが可能となります。ハイビジョン信号を独自のアルゴリズムでさらに精細感の高い映像信号に変換すること

により、精細感、質感を的確に再現し、より立体感のあるリアリティの高い映像を再現します。 

・当社は、地上デジタルテレビ１セグメント放送を受信する小型デジタルチューナーモジュール２機種を2005年９月

に商品化しました。このモジュール２機種は、高周波実装技術により業界最小クラスの小型サイズを実現し、消費

電力については、当社従来品と比較して約17%を削減、125mWを実現しました。「地上デジタルテレビ１セグメント

放送」は、車などでの移動中でも高品質なデジタル放送の受信を可能にするものとして、携帯電話をはじめPC、車

載機器など多くのモバイル機器への搭載が期待されており、2006年４月より本放送が開始される予定です。当社

は、本放送に先駆けラインアップを拡充し、多様なニーズに対応していきます。 

・カメラ技術においては、２/３インチサイズCCDの約５倍の面積を有する、有効1,030万画素大判CMOSセンサー（サ

イズ：21.5mm×14.4mm）を開発しました。高画質化と、余裕ある画素サイズ（セルピッチ5.49um）によって、高感

度、低ノイズを実現しました。2005年11月に発売されたレンズ一体型のデジタルスチルカメラ“サイバーショッ

ト”「DSC−R１」はこのCMOSセンサーを採用しています。この「DSC−R１」のレンズには広角24mmから120mm（35mm

フィルム換算）までの広い焦点距離をカバーし、F値2.8-4.8を実現するカールツァイス「バリオ・ゾナーT*（スタ

ー）」レンズを搭載しました。画像処理では、リアル・イメージング・プロセッサをさらに進化させ、より高い色

彩表現能力を獲得しています。また本機は、レンズ一体型構造を採用しており、大判CMOSセンサーと高性能レンズ

の特性を最適な状態にチューニングしています。レンズ特性などを気にすることなく、常に最適な状態で撮影する

ことができるよう、大判CMOSセンサーと高性能レンズの特性を最適なマッチングにして画質調整を行い、高画質・

高精細な画作りを実現しています。 

・2005年７月に当社は㈱コニカミノルタフォトイメージング（「以下コニカミノルタ」）と共同で一眼レフカメラを

開発することになりました。両社はコニカミノルタの“αシリーズ”のレンズマウント機構を利用し、新たな一眼

レフカメラを開発します。当社は専用のCCD、CMOS、画像処理技術やリチウムイオン電池技術を提供し、コニカミ

ノルタと一眼レフカメラを共同開発します。当社とコニカミノルタは、2005年度のカメラ市場の売り上げが360万

台になると期待しています。 

・ウォークマンにおいては、ユーザーの好みに合わせて“進化”する「ウォークマンAシリーズ」を発表しました。

この、「ウォークマンAシリーズ」には音楽の楽しみを広げる機能として「アーティストリンク」や「インテリジ

ェントシャッフル」を開発し搭載しました。「アーティストリンク」は気に入ったアーティストに近いジャンルの

アーティストをHDD内の音楽ライブラリーから紹介する機能として開発し、「インテリジェントシャッフル」は再

生履歴を元に、普段良く聞いている曲だけを集めてシャッフルする機能などとして開発し、“進化”するウォーク

マンを実現しました。また、アプリケーション・ソフトウエア「CONNECT(コネクト) Player(プレーヤー)」を新た

に開発しました。アーティストリンク、インテリジェントシャッフル、自動読み仮名変換などウォークマンの多彩

な新機能をサポートするほか、ウォークマンと連動したプレイリストが作れるなど、音楽の楽しみ方を広げること

が可能です。 



第３【設備の状況】 

 ソニーは、多種多様な事業を国内外で行っており、有価証券報告書における「設備の状況」の記載にあたっては、

個々の設備ごとに開示する方法ではなく、事業の種類別セグメントごとの数値とともに主たる設備の状況を開示する

方法によっています。 

 また、半期報告書における「１ 主要な設備の状況」の記載にあたっては、2004年度末からの重要な異動について

個別会社ごと等に開示し、「２ 設備の新設、除却等の計画」にあたっては、2004年度末および2005年度上半期末時

点ではその設備の新設・拡充の計画を個々のプロジェクトごとに決定していないため、事業の種類別セグメントごと

の数値を開示する方法によっています。 

１【主要な設備の状況】 

 2005年度上半期において、主要な設備に重要な異動はありません。なお、2005年度上半期中の設備投資金額（有形

固定資産の増加額）については、「２ 設備の新設、除却等の計画」（注）５に記載しています。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 2004年度末現在における2005年度の設備投資（新設・拡充）計画は、2005年度上半期末現在において次のとおり変

更されています。なお計画数値は2005年度上半期に投資された金額（有形固定資産の増加額）を除いたものです。 

（注） 1 金額には消費税等は含まれていません。 

2 上記の設備投資額の支払いは、主として自己資金により賄う予定です。 

3 経常的な設備の更新のための除却および売却を除き、重要な設備の除却および売却は見込んでいません。 

4 2004年度末現在における計画に対する設備投資計画総額の変更はありません。 

 なお、上記の設備投資計画は、現在入手可能な情報から得られたソニーの経営者の判断にもとづいています。した

がって、これらの設備投資計画のみに全面的に依拠することは控えるようお願いします。実際の設備投資は、さまざ

まな重要な要素により、これら計画とは大きく異なる結果となりうることをご承知おき下さい。 

事業の種類別セグメントの名称 
2005年度 設備投資計画金額 

（百万円） 
設備等の主な内容・目的 

 エレクトロニクス 201,400 
半導体や電子デバイスを中心とし

た生産設備投資 

 ゲーム 6,700 金型投資など 

 映画 3,300 新規ビジネス立上げ関連投資など 

 金融 1,700 
リース事業にともなうリース用資

産の購入、システム関連投資など 

 その他 2,000 
インターネット関連サービス事業

におけるシステム関連投資など 

小計 215,100 － 

 配賦不能設備投資額 9,100 社屋ビルなど 

合計 224,200 － 



5 2005年度上半期における設備投資金額（有形固定資産の増加額）は以下のとおりです。 

（注）1 金額には消費税等は含まれていません。 

   2 上記の設備投資額の支払いは、主として自己資金により賄いました。 

事業の種類別セグメントの名称 
設備投資金額 
（百万円）  

設備等の主な内容・目的 

 エレクトロニクス 160,623 
半導体や電子デバイスを中心とし

た生産設備投資 

 ゲーム 4,330 金型投資など 

 映画 3,707 新規ビジネス立上げ関連投資など 

 金融 2,264 
リース事業にともなうリース用資

産の購入、システム関連投資など 

 その他 2,039 
インターネット関連サービス事業

におけるシステム関連投資など 

小計 172,963 － 

 配賦不能設備投資額 12,818 社屋ビルなど 

合計 185,781 － 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1)【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

（注） 1 普通株式につき消却があった場合、または種類株式（子会社連動株式）につき消却もしくは普通株式への 

   転換があった場合には、それぞれこれに相当する株式数を減ずる旨を定款に規定しています。 

   *2 種類株式（子会社連動株式）3,099,469株は2005年12月１日をもって普通株式3,452,808株へ転換されまし 

   た。 

②【発行済株式】 

（注） 1 東京証券取引所および大阪証券取引所については市場第一部に上場されています。 

 *2 トロント証券取引所およびウィーン証券取引所については、2005年11月22日および2005年12月16日をもって

それぞれ上場廃止としました。パシフィック・パリ・フランクフルト・デュッセルドルフ・ブリュッセル・

シカゴ・スイスの各証券取引所については上場廃止を申請中です。 

 *3 種類株式（子会社連動株式）は、2005年11月25日に上場廃止としました。 

 4 「提出日現在発行数」には、提出日の属する月（2005年12月）に新株予約権の行使（旧商法に基づき発行さ

れた転換社債の転換および新株引受権付社債の新株引受権の行使を含む。）により発行された株式数は含ま

れていません。なお、2005年11月30日現在の種類株式（子会社連動株式）3,099,469株が、その終了に伴い

2005年12月１日に普通株式に一斉転換されたことにより発行された普通株式3,452,808株を含んでいます。 

*5 上場廃止された種類株式（子会社連動株式）の内容は、次のとおりです。 

（1）当社は、各決算期につき、ソニーコミュニケーションネットワーク株式会社（以下「ＳＣＮ」）の取締役

会が当該決算期以前の直近のＳＣＮの決算期につき利益配当金の支払を含む利益処分案をＳＣＮの定時株

主総会に提案することを決議した場合（ただし、ＳＣＮが商法特例法上の委員会等設置会社であるとき

は、ＳＣＮの取締役会において当該利益処分案を承認した場合）には、決算期最終の株主名簿記載の普通

株式の株主または登録質権者に先立ち、決算期最終の株主名簿記載の本子会社連動株式（以下「当株

式」）の株主または登録質権者に対し、当株式１株につき、以下の①・②のいずれか少ない金額を利益配

当金（以下「子会社連動配当金」）として支払う。 

①当該利益処分案におけるＳＣＮの普通株式（以下「ＳＣＮ普通株式」）１株当りの利益配当金額に当該

決算期における基準比率（当初0.01とし、（13）の定めに従い調整される。）を乗じた額。ただし、当

該決算期にかかる営業年度における子会社連動中間配当金（以下に定義）の支払が（2）本文に定める

額に達しないときは、その不足額を加算した額。 

②100,000円に前記基準比率を乗じた額。ただし、当該決算期にかかる営業年度において子会社連動中間

配当金が支払われたときは、当該支払額を控除した額（以下「配当上限金額」）。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 3,500,000,000 

種類株式（子会社連動株式） 96,900,531 *2 

計 3,596,900,531 

種類 
上半期末現在発行数

（株） 
（2005年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（2005年12月21日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 997,215,713 1,000,668,521 

東京・大阪・ニューヨ

ーク・ロンドン・パシ

フィック・パリ・フラ

ンクフルト・デュッセ

ルドルフ・ブリュッセ

ル・シカゴ・スイス 

各証券取引所 *2 

権利内容に何

ら限定のない

当社における

標準となる株

式 

種類株式 

(子会社連動株式) 
3,088,000 － 東京証券取引所 *3 *5 

計 1,000,303,713 1,000,668,521 － － 



（2）当社は、毎年９月30日（以下「中間配当支払基準日」）以前の直近のＳＣＮの中間配当の支払基準日につ

いてＳＣＮの取締役会が中間配当金を支払う旨決議した場合には、中間配当支払基準日最終の株主名簿記

載の普通株式の株主または登録質権者に先立ち、中間配当支払基準日最終の株主名簿記載の当株式の株主

または登録質権者に対し、当株式１株につき、ＳＣＮの取締役会が決議したＳＣＮ普通株式１株当りの中

間配当金に当該中間配当支払基準日における基準比率を乗じた額の中間配当金（以下「子会社連動中間配

当金」）を支払う。ただし、子会社連動中間配当金の支払は100,000円に当該中間配当支払基準日におけ

る基準比率を乗じた額を上限とする。 

（3）ＳＣＮの取締役会が利益配当金の支払を含む利益処分案をＳＣＮの定時株主総会に提案することを決議し

なかったため（ただし、ＳＣＮが商法特例法上の委員会等設置会社であるときは、ＳＣＮの取締役会にお

いて当該利益処分案を承認しなかったため）、子会社連動配当金が存在しないこととなる場合であって

も、当社は普通株式の株主または登録質権者に対して利益配当金を支払うことができる。 

（4）当社は、ある決算期につき、子会社連動配当金の支払額が（1）①の金額に達しないときは、その不足額

は翌期以降に累積する配当金（以下「累積未払配当金」）とし、翌期以降の子会社連動配当金および普通

株式の株主または登録質権者に対する利益配当金に先立ち、当株式の株主または登録質権者に対し、配当

上限金額を上限として、累積未払配当金を支払う。累積未払配当金の未払額は翌期以降に累積する累積未

払配当金とする。なお、累積未払配当金が存在する場合には、新たに発行される子会社連動株式について

も同額を累積未払配当金とみなす。また、ある決算期について累積未払配当金が支払われるときは、当該

決算期にかかる子会社連動配当金の決定においては、配当上限金額からその支払額を控除した額をもって

（1）②に定める配当上限金額とする。 

（5）当株式については、子会社連動配当金を超えて配当は行わない。 

（6）当社は、ＳＣＮ普通株式が残余財産に含まれる限りにおいて、当株式１株につき、残余財産の分配日にお

ける基準比率を乗じた数のＳＣＮ普通株式またはその処分代金（処分に要する費用を控除する。）を、普

通株式の株主または登録質権者に対する分配に先立ち、当株式の株主または登録質権者に分配する。当株

式については、この他、残余財産の分配は行わない。 

（7）当社は、いつでも当株式を買い入れ、これを株主に配当すべき利益をもって当該買入価額により消却する

ことができる。 

（8）当社は、2001年６月20日から３年を経過した後の日で当社の取締役会または取締役会の決議による委任を

受けた執行役が定める日において、当株式の全部につき、当株式の基準時価（以下に定義）と同額の金銭

を当株式の株主または登録質権者に支払うことにより、株主に配当すべき利益をもってまたは資本減少の

規定に従い、強制的に消却することができる。 

（9）当株式は、2001年６月20日から３年を経過した後の日で当社の取締役会または取締役会の決議による委任

を受けた執行役が定める日に、１株につき、当株式の基準時価（以下に定義）に1.1を乗じた額を当社普

通株式の基準時価（以下に定義）で除した数の当社普通株式に一斉転換される。ただし、かかる転換は、

当社普通株式が定款所定の証券取引所または店頭登録市場等（以下「取引所等」）に上場または登録され

ている場合に限って行われる。 

（10）基準時価とは、定款所定の方法により定まる取引所等における当該株式の終値の平均値をいう。 

（11）当社は、次のいずれかの事由が生じた場合は、（8）および（9）に従い、遅滞なく当株式の全部を消却し

または一斉転換を行う。ただし、当該消却または一斉転換は、（8）および（9）にかかわらず、当該事由

の発生以後遅滞のない日で、当該消却または一斉転換を決議する当社の取締役会または取締役会の決議に

よる委任を受けた執行役が定める日において行う。 

①ＳＣＮが直近の決算期の連結貸借対照表上の連結総資産（連結貸借対照表を作成していない場合はＳＣ

Ｎの直近の決算期の貸借対照表上の総資産）の80％以上にあたる資産または直近の決算期にかかる連結

損益計算書上の連結売上高（連結損益計算書を作成していない場合はＳＣＮの直近の決算期にかかる損

益計算書上の売上高）が80％以上減少すると見込まれる営業を譲渡その他の方法で処分したこと。ただ

し、ＳＣＮが直接または間接に発行済株式のすべてを所有する会社に対する処分を除く。 

②ＳＣＮが当社の子会社でなくなったこと。 

③当社が直接所有するＳＣＮ普通株式の総数が、当株式の総数に基準比率を乗じた数に満たない状態が 

３ヵ月以上継続したこと。 

④ＳＣＮが解散の決議をしたこと。 

⑤ＳＣＮが破産等の申立てをしたこと、またはＳＣＮに破産宣告等がなされたこと。 

⑥当株式が上場または登録されているすべての取引所等において上場廃止または登録取消の基準に該当す

る事由が発生したこと。 



（12）当社は、ＳＣＮ普通株式が取引所等に上場または登録することが承認された場合には、（8）および（9）

に従い、遅滞なく当株式の全部を消却しまたは一斉転換を行う。ただし、当該消却または一斉転換は、

（8）および（9）にかかわらず、当該上場もしくは登録の日の前日または当該前日より前の日で当社の取

締役会または取締役会の決議による委任を受けた執行役が定める日において行う。なお、当社は、本

（12）に定める消却につき、当該上場もしくは登録の日または当該日より前の日で当社の取締役会または

取締役会の決議による委任を受けた執行役が定める日において、当株式１株につき、当該日または定めら

れた日における基準比率を乗じた数のＳＣＮ普通株式を当株式の株主に交付することにより、当株式の全

部を、株主に配当すべき利益をもってまたは資本減少の規定に従い、強制的に消却することができる。 

（13）基準比率は、当株式が時価を下回る払込金額をもって発行される場合、ＳＣＮ普通株式が時価を下回る払

込金額をもって発行される場合、その他定款所定の場合に、定款所定の方法により調整される。 

（14）当社は、当社の普通株式および当株式の双方またはいずれか一方のみを併合または分割できる。また、当

社は、普通株式の株主および当株式の株主の双方またはいずれか一方のみに対し、普通株式の株主には普

通株式の新株引受権を、当株式の株主には当株式の新株引受権を、それぞれ付与できる。当社は、普通株

式および当株式を同時に異なる割合で分割できる。また、当社は、普通株式の株主には普通株式の新株引

受権を、当株式の株主には当株式の新株引受権を、同時に異なる条件で付与できる。 

（15）本株式の内容の詳細は、当社定款記載の内容による。 



(2)【新株予約権等の状況】 

① 第１回普通株式新株予約権 

（注）*1 各新株予約権の目的たる株式の数（以下「付与株式数」という。）は100株とする。ただし、当社が当社普

通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、付与株式数は次の算式により調整されるものとする。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

なお、かかる調整は当該調整が行われる時点において未行使の新株予約権にかかる付与株式数についてのみ

行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。 

*2 注記１により、付与株式数が調整される場合には、調整後付与株式数に発行する新株予約権の総数を乗じた

数に調整されるものとする。 

*3 新株予約権の発行日後に、当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、行使価額は次の

算式により調整され、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

上記の他、新株予約権の発行日後に当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場

合、その他これらの場合に準じ行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、行使価額は適切に

調整されるものとする。 

株主総会の特別決議日（2002年６月20日） 

 
上半期末現在 

（2005年９月30日） 

提出日の前月末現在 

（2005年11月30日） 

新株予約権の数 12,004個 *1  同左 

新株予約権の目的たる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的たる株式の数 1,200,400株 *2 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当り 5,396円 *3 同左 

新株予約権の行使期間 

2003年12月９日から2012年12月８日

までとする。ただし、行使期間の最

終日が当社の休業日に当たるとき

は、その前営業日を最終日とする。 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する 

場合の株式の発行価格および資本組入額 

１株当り発行価格  5,396円 

１株当り資本組入額 2,698円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①各新株予約権の一部行使はできな

いものとする。 

②当社を完全子会社とする株式交換

または株式移転が当社株主総会に

おいて承認されたときは、新株予

約権者は当該株式交換または株式

移転の日以降新株予約権を行使す

ることができない。 

③その他権利行使の条件は、株主総

会決議および取締役会の決議にも

とづき、当社と対象者との間で締

結する新株予約権割当契約に定め

るところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡については、当社

取締役会の承認を要するものとす

る。なお、上記新株予約権割当契約

にもとづき、新株予約権者は、新株

予約権の全部または一部の譲渡が禁

止される。 

同左 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 



② 第２回子会社連動株式新株予約権 

（注）*1 各新株予約権の目的たる株式の数（以下「付与株式数」という。）は100株とする。ただし、注記４に定め

る行使価額の調整事由が生じた場合には、調整後付与株式数に調整後行使価額を乗じた額が調整前付与株式

数に調整前行使価額を乗じた額と同額となるよう、付与株式数は適切に調整されるものとする。なお、かか

る調整は当該調整が行われる時点において未行使の新株予約権にかかる付与株式数についてのみ行われ、調

整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。 

*2 当社子会社連動株式の当社普通株式への一斉転換（当社定款第10条の９に定められている一斉転換を指し、

以下「一斉転換」という。）のための一斉転換日（当社定款第10条の９に定められている一斉転換日を指 

し、以下「一斉転換日」という。）以後は当社普通株式とする。 

*3 注記１により付与株式数が調整される場合には、調整後付与株式数に発行する新株予約権の総数を乗じた数

に調整されるものとする。 

*4 行使価額の調整 

イ）一斉転換日より前に効力を生ずる事由にもとづく調整 

新株予約権の発行日後一斉転換日（当日を含まない。）までの間に、当社が当社子会社連動株式につき

株式分割または株式併合を行う場合、行使価額は次の算式により調整され、調整の結果生じる１円未満

の端数は切り上げるものとする。 

株主総会の特別決議日（2002年６月20日） 

 
上半期末現在 

（2005年９月30日） 

提出日の前月末現在 

（2005年11月30日） 

新株予約権の数 365個 *1  335個 *1 

新株予約権の目的たる株式の種類 子会社連動株式 *2 同左 

新株予約権の目的たる株式の数 36,500株 *3 33,500株 *3 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当り 1,008円 *4 同左 

新株予約権の行使期間 

2003年12月９日から2012年12月８日

までとする。ただし、行使期間の最

終日が当社の休業日に当たるとき

は、その前営業日を最終日とす

る。 *5 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する 

場合の株式の発行価格および資本組入額 

１株当り発行価格  1,008円 

１株当り資本組入額  504円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①各新株予約権の一部行使はできな

いものとする。 

②当社を完全子会社とする株式交換

または株式移転が当社株主総会に

おいて承認されたときは、新株予

約権者は当該株式交換または株式

移転の日以降新株予約権を行使す

ることができない。 

③その他権利行使の条件は、株主総

会決議および取締役会の決議にも

とづき、当社と対象者との間で締

結する新株予約権割当契約に定め

るところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡については、当社

取締役会の承認を要するものとす

る。なお、上記新株予約権割当契約

にもとづき、新株予約権者は、新株

予約権の全部または一部の譲渡が禁

止される。 

同左 



ロ）一斉転換日以後に効力を生ずる事由に基づく調整 

一斉転換がなされる場合には、行使価額は一斉転換のための転換比率に応じて適宜調整されるものとす

る。また、上記の他、一斉転換日以後の行使価額の調整については、子会社連動株式を普通株式と読み

替えて、上記イ）に準じて調整されるものとする。 

ハ）上記の他、新株予約権の発行日後に当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う

場合、その他これらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、行使価額

は適切に調整されるものとする。 

*5 当社子会社連動株式につき当社定款第10条の７および第10条の８に定める一斉消却がなされる場合には、

当該一斉消却のための終了基準日以後、新株予約権を行使することはできない。 

③ 第３回普通株式新株予約権 

（注）*1 各新株予約権の目的たる株式の数（以下「付与株式数」という。）は100株とする。ただし、当社が当社普

通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、付与株式数は次の算式により調整されるものとする。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率 

なお、かかる調整は当該調整が行われる時点において未行使の新株予約権にかかる付与株式数についてのみ

行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。 

調整後行使価額  ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 

株主総会の特別決議日（2002年６月20日） 

 
上半期末現在 

（2005年９月30日） 

提出日の前月末現在 

（2005年11月30日） 

新株予約権の数 14,156個 *1  同左 

新株予約権の目的たる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的たる株式の数 1,415,600株 *2 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当り 36.57米ドル *3 同左 

新株予約権の行使期間 

2003年４月１日から2013年３月31日

までとする。ただし、行使期間の最

終日が当社の休業日に当たるとき

は、その前営業日を最終日とする。 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する 

場合の株式の発行価格および資本組入額 

１株当り発行価格  36.57米ドル 

１株当り資本組入額 18.29米ドル 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①各新株予約権の一部行使はできな

いものとする。 

②当社を完全子会社とする株式交換

または株式移転が当社株主総会に

おいて承認されたときは、新株予

約権者は当該株式交換または株式

移転の日以降新株予約権を行使す

ることができない。 

③その他権利行使の条件は、株主総

会決議および取締役会の決議にも

とづき、当社と対象者との間で締

結する新株予約権割当契約に定め

るところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡については、当社

取締役会の承認を要するものとす

る。なお、上記新株予約権割当契約

にもとづき、新株予約権者は、新株

予約権の全部または一部の譲渡が禁

止される。 

同左 



*2 注記１により、付与株式数が調整される場合には、調整後付与株式数に発行する新株予約権の総数を乗じた

数に調整されるものとする。 

*3 新株予約権の発行日後に、当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、行使価額は次の

算式により調整され、調整の結果生じる１セント未満の端数は切り上げるものとする。 

上記の他、新株予約権の発行日後に当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場

合、その他これらの場合に準じ行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、行使価額は適切に

調整されるものとする。 

④ 第４回普通株式新株予約権 

（注）*1 各新株予約権の目的たる株式の数（以下「付与株式数」という。）は100株とする。ただし、当社が当社普

通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、付与株式数は次の算式により調整されるものとする。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率 

なお、かかる調整は当該調整が行われる時点において未行使の新株予約権にかかる付与株式数についてのみ

行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。 

*2 注記１により、付与株式数が調整される場合には、調整後付与株式数に発行する新株予約権の総数を乗じた

数に調整されるものとする。 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 

株主総会の特別決議日（2003年６月20日） 

 
上半期末現在 

（2005年９月30日） 

提出日の前月末現在 

（2005年11月30日） 

新株予約権の数 13,978個 *1  同左 

新株予約権の目的たる株式の種類 普通株式  同左 

新株予約権の目的たる株式の数 1,397,800株 *2  同左 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当り 4,101円 *3  同左 

新株予約権の行使期間 

2004年11月14日から2013年11月13日

までとする。ただし、行使期間の最

終日が当社の休業日に当たるとき

は、その前営業日を最終日とする。 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する 

場合の株式の発行価格および資本組入額 

１株当り発行価格  4,101円 

１株当り資本組入額 2,051円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①各新株予約権の一部行使はできな

いものとする。 

②当社を完全子会社とする株式交換

または株式移転が当社株主総会に

おいて承認されたときは、新株予

約権者は当該株式交換または株式

移転の日以降新株予約権を行使す

ることができない。 

③その他権利行使の条件は、株主総

会決議および取締役会の決議にも

とづき、当社と対象者との間で締

結する新株予約権割当契約に定め

るところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡については、当社

取締役会の承認を要するものとす

る。なお、上記新株予約権割当契約

にもとづき、新株予約権者は、新株

予約権の全部または一部の譲渡が禁

止される。 

同左 



*3 新株予約権の発行日後に、当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、行使価額は次の

算式により調整され、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

上記の他、新株予約権の発行日後に当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場

合、その他これらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、行使価額は適切

に調整されるものとする。 

⑤ 第５回子会社連動株式新株予約権 

（注）*1 各新株予約権の目的たる株式の数（以下「付与株式数」という。）は100株とする。ただし、注記４に定め

る行使価額の調整事由が生じた場合には、調整後付与株式数に調整後行使価額を乗じた額が調整前付与株式

数に調整前行使価額を乗じた額と同額となるよう、付与株式数は適切に調整されるものとする。なお、かか

る調整は当該調整が行われた時点において未行使の新株予約権にかかる付与株式数についてのみ行われ、調

整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。 

*2 当社子会社連動株式の当社普通株式への一斉転換（当社定款第10条の９に定められている一斉転換を指し、

以下「一斉転換」という。）のための一斉転換日（当社定款第10条の９に定められている一斉転換日を指

し、以下「一斉転換日」という。）以後は当社普通株式とする。 

*3 注記１により、付与株式数が調整される場合には、調整後付与株式数に発行する新株予約権の総数を乗じた

数に調整されるものとする。 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 

株主総会の特別決議日（2003年６月20日） 

 
上半期末現在 

（2005年９月30日） 

提出日の前月末現在 

（2005年11月30日） 

新株予約権の数 385個 *1 345個 *1 

新株予約権の目的たる株式の種類 子会社連動株式 *2  同左 

新株予約権の目的たる株式の数 38,500株 *3 34,500株 *3 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当り 815円 *4  同左 

新株予約権の行使期間 

2004年11月14日から2013年11月13日

までとする。ただし、行使期間の最

終日が当社の休業日に当たるとき

は、その前営業日を最終日とす

る。 *5 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する 

場合の株式の発行価格および資本組入額 

１株当り発行価格   815円 

１株当り資本組入額  408円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①各新株予約権の一部行使はできな

いものとする。 

②当社を完全子会社とする株式交換

または株式移転が当社株主総会に

おいて承認されたときは、新株予

約権者は当該株式交換または株式

移転の日以降新株予約権を行使す

ることができない。 

③その他権利行使の条件は、株主総

会決議および取締役会の決議にも

とづき、当社と対象者との間で締

結する新株予約権割当契約に定め

るところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡については、当社

取締役会の承認を要するものとす

る。なお、上記新株予約権割当契約

にもとづき、新株予約権者は、新株

予約権の全部または一部の譲渡が禁

止される。 

同左 



*4 行使価額の調整 

イ）一斉転換日より前に効力を生ずる事由にもとづく調整 

新株予約権の発行日後一斉転換日（当日を含まない。）までの間に、当社が当社子会社連動株式につき

株式分割または株式併合を行う場合、行使価額は次の算式により調整され、調整の結果生じる１円未満

の端数は切り上げるものとする。 

ロ）一斉転換日以後に効力を生ずる事由にもとづく調整 

一斉転換がなされる場合には、行使価額は一斉転換のための転換比率に応じて適宜調整されるものとす

る。また、上記の他、一斉転換日以後の行使価額の調整については、子会社連動株式を普通株式と読み

替えて、上記イ）に準じて調整されるものとする。 

ハ）上記の他、新株予約権の発行日後に当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う

場合、その他これらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、行使価額

は適切に調整されるものとする。 

*5 当社子会社連動株式につき当社定款第10条の７および第10条の８に定める一斉消却がなされる場合には、

当該一斉消却のための終了基準日以後、新株予約権を行使することはできない。 

⑥ 第６回普通株式新株予約権 

調整後行使価額  ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 

株主総会の特別決議日（2003年６月20日） 

 
上半期末現在 

（2005年９月30日） 

提出日の前月末現在 

（2005年11月30日） 

新株予約権の数 12,236個 *1   同左 

新株予約権の目的たる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的たる株式の数 1,223,600株 *2 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当り 40.90米ドル *3 同左 

新株予約権の行使期間 

2004年４月１日から2014年３月31日

までとする。ただし、行使期間の最

終日が当社の休業日に当たるとき

は、その前営業日を最終日とする。 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する 

場合の株式の発行価格および資本組入額 

１株当り発行価格    40.90米ドル 

１株当り資本組入額  20.45米ドル 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①各新株予約権の一部行使はできな

いものとする。 

②当社を完全子会社とする株式交換

または株式移転が当社株主総会に

おいて承認されたときは、新株予

約権者は当該株式交換または株式

移転の日以降新株予約権を行使す

ることができない。 

③その他権利行使の条件は、当社株

主総会決議および取締役会の決議

にもとづき、当社と対象者との間

で締結する新株予約権割当契約に

定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡については、当社

取締役会の承認を要するものとす

る。なお、上記新株予約権割当契約

にもとづき、新株予約権者は、新株

予約権の全部または一部の譲渡が禁

止される。 

同左 



（注）*1 各新株予約権の目的たる株式の数（以下「付与株式数」という。）は100株とする。ただし、当社が当社普

通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、付与株式数は次の算式により調整されるものとする。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率 

なお、かかる調整は当該調整が行われる時点において未行使の新株予約権にかかる付与株式数についてのみ

行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。 

*2 注記１により、付与株式数が調整される場合には、調整後付与株式数に発行する新株予約権の総数を乗じた

数に調整されるものとする。 

*3 新株予約権の発行日後に、当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、行使価額は次の

算式により調整され、調整の結果生じる１セント未満の端数は切り上げるものとする。 

上記の他、新株予約権の発行日後に当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場

合、その他これらの場合に準じ行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、行使価額は適切に

調整されるものとする。 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 



⑦ 2008年満期ユーロ円建転換制限条項付転換社債型新株予約権付社債 

（注）*1 各新株予約権の行使により発行またはこれに代えて当社の有する当社普通株式を移転（以下当社普通株式の

発行または移転を当社普通株式の「交付」という。）すべき当社普通株式数は、行使請求に係る社債の発行

価額の総額を転換価額で除した数とする。ただし、行使により生じる１株未満の端数は切り捨て、現金によ

る調整は行わない。新株予約権の行使により単元未満株式が発生する場合には、商法に定める単元未満株式

の買取請求権が行使されたものとして現金により精算する。 

*2 注記５により転換価額が調整される場合には、行使請求に係る社債の発行価額の総額を調整後転換価額で除

した数に調整されるものとする。 

*3 新株予約権１個の行使に際して払込をなすべき額は、各社債の発行価額5,000,000円と同額とする。 

執行役会の決議日（2003年12月１日） 

 
上半期末現在 

（2005年９月30日） 

提出日の前月末現在 

（2005年11月30日） 

新株予約権付社債の残高 250,000百万円 同左 

新株予約権の数 50,000個 *1  同左 

新株予約権の目的たる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的たる株式の数 44,603,033株 *2 同左 

新株予約権の行使時の払込金額  ５百万円 *3  同左 

新株予約権の行使期間 

2004年１月28日から2008年12月４日にお

ける新株予約権行使受付代理人の営業終

了時までとする。 *4 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する 

場合の株式の発行価格および資本組入額 

１株当り発行価格  5,605円 *5 

１株当り資本組入額 2,803円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①各新株予約権の一部行使はできないも

のとする。 

②2007年12月18日以前の期間において

は、新株予約権付社債の所持人は、あ

る四半期の初日から最終日までの期間

において関連する預託日が行使期間内

である場合で、かつ、当該四半期の直

前の四半期の最終の取引日に終了する

30連続取引日のうちいずれかの20取引

日において、当社普通株式の終値がそ

の時に適用のある新株予約権の行使に

際して払込をなすべき１株当りの額

（以下「転換価額」という。）の110％

を超える場合に限って、新株予約権を

行使することができる。2007年12月19

日以降の期間においては、新株予約権

付社債の所持人は、関連する預託日が

行使期間内である場合で、かつ、当社

普通株式の終値が少なくとも１取引日

においてその時に適用のある転換価額

の110％を超えた場合は、以降いつで

も、新株予約権を行使することができ

る。 

 ③その他権利行使の条件は、新株予約権

付社債の要項に定義されるところによ

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権は、転換社債型新株予約権付

社債に付されたものであり、社債からの

分離譲渡はできない。 

同左 



*4 （１）当社が当社の選択により社債を繰上償還する場合には、償還日の東京における10営業日前の日におけ

る新株予約権行使受付代理人（新株予約権付社債の要項に定義される。）の営業終了時後、または、（２）

買入消却の場合は、当社が社債を消却した時または当社の子会社が社債を消却のために当社に交付した時よ

り後、または、（３）当社が社債につき期限の利益を喪失した場合には、期限の利益の喪失日後は、それぞ

れ、新株予約権を行使することはできないものとする（ただし、関連する預託日（新株予約権付社債の要項

に定義される。）は、上記行使期間内であるものとし、かつ、いかなる場合においても、2008年12月４日よ

り後は新株予約権を行使することはできない。）。 

*5 当社が当社普通株式の時価を下回る価額で当社普通株式を発行しまたは当社の保有する当社普通株式を処分

する場合には、次の算式により調整される。なお、次の算式において、「既発行株式数」は当社の発行済普

通株式（当社が保有するものを除く。）の総数をいう。 

また、転換価額は、当社普通株式の分割または併合、当社普通株式の時価を下回る価額をもって当社普通株

式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されるものを含む。）の発行が行われる場合その

他一定の事由が生じた場合にも適宜調整される。 

調整後転換価額  ＝ 調整前転換価額 × 

既発行株式数 ＋ 

発行または

処分株式数
×
１株当りの発行 

または処分価額 

 時価 

既発行株式数 ＋ 発行または処分株式数 



⑧ 第７回普通株式新株予約権 

（注）*1 各新株予約権の目的たる株式の数（以下「付与株式数」という。）は100株とする。ただし、当社が当社普

通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、付与株式数は次の算式により調整されるものとする。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率 

なお、かかる調整は当該調整が行われる時点において未行使の新株予約権にかかる付与株式数についてのみ

行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。 

*2 注記１により、付与株式数が調整される場合には、調整後付与株式数に発行する新株予約権の総数を乗じた

数に調整されるものとする。 

*3 新株予約権の発行日後に、当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、行使価額は次の

算式により調整され、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

上記の他、新株予約権の発行日後に当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場

合、その他これらの場合に準じ行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、行使価額は適切に

調整されるものとする。 

株主総会の特別決議日（2004年６月22日） 

 
上半期末現在 

（2005年９月30日） 

提出日の前月末現在 

（2005年11月30日） 

新株予約権の数   14,242個 *1    同左 

新株予約権の目的たる株式の種類  普通株式  同左 

新株予約権の目的たる株式の数  14,242,000株 *2  同左 

新株予約権の行使時の払込金額  １株当り 3,782円 *3  同左 

新株予約権の行使期間 

 2005年11月18日から2014年11月17日ま

でとする。ただし、行使期間の最終日

が当社の休業日に当たるときは、その

前営業日を最終日とする。 

 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する 

場合の株式の発行価格および資本組入額 

 １株当り発行価格  3,782円 

 １株当り資本組入額 1,891円 
 同左 

新株予約権の行使の条件 

 ①各新株予約権の一部行使はできない

ものとする。  

 ②当社を完全子会社とする株式交換ま

たは株式移転が当社株主総会におい

て承認されたときは、新株予約権者

は当該株式交換または株式移転の日

以降新株予約権を行使することがで

きない。 

 ③その他権利行使の条件は、株主総会

決議および取締役会の決議にもとづ

き、当社と対象者との間で締結する

新株予約権割当契約に定めるところ

による。 

 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 新株予約権の譲渡については、当社取

締役会の承認を要するものとする。な

お、上記新株予約権割当契約にもとづ

き、新株予約権者は、新株予約権の全

部または一部の譲渡が禁止される。 

 同左 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 



⑨ 第８回子会社連動株式新株予約権 

（注）*1 各新株予約権の目的たる株式の数（以下「付与株式数」という。）は100株とする。ただし、注記４に定め

る行使価額の調整事由が生じた場合には、調整後付与株式数に調整後行使価額を乗じた額が調整前付与株式

数に調整前行使価額を乗じた額と同額となるよう、付与株式数は適切に調整されるものとする。なお、かか

る調整は当該調整が行われる時点において未行使の新株予約権にかかる付与株式数についてのみ行われ、調

整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。 

 *2 当社子会社連動株式の当社普通株式への一斉転換（当社定款第10条の９に定められている一斉転換を指し、

以下「一斉転換」という。）のための一斉転換日（当社定款第10条の９に定められている一斉転換日を指

し、以下「一斉転換日」という。）以後は当社普通株式とする。 

 *3 注記１により、付与株式数が調整される場合には、調整後付与株式数に発行する新株予約権の総数を乗じた

数に調整されるものとする。 

 *4 行使価額の調整 

 イ）一斉転換日より前に効力を生ずる事由にもとづく調整 

新株予約権の発行日後一斉転換日（当日を含まない。）までの間に、当社が当社子会社連動株式につき

株式分割または株式併合を行う場合、行使価額は次の算式により調整され、調整の結果生じる１円未満

の端数は切り上げるものとする。 

株主総会の特別決議日（2004年６月22日） 

 
上半期末現在 

（2005年９月30日） 

提出日の前月末現在 

（2005年11月30日） 

新株予約権の数 455個 *1  同左 

新株予約権の目的たる株式の種類 子会社連動株式 *2  同左 

新株予約権の目的たる株式の数 45,500株 *3  同左 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当り 1,259円 *4  同左 

新株予約権の行使期間 

2005年11月18日から2014年11月17日

までとする。ただし、行使期間の最

終日が当社の休業日に当たるとき

は、その前営業日を最終日とす

る。 *5 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する 

場合の株式の発行価格および資本組入額 

１株当り発行価格  1,259円 

１株当り資本組入額   630円 
 同左 

新株予約権の行使の条件 

①各新株予約権の一部行使はできな

いものとする。 

②当社を完全子会社とする株式交換

または株式移転が当社株主総会に

おいて承認されたときは、新株予

約権者は当該株式交換または株式

移転の日以降新株予約権を行使す

ることができない。  

③その他権利行使の条件は、株主総

会決議および取締役会の決議にも

とづき、当社と対象者との間で締

結する新株予約権割当契約に定め

るところによる。  

 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡については、当社

取締役会の承認を要するものとす

る。なお、上記新株予約権割当契約

にもとづき、新株予約権者は、新株

予約権の全部または一部の譲渡が禁

止される。 

 同左 



ロ）一斉転換日以後に効力を生ずる事由にもとづく調整 

一斉転換がなされる場合には、行使価額は一斉転換のための転換比率に応じて適宜調整されるものとす

る。また、上記の他、一斉転換日以後の行使価額の調整については、子会社連動株式を普通株式と読み

替えて、上記イ）に準じて調整されるものとする。 

ハ）上記の他、新株予約権の発行日後に当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う

場合、その他これらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、行使価額

は適切に調整されるものとする。 

 *5 当社子会社連動株式につき当社定款第10条の７および第10条の８に定める一斉消却がなされる場合には、当

該一斉消却のための終了基準日以後、新株予約権を行使することはできない。 

    ⑩ 第９回普通株式新株予約権 

  

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 

株主総会の特別決議日（2004年６月22日） 

 
上半期末現在 

（2005年９月30日） 

提出日の前月末現在 

（2005年11月30日） 

新株予約権の数 10,094個 *1   同左 

新株予約権の目的たる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的たる株式の数 1,009,400株 *2 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当り 40.34米ドル *3 同左 

新株予約権の行使期間 

2005年４月１日から2015年３月31日

までとする。ただし、行使期間の最

終日が当社の休業日に当たるとき

は、その前営業日を最終日とする。 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する 

場合の株式の発行価格および資本組入額 

１株当り発行価格  40.34米ドル 

１株当り資本組入額 20.17米ドル 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①各新株予約権の一部行使はできな

いものとする。 

②当社を完全子会社とする株式交換

または株式移転が当社株主総会に

おいて承認されたときは、新株予

約権者は当該株式交換または株式

移転の日以降新株予約権を行使す

ることができない。 

③その他権利行使の条件は、株主総

会決議および取締役会の決議にも

とづき、当社と対象者との間で締

結する新株予約権割当契約に定め

るところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡については、当社

取締役会の承認を要するものとす

る。なお、上記新株予約権割当契約

にもとづき、新株予約権者は、新株

予約権の全部または一部の譲渡が禁

止される。 

同左 



  （注）*1 各新株予約権の目的たる株式の数（以下「付与株式数」という。）は100株とする。ただし、当社が当社普

通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、付与株式数は次の算式により調整されるものとする。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率 

なお、かかる調整は当該調整が行われる時点において未行使の新株予約権にかかる付与株式数についてのみ

行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。 

*2 注記１により、付与株式数が調整される場合には、調整後付与株式数に発行する新株予約権の総数を乗じ

た数に調整されるものとする。 

*3 新株予約権の発行日後に、当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合は、行使価額は次

の算式により調整され、調整の結果生じる１セント未満の端数は切り上げるものとする。 

上記の他、新株予約権の発行日後に当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場

合、その他これらの場合に準じ行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、行使価額は適切に

調整されるものとする。 

  

    ⑪ 第10回普通株式新株予約権 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 

株主総会の特別決議日（2005年６月22日） 

 
上半期末現在 

（2005年９月30日） 

提出日の前月末現在 

（2005年11月30日） 

新株予約権の数 －  11,241個 *1 

新株予約権の目的たる株式の種類 － 普通株式 

新株予約権の目的たる株式の数 － 1,124,100株 *2 

新株予約権の行使時の払込金額 － １株当り 4,060円 *3 

新株予約権の行使期間 － 

  2006年11月17日から2015年11月16 

 日までとする。ただし、行使期間 

 の最終日が当社の休業日に当たる 

 ときは、その前休業日を最終日と 

 する。 

新株予約権の行使により株式を発行する 

場合の株式の発行価格および資本組入額 
－ 

 １株当り発行価格  4,060円 

 １株当り資本組入額 2,030円 

新株予約権の行使の条件 － 

 ①各新株予約権の一部行使はできない

ものとする。 

②当社を完全子会社とする株式交換ま

たは株式移転が当社株主総会におい

て承認されたときは、新株予約権者

は当該株式交換または株式移転の日

以降新株予約権を行使することがで

きない。 

③その他権利行使の条件は、株主総会

決議および取締役会の決議にもとづ

き、当社と対象者との間で締結する

新株予約権割当契約に定めるところ

による。 

新株予約権の譲渡に関する事項 － 

新株予約権の譲渡については、当社取

締役会の承認を要するものとする。な

お、上記新株予約権割当契約にもとづ

き、新株予約権者は、新株予約権の全

部または一部の譲渡が禁止される。  



  （注）*1 各新株予約権の目的たる株式の数（以下「付与株式数」という。）は100株とする。ただし、当社が当社普通

株式につき株式分割または株式併合を行う場合、付与株式数は次の算式により調整されるものとする。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率 

なお、かかる調整は当該調整が行われる時点において未行使の新株予約権にかかる付与株式数についてのみ

行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。 

*2 注記１により、付与株式数が調整される場合には、調整後付与株式数に発行する新株予約権の総数を乗じた

数に調整されるものとする。 

*3 新株予約権の発行日後に、当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、行使価額は次の

算式により調整され、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

上記の他、新株予約権の発行日後に当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場

合、その他これらの場合に準じ行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、行使価額は適切に

調整されるものとする。 

  

    ⑫ 第11回普通株式新株予約権 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 

株主総会の特別決議日（2005年６月22日） 

 
上半期末現在 

（2005年９月30日） 

提出日の前月末現在 

（2005年11月30日） 

新株予約権の数 －  13,675個 *1 

新株予約権の目的たる株式の種類 － 普通株式  

新株予約権の目的たる株式の数 － 1,367,500株 *2  

新株予約権の行使時の払込金額 － １株当り 34.14米ドル *3  

新株予約権の行使期間 － 

2005年11月18日から2015年11月17日ま

でとする。ただし、行使期間の最終日

が当社の休業日に当たるときは、その

前営業日を最終日とする。  

新株予約権の行使により株式を発行する 

場合の株式の発行価格および資本組入額 
－ 

１株当り発行価格  34.14米ドル  

 １株当り資本組入額 17.07米ドル 

新株予約権の行使の条件 － 

①各新株予約権の一部行使はできない

ものとする。 

 ②当社を完全子会社とする株式交換ま

たは株式移転が当社株主総会におい

て承認されたときは、新株予約権者

は当該株式交換または株式移転の日

以降新株予約権を行使することがで

きない。 

 ③その他権利行使の条件は、株主総会

決議および取締役会の決議にもとづ

き、当社と対象者との間で締結する

新株予約権割当契約に定めるところ

による。 

新株予約権の譲渡に関する事項 － 

新株予約権の譲渡については、当社取

締役会の承認を要するものとする。な

お、上記新株予約権割当契約にもとづ

き、新株予約権者は、新株予約権の全

部または一部の譲渡が禁止される。 



  （注）*1 各新株予約権の目的たる株式の数（以下「付与株式数」という。）は100株とする。ただし、当社が当社普通

株式につき株式分割または株式併合を行う場合、付与株式数は次の算式により調整されるものとする。 

 調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率 

なお、かかる調整は当該調整が行われる時点において未行使の新株予約権にかかる付与株式数についてのみ

行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。 

*2 注記１により、付与株式数が調整される場合には、調整後付与株式数に発行する新株予約権の総数を乗じた

数に調整されるものとする。 

*3 新株予約権の発行日後に、当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合は、行使価額は次

の算式により調整され、調整の結果生じる１セント未満の端数は切り上げるものとする。 

上記の他、新株予約権の発行日後に当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場

合、その他これらの場合に準じ行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、行使価額は適切に

調整されるものとする。 

  

    旧転換社債等に関する事項は、次のとおりです。 

  

① 転換社債の残高、転換価格および資本組入額 

（注）*1 米貨建転換社債は、いずれも株価連動型のインセンティブ・プランとして米国の関係会社の役員・幹部社員

に対し割り当てることを目的として発行したものです。なお、2010年満期米貨建転換社債については額面総

額10,157千米ドルを、2011年満期米貨建転換社債については額面総額25,381千米ドルを、2006年満期米貨建

転換社債については額面総額968千米ドルを、2012年満期米貨建転換社債については額面総額26,184千米ド

ルを、それぞれ失権分として買入消却しました。 

*2 転換により発行する株式の１株当り発行価格（転換価格）に0.5を乗じた額で、その結果１円未満の端数が

生じるときはその端数を切り上げた額。 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 

銘柄（発行日） 

上半期末現在 
（2005年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（2005年11月30日） 

転換社債残高 転換価格 資本組入額 転換社債残高 転換価格 資本組入額

2010年満期 

米貨建転換社債 *1 

（2000年４月17日） 

 47,173千米ドル 

（ 4,904百万円） 

円 銭 

13,220 00 
*2 

 47,173千米ドル 

（ 4,904百万円） 

円 銭 

13,220 00 
*2 

2011年満期 

米貨建転換社債 *1 

（2001年４月16日） 

 51,675千米ドル 

（ 6,449百万円） 

円 銭 

8,814 00 
*2 

 51,675千米ドル 

（ 6,449百万円） 

円 銭 

8,814 00 
*2 

2006年満期 

米貨建転換社債 *1 

（2001年12月17日） 

 56,339千米ドル 

（ 7,205百万円） 

円 銭 

5,952 23 
*2 

 56,339千米ドル 

（ 7,205百万円） 

円 銭 

5,952 23 
*2 

2012年満期 

米貨建転換社債 *1 

（2002年４月15日） 

 41,112千米ドル 

（ 5,435百万円） 

円 銭 

6,931 00 
*2 

 41,112千米ドル 

（ 5,435百万円） 

円 銭 

6,931 00 
*2 



② 新株引受権の残高、行使価格および資本組入額 

（注） 1 新株引受権付社債は、いずれも株価連動型のインセンティブ・プランとして同社債の新株引受権部分を当社

取締役等（2007年満期0.9％利付第14回無担保子会社連動株式新株引受権付社債についてはＳＣＮの取締役

等）に対し支給することを目的として発行したものです。なお、2006年満期1.55％利付第10回無担保新株引

受権付社債および2007年満期0.9％利付第13回無担保新株引受権付社債については、失権分として新株引受

権の一部を消却したことに伴い、新株引受権残高がそれぞれ468百万円および45百万円減少しています。 

*2 2007年満期0.9％利付第14回無担保子会社連動株式新株引受権付社債から分離された新株引受権について

は、2005年12月１日（一斉転換日）以降、新株引受権の行使により発行する株式の種類は普通株式となりま

した。また行使価格については、一斉転換により、転換の比率に応じて2,962円30銭に調整されました。 

 *3 新株引受権の行使により発行する株式の１株当り発行価格（行使価格）に0.5を乗じた額で、その結果１円

未満の端数を生じるときはその端数を切り上げた額。 

 4 2005年満期0.1％利付第７回無担保新株引受権付社債は、2005年８月23日に満期償還されました。 

 子会社連動株式を対象とする新株引受権付社債および新株予約権の取り扱いについて 

  

 当社は、2005年10月26日開催の当社取締役会の決議により、子会社連動株式を、2005年12月１日（一斉転換日）をもっ

て当社普通株式に転換する方法にて終了いたしました。ＳＣＮの取締役等に対する株価連動型インセンティブ・プラン

として発行した新株引受権付社債から分離された新株引受権および新株予約権については、一斉転換日以降、新株引受

権の行使により発行する株式の種類および新株予約権の目的たる株式の種類は当社普通株式となります。また、上記新

株引受権および新株予約権の行使価格については、一斉転換により、一斉転換の比率に応じて次のとおり調整されまし

た。 

  

銘柄（発行日） 

上半期末現在 
（2005年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（2005年11月30日） 

新株引受権残高 行使価格 資本組入額 新株引受権残高 行使価格 資本組入額 

2006年満期1.55％利付 

第10回無担保 

新株引受権付社債 

（2000年10月19日） 

11,490百万円 
円 銭 

12,457 00 
*3  11,490百万円 

円 銭 

12,457 00 
*3 

2007年満期0.9％利付 

第13回無担保 

新株引受権付社債 

（2001年12月21日） 

6,920百万円 
円 銭 

6,039 00 
*3   6,920百万円 

円 銭 

6,039 00 
*3 

2007年満期0.9％利付 

第14回無担保子会社連動 

株式新株引受権付社債 

*2 

（2001年12月21日） 

150百万円 
円 銭 

3,300 00 
*3   135百万円 

円 銭 

3,300 00 
*3 

  

第14回無担保子会

社連動株式新株引

受権付社債  

 第２回子会社連動

株式新株予約権 

 第５回子会社連動

株式新株予約権 

 第８回子会社連動

株式新株予約権 

調整後行使価格 

（調整前行使価格） 

       円 銭 

    2,962 30 

（3,300円） 

       円 銭 

      904  80 

 （1,008円） 

       円 銭 

      731  60 

 （815円） 

       円 銭 

    1,130  20 

 （1,259円） 

 適用日  2005年12月１日以降 

 新株引受権または新株予約権の行使に

より株式を発行する場合の発行価格の

総額（2005年11月30日現在） 

135百万円  30百万円  25百万円  51百万円 

 新株引受権または新株予約権の行使に

より株式を発行する場合の資本組入額 
  1,482円     453円     366円     566円 



(3)【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）*1 新株予約権の行使 

2 当上半期の末日後、11月30日までの発行済株式総数、資本金等の状況 

       *1 新株予約権および新株引受権の行使 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高 
（百万円） 

2005年４月１日～ 

2005年９月30日 *1 
20 1,000,303 16 621,724 16 828,266 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高 
（百万円） 

2005年10月１日～ 

2005年11月30日 *1 
11 1,000,315 10 621,735 10 828,277 



(4)【大株主の状況】 

 （注）*1 ＡＤＲ（米国預託証券）の受託機関であるJPMorgan Chase Bankの株式名義人です。 

*2 主として欧米の機関投資家の所有する株式の保管業務を行うとともに、当該機関投資家の株式名義人となっ

ています。 

*3 各社の所有株式は、すべて各社が証券投資信託等の信託を受けている株式です。 

  2005年９月30日現在

氏名又は名称 住所 

所有株式数（千株） 発行済株
式総数に
対する所
有株式数
の割合 
（％） 

普通株式 

種類株式
（子会社
連動株
式） 

合計 

Moxley and Company *1 

（常任代理人 株式会社東京三菱銀行） 

アメリカ 

・ニューヨーク 

（東京都千代田区 

丸の内２－７－１） 

146,688 － 146,688 14.66 

The Chase Manhattan Bank, N.A. London *2 

（常任代理人 株式会社みずほコーポレート銀行） 

イギリス・ロンドン 

（東京都中央区 

日本橋兜町６－７） 

44,179 － 44,179 4.41 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信

託口） *3 

東京都中央区晴海 

１－８－11 
37,567 1 37,567 3.75 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託

口） *3 

東京都港区浜松町 

２－11－３ 

  

28,975 38 29,013 2.90 

State Street Bank and Trust Company *2 

（常任代理人 株式会社みずほコーポレート銀行） 

アメリカ・ボストン 

（東京都中央区 

日本橋兜町６－７） 

22,860 － 22,860 2.28 

State Street Bank and Trust Company 505103 *2 

（常任代理人 株式会社みずほコーポレート銀行） 

アメリカ・ボストン 

（東京都中央区 

日本橋兜町６－７） 

19,308 － 19,308 1.93 

BNP Paribas Securities (Japan) Ltd. *2 
東京都千代田区 

大手町１－７－２ 
10,876 － 10,876 1.08 

Societe Generale Paris SGOP/DAI Paris 6Z *2 

（常任代理人 ソシエテジェネラル証券会社東京支店） 

フランス・パリ 

（東京都港区赤坂 

１－12－32） 

10,558 － 10,558 1.05 

株式会社三井住友銀行 
東京都千代田区 

有楽町１－１－２ 
8,384 － 8,384 0.83 

Credit Suisse First Boston International *2 

（常任代理人 シティバンク・エヌ・エイ東京支店） 

アメリカ 

・ニューヨーク 

（東京都品川区 

東品川２－３－14） 

7,884 － 7,884 0.78 

計 ─ 337,278 38 337,316 33.72 



(5)【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の「株式数」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の普通株式が142,000

株、種類株式（子会社連動株式）が3,200株含まれています。また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完

全議決権株式に係る普通株式の議決権の数が1,420個、種類株式（子会社連動株式）の議決権の数が32個含まれ

ています。 

②【自己株式等】 

 （注）*1 株主名簿上は当社名義となっていますが、実質的に所有していない普通株式が400株あり、当該株式数は上 

 記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」に含まれています。 

*2 共信テクノソニック株式会社は、当社の取引先等で構成される持株会（ソニー持株会 東京都品川区北品川 

 ６－７－35）に加入しており、同持株会名義で当社株式300株を所有しています。 

  2005年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式

（自己株式等） 
－ － － 

議決権制限株式

（その他） 
－ － － 

完全議決権株式

（自己株式等） 

普通株式     709,200 

種類株式（子会社連動株式） 

－ 

－ － 

完全議決権株式

（その他） 

普通株式   993,365,700 

種類株式（子会社連動株式） 

 3,087,900 

普通株式    9,933,657 

種類株式（子会社連動株式）   

30,879 

－ 

単元未満株式 

普通株式    3,140,813 

種類株式（子会社連動株式） 

 100 

－ 
１単元（100株）

未満の株式 

発行済株式総数 

普通株式     997,215,713 

種類株式（子会社連動株式） 

 3,088,000 

－ － 

総株主の議決権 － 9,964,536 － 

  2005年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株式
数（株） 

他人名義所有株式
数（株） 

所有株式数の合計
（株） 

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合 
（％） 

ソニー株式会社 

（自己保有株式） 

*1  

東京都品川区北品

川６－７－35 

普通株式 696,300 

種類株式（子会社

連動株式）  － 

－ 

普通株式 696,300 

種類株式（子会社

連動株式）  － 

0.07 

共信テクノソニッ

ク株式会社 

（相互保有株式） 

*2  

東京都品川区西五

反田２－28－５ 

普通株式 12,600 

種類株式（子会社

連動株式）  － 

普通株式   300 

種類株式（子会社

連動株式）  － 

普通株式 12,900 

種類株式（子会社

連動株式）  － 

0.00 

計 － 

普通株式 708,900 

種類株式（子会社

連動株式）  － 

普通株式   300 

種類株式（子会社

連動株式）  － 

普通株式 709,200 

種類株式（子会社

連動株式）  － 

0.07 



２【株価の推移】 

【当上半期における月別最高・最低株価】 

① 普通株式 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。 

② 種類株式（子会社連動株式） 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。 

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりです。 

(1)取締役の状況 

該当事項はありません。 

(2)執行役の状況 

① 新任執行役 

該当事項はありません。 

② 退任執行役 

 該当事項はありません。 

③ 役職の異動 

月別 2005年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 4,410 4,140 4,080 4,010 3,840 4,100 

最低（円） 3,830 3,850 3,770 3,660 3,660 3,700 

月別 2005年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 1,638 3,060 2,990 3,700 3,750 4,300 

最低（円） 1,175 1,937 2,710 2,925 3,260 3,680 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

  

代表 

執行役 

  

副社長 資材戦略・テレ

ビ事業・ビデオ事業担

当 

代表 

執行役  

副社長 ホームエレク

トロニクスネットワー

クカンパニーNCプレジ

デント 

井原 勝美   2005年10月１日 

  

執行役 

  

EVP 技術戦略担当  執行役  

EVP 兼 技術戦略担当 

インフォメーションテ

クノロジー＆コミュニ

ケーションズネットワ

ークカンパニーNCプレ

ジデント 

木村 敬治   2005年10月１日 

  

執行役 

  

EVP 商品戦略・オーデ

ィオ事業・デジタルイ

メージング事業担当 

執行役 

EVP パーソナルオーデ

ィオビジュアルネット

ワークカンパニーNCプ

レジデント 

中川  裕 2005年10月１日 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表および中間財務諸表の作成方法について 

(1)当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1999年(平成11年)

大蔵省令第24号）第81条の規定により、米国で一般に公正妥当と認められた会計基準による用語、様式および作

成方法に準拠して作成しています。 

(2）当社の中間連結財務諸表は、各連結会社がその所在する国において一般に公正妥当と認められている企業会計

の基準に準拠して作成した個別財務諸表を基礎として、上記(1)の基準に合致するよう必要な修正を加えて作成し

ています。 

(3）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1977年(昭和52年)大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。）にもとづいて作成しています。    

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定にもとづき、2004年度上半期（2004年４月１日から2004年９月30日まで）

および2005年度上半期（2005年４月１日から2005年９月30日まで）の中間連結財務諸表および中間財務諸表につい

て、中央青山監査法人の中間監査を受けています。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1)【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
2004年度上半期末 
（2004年９月30日） 

2005年度上半期末 
（2005年９月30日） 

2004年度末 
（2005年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金・預金および
現金同等物 

    449,626 581,200   779,103 

２ 定期預金     3,325 1,857   1,492 

３ 有価証券 
*4 
*6 

  533,373 508,017   460,202 

４ 受取手形および売
掛金 

    1,133,252 1,087,120   1,113,071 

５ 貸倒および返品引
当金 

    △76,966 △78,352   △87,709 

６ 棚卸資産     781,361 805,856   631,349 

７ 繰延税金     128,595 138,160   141,154 

８ 前払費用およびそ
の他の流動資産 

    463,670 551,019   517,509 

流動資産合計     3,416,236 36.9 3,594,877 35.9   3,556,171 37.4

Ⅱ 繰延映画製作費     270,090 2.9 343,998 3.4   278,961 2.9

Ⅲ 投資および貸付金           

１ 関連会社に対する
投資および貸付金 

    252,966 263,524   252,905 

２ 投資有価証券その
他 

*4   2,410,396 2,900,196   2,492,784 

投資および貸付金
合計 

    2,663,362 28.8 3,163,720 31.6   2,745,689 28.9

Ⅳ 有形固定資産 *6         

１ 土地     186,168 181,130   182,900 

２ 建物および構築物     929,142 936,291   925,796 

３ 機械装置およびそ
の他の有形固定資
産 

    2,096,564 2,304,687   2,192,038 

４ 建設仮勘定     144,570 90,822   92,611 

      3,356,444 3,512,930   3,393,345 

５ 減価償却累計額     △1,973,005 △2,133,025   △2,020,946 

有形固定資産合計     1,383,439 15.0 1,379,905 13.8   1,372,399 14.5

Ⅴ その他の資産           

１ 無形固定資産     208,251 192,688   187,024 

２ 営業権     274,662 291,021   283,923 

３ 繰延保険契約費     366,983 384,917   374,805 

４ 繰延税金     177,973 205,019   240,396 

５ その他     492,160 452,169   459,732 

その他の資産合計     1,520,029 16.4 1,525,814 15.3   1,545,880 16.3

資産合計     9,253,156 100.0 10,008,314 100.0   9,499,100 100.0 

            

 



    
2004年度上半期末 
（2004年９月30日） 

2005年度上半期末 
（2005年９月30日） 

2004年度末 
（2005年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債および資本の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 短期借入金 *9   158,151 202,882   63,396 

２ １年以内に返済期
限の到来する長期
借入債務 

*9   452,986 165,091   166,870 

３ 支払手形および買
掛金 

    826,719 854,982   806,044 

４ 未払金・未払費用     731,145 756,985   746,466 

５ 未払法人税および
その他の未払税金 

    42,968 33,211   55,651 

６ 銀行ビジネスにお
ける顧客預金 

    451,231 591,540   546,718 

７ その他     371,978 489,937   424,223 

流動負債合計     3,035,178 32.8 3,094,628 30.9   2,809,368 29.6

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入債務 *9   677,262 690,320   678,992 

２ 未払退職・年金費
用 

    325,664 221,915   352,402 

３ 繰延税金     67,470 143,793   72,227 

４ 保険契約債務その
他 

    2,314,369 2,598,208   2,464,295 

５ その他     267,809 234,321   227,631 

固定負債合計     3,652,574 39.5 3,888,557 38.9   3,795,547 40.0

Ⅲ 少数株主持分     24,171 0.3 25,947 0.3   23,847 0.2

            

Ⅳ 資本           

１ 資本金           

子会社連動株式  *12   3,917 0.0 3,924 0.0   3,917 0.0

普通株式     476,376 5.1 617,800 6.2   617,792 6.5

２ 資本剰余金     992,501 10.7 1,134,304 11.3   1,134,222 11.9

３ 利益剰余金     1,431,719 15.5 1,512,723 15.1   1,506,082 15.9

４ 累積その他の包括
利益 

          

(1) 未実現有価証券
評価益 

*4   57,436 95,643   62,669 

(2) 未実現デリバテ
ィブ評価益・損
（△） 

    △3,013 △1,758   △2,490 

(3) 最小年金債務調
整額 

    △68,308 △58,598   △90,030 

(4) 外貨換算調整額     △343,582 △301,943   △355,824 

累積その他の包
括利益合計 

    △357,467 △3.9 △266,656 △2.7   △385,675 △4.0

５ 自己株式           

子会社連動株式  *12   △0 △0.0 △0 △0.0   △0 △0.0

普通株式     △5,813 △0.0 △2,913 △0.0   △6,000 △0.1

資本合計     2,541,233 27.4 2,999,182 29.9   2,870,338 30.2

契約債務および
偶発債務 

*9         

負債および資本
合計 

    9,253,156 100.0 10,008,314 100.0   9,499,100 100.0 

            



②【中間連結損益計算書】 

    
2004年度上半期 

（自 2004年４月１日 
至 2004年９月30日） 

2005年度上半期 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

2004年度 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高および営業収
入 

          

１ 純売上高   3,039,147   2,915,146 6,565,010   

２ 金融ビジネス収入   247,349   318,691 537,715   

３ 営業収入   27,914 3,314,410 100.0 28,592 3,262,429 100.0 56,891 7,159,616 100.0 

Ⅱ 売上原価、販売費・
一般管理費およびそ
の他の一般費用 

          

１ 売上原価   2,287,395   2,276,579 5,000,112   

２ 販売費および一般
管理費 

  738,620   649,755 1,535,015   

３ 金融ビジネス費用   222,510   256,865 482,576   

４ 資産の除売却損お
よび減損 (純額) 

*11 12,726 3,261,251 98.4 28,595 3,211,794 98.4 27,994 7,045,697 98.4

Ⅲ 営業利益     53,159 1.6 50,635 1.6   113,919 1.6

Ⅳ その他の収益           

１ 受取利息および受
取配当金 

  8,090   10,843 14,708   

２ 特許実施許諾料   17,119   17,338 31,709   

３ 投資有価証券売却
益（純額） 

  2,026   6,400 5,437   

４ 子会社および持分
法適用会社の持分
変動にともなう利
益 

  13,495   38,531 16,322   

５ その他   12,683 53,413 1.6 10,826 83,938 2.6 29,447 97,623 1.4

Ⅴ その他の費用           

１ 支払利息   14,558   11,981 24,578   

２ 投資有価証券評価
損 

  2,313   2,944 3,715   

３ 為替差損（純額）   5,934   1,066 524   

４ その他   13,892 36,697 1.1 10,296 26,287 0.9 25,518 54,335 0.8

Ⅵ 税引前利益     69,875 2.1 108,286 3.3   157,207 2.2

Ⅶ 法人税等           

１ 当中間（年度）分   25,635   9,625 85,510   

２ 繰延税額   △11,274 14,361 0.4 67,569 77,194 2.3 △69,466 16,044 0.2

Ⅷ 少数株主損益、持分
法による投資損益お
よび会計原則変更に
よる累積影響額前利
益 

    55,514 1.7 31,092 1.0   141,163 2.0

Ⅸ 少数株主利益・損失
（△）  

    572 0.0 △1,808 △0.0   1,651 0.0

Ⅹ 持分法による投資利
益・損失（△）（純
額） 

    26,245 0.7 △11,695 △0.4   29,039 0.4

XI 会計原則変更による
累積影響額前利益 

    81,187 2.4 21,205 0.6   168,551 2.4

 



    
2004年度上半期 

（自 2004年４月１日 
至 2004年９月30日） 

2005年度上半期 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

2004年度 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

XⅡ 会計原則変更による
累積影響額（2004年
度上半期、2004年
度：税効果 2,675
百万円控除後） 

    △4,713 △0.1 - -   △4,713 △0.1

XⅢ 中間（当期）純利益     76,474 2.3 21,205 0.6   163,838 2.3

  
注記
番号

2004年度上半期 
（自 2004年４月１日 
至 2004年９月30日） 

2005年度上半期 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

2004年度 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

普通株式   

基本的１株当り金額 *8 

会計原則変更による累積
影響額前利益 

  87.70 円 19.95 円 180.96 円 

会計原則変更による累積
影響額 

  △5.09 円 － 円 △5.06 円 

中間（当期）純利益   82.61 円 19.95 円 175.90 円 

希薄化後１株当り金額 *8 

会計原則変更による累積
影響額前利益 

  78.77 円 19.01 円 162.59 円 

会計原則変更による累積
影響額 

  △4.51 円 － 円 △4.52 円 

中間（当期）純利益   74.26 円 19.01 円 158.07 円 

１株当り中間（年間）配当
金 

  12.50 円 12.50 円 25.00 円 

  
注記
番号

2004年度上半期 
（自 2004年４月１日 
至 2004年９月30日） 

2005年度上半期 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

2004年度 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

子会社連動株式   

基本的１株当り中間（当
期）純利益・損失（△） 

*8 18.12 円 430.74 円 17.21 円 

１株当り中間（年間）配当
金 

  － 円 － 円 － 円 



③【中間連結剰余金計算書】 

    
2004年度上半期 

（自 2004年４月１日 
至 2004年９月30日） 

2005年度上半期 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

2004年度 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

(資本剰余金の部)       

Ⅰ 資本剰余金期首残高     992,817 1,134,222   992,817

Ⅱ 資本剰余金増加高       

  １ 新株予約権の行使   － 16 53 

２ 転換社債の株式への
転換 

  26 － 141,354 

３ 株式に基づく報酬   － 26 66 82 340 141,747

Ⅲ 資本剰余金減少高       

１ 自己株式処分差損   342 342 － － 342 342

Ⅳ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

    992,501 1,134,304   1,134,222

        

(利益剰余金の部)       

Ⅰ 利益剰余金期首残高     1,367,060 1,506,082   1,367,060

Ⅱ 利益剰余金増加高       

１ 中間（当期）純利益   76,474 76,474 21,205 21,205 163,838 163,838

Ⅲ 利益剰余金減少高       

１ 配当金   11,573 12,456 24,030 

２ 自己株式処分差損   237 1,349 245 

３ 新株発行費   5 11,815 759 14,564 541 24,816

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

    1,431,719 1,512,723   1,506,082



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
2004年度上半期 

（自 2004年４月１日 
至 2004年９月30日） 

2005年度上半期 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

2004年度 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１ 中間（当期）純利益   76,474 21,205 163,838

２ 営業活動から得た
（営業活動に使用し
た）現金・預金およ
び現金同等物（純
額）への中間（当
期）純利益の調整 

  

(1) 有形固定資産の減
価償却費および無
形固定資産の償却
費（繰延保険契約
費の償却を含む） 

  176,704 181,416 372,865

(2) 繰延映画製作費の
償却費 

  127,305 170,624 276,320

(3) 退職・年金費用
（支払額控除後） 

  11,269 △3,503 22,837

(4) 厚生年金基金代行
部分返上益 

  － △73,472 －

(5) 資産の除売却損お
よび減損（純額） 

  12,726 28,595 27,994

(6) 投資有価証券売却
益および評価損
（純額） 

  287 △3,456 △1,722

(7) 子会社および持分
法適用会社の持分
変動にともなう利
益 

  △13,495 △38,531 △16,322

(8) 繰延税額   △11,274 67,569 △69,466

(9) 持分法による投資
利益(△)・損失
(純額)(受取配当
金相殺後) 

  △25,661 12,443 △15,648

(10) 会計原則変更に
よる累積影響額 

  4,713 － 4,713

(11)資産および負債の
増減 

  

受取手形および売
掛金の増加 

  △43,346 △22,704 △22,056

棚卸資産の増加
（△）・減少 

  △109,507 △158,851 34,128

繰延映画製作費の
増加 

  △127,647 △218,406 △294,272

支払手形および買
掛金の増加 

  48,286 39,971 31,473

 



    
2004年度上半期 

（自 2004年４月１日 
至 2004年９月30日） 

2005年度上半期 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

2004年度 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

未払法人税および
その他の未払税金
の増加・減少
（△） 

  △13,669 △22,790 3

保険契約債務その
他の増加 

  63,841 62,113 144,143

繰延保険契約費の
増加 

  △32,597 △32,080 △65,051

金融ビジネスにお
ける売買目的有価
証券の増加 

  △16,270 △13,216 △28,524

その他の流動資産
の増加 

  △47,262 △58,603 △29,699

その他の流動負債
の増加・減少(△) 

  △20,970 18,029 46,545

(12) その他   52,000 2,750 64,898

営業活動から得た
（営業活動に使用
した）現金・預金
および現金同等物
（純額） 

  111,907 △40,897 646,997

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１ 固定資産の購入   △251,558 △234,310 △453,445

２ 固定資産の売却   18,397 9,978 34,184

３ 金融ビジネスにおけ
る投資および貸付 

  △723,732 △712,454 △1,309,092

４ 投資および貸付（金
融ビジネス以外） 

  △136,082 △15,217 △158,151

５ 金融ビジネスにおけ
る有価証券の償還、
投資有価証券の売却
および貸付金の回収 

  401,202 471,167 923,593

６ 有価証券の償還、投
資有価証券の売却お
よび貸付金の回収
（金融ビジネス以
外） 

  19,973 50,293 25,849

７ その他   1,046 15,875 5,890

投資活動に使用し
た現金・預金およ
び現金同等物（純
額） 

  △670,754 △414,668 △931,172

 



    
2004年度上半期 

（自 2004年４月１日 
至 2004年９月30日） 

2005年度上半期 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

2004年度 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１ 長期借入   9,589 121,280 57,232

２ 長期借入金の返済   △53,511 △115,563 △94,862

３ 短期借入金の増加   31,221 101,073 11,397

４ 金融ビジネスにおけ
る顧客預り金の増加 

  129,335 116,856 294,352

５ 銀行ビジネスにおけ
るコールマネーおよ
び売渡手形の増加・
減少（△） 

  35,209 31,500 △40,400

６ 配当金の支払   △11,441 △12,368 △22,978

７ その他   956 753 436

財務活動から得た
現金・預金および
現金同等物（純
額） 

  141,358 243,531 205,177

Ⅳ 為替相場変動の現金・
預金および現金同等物
に対する影響額 

  17,904 14,131 8,890

Ⅴ 現金・預金および現金
同等物純減少額 

  △399,585 △197,903 △70,108

Ⅵ 現金・預金および現金
同等物期首残高 

  849,211 779,103 849,211

Ⅶ 現金・預金および現金
同等物中間期末（期
末）残高 

  449,626 581,200 779,103

    
 



    
2004年度上半期 

（自 2004年４月１日 
至 2004年９月30日） 

2005年度上半期 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

2004年度 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

補足情報   

６ヶ月間（１年間）の現
金支払額 

  

法人税等   27,212 35,317 65,477

支払利息   10,033 8,374 18,187

現金支出をともなわない
投資および財務活動 

  

転換社債の株式への転
換 

  35 － 282,744

キャピタルリース契約
による資産の取得 

  10,094 6,935 19,049

ベルテルスマン社との
合弁会社設立にともな
う現物出資 

  9,402 － 9,402



中間連結財務諸表注記 

１ 会計処理の原則および手続ならびに中間連結財務諸表の表示方法 

 当社は、1961年６月、米国証券取引委員会(Securities and Exchange Commission、以下「SEC」)に米国預託証券

(American Depositary Receipt)の発行登録を行い、1970年９月、ニューヨーク証券取引所に上場しています。前述の

経緯により、当社は米国1934年証券取引法第13条(Section 13 of the Securities Exchange Act of 1934)にもとづく

継続開示会社となり、年次報告書(Annual report on Form 20-F)をSECに対し提出しています。 

当社の中間連結財務諸表は、米国預託証券の発行に関して要請されている会計処理の原則および手続ならびに表示方

法、すなわち、会計調査公報、会計原則審議会意見書および財務会計基準書等、米国において一般に公正妥当と認めら

れた会計基準による用語、様式および作成方法(以下「米国会計原則」)によって作成されています。なお、当社は四半

期決算を実施し、各四半期の連結財務諸表を開示していますが、この中間連結財務諸表は中間連結会計期間を一会計年

度とみなし作成されています。当社および連結子会社(以下「ソニー」)が採用している会計処理の原則および手続なら

びに中間連結財務諸表の表示方法のうち、日本における会計処理の原則および手続ならびに表示方法と異なるもので重

要性のあるものは以下のとおりです。ほとんどの違いは国内会社の会計処理によるもので、そのうち金額的に重要な修

正および組替項目については、米国会計原則による税引前利益に含まれる影響額を括弧内に表示しています。 

(1) リース会計 

 米国財務会計基準書（Statement of Financial Accounting Standards、以下「基準書」）第13号にもとづき、リ

ース取引の契約内容が一定のキャピタル・リースの条件に該当する場合には、最低リース料支払総額の現在価値また

はリース資産の公正価額を、有形固定資産およびキャピタル・リース未払金に計上しています。当該資産が償却資産

の場合は、リース期間または見積耐用年数にわたり減価償却をしています。また、リース料支払額とキャピタル・リ

ース未払金の取崩額との差額は支払利息に計上しています。 

(2) デリバティブ 

 基準書第133号にもとづき、保有する転換社債に組み込まれる株式転換権は組込デリバティブとして認識され、そ

の公正価額変動は損益に計上されています。（2004年度上半期 4,450百万円の損失、2005年度上半期 12,371百万円

の利益、2004年度 991百万円の損失） 

(3) 保険事業の会計 

 基準書第60号にもとづき、新規保険契約の獲得費用のうち、回収できると認められるものは繰り延べ、保険料払込

期間にわたって償却しています。なお、日本においてはこれらの費用は、発生年度の期間費用として処理していま

す。（2004年度上半期 9,719百万円の利益、2005年度上半期 10,097百万円の利益、2004年度 19,166百万円の利益）

米国基準上、保険契約債務は保険数理上の諸数値にもとづく平準純保険料式により計算していますが、日本において

は行政監督庁の認める方式により算定しています。（2004年度上半期 15,543百万円の利益、2005年度上半期 9,390

百万円の利益、2004年度 33,169百万円の利益） 

(4) 営業権およびその他の無形固定資産 

 基準書第142号にもとづき、営業権および耐用年数が確定できない無形固定資産は償却をせず、年一回および減損

の可能性を示す事象が発生した時点で減損の判定を行っています。（2004年度上半期 8,820百万円の利益、2005年

度上半期 8,554百万円の利益、2004年度 17,399百万円の利益） 

(5) 未払退職・年金費用 

 基準書第87号にもとづき、未払退職・年金費用の計上において、最小年金債務を考慮しています。また、基準書第

87号適用開始時差額は適用開始時における平均残存勤務年数により定額償却していますが、日本国内基準で作成され

る当社および国内子会社の財務諸表では、退職給付にかかる会計基準適用にともなう変更時差異は15年以内の一定の

年数にわたり償却しています。（2004年度上半期 395百万円の利益、2005年度上半期 311百万円の利益、2004年

度 789百万円の利益） 

 EITF第03-２号「日本の厚生年金基金代行部分返上についての会計処理（Accounting for the Transfer to the 

Japanese Government of the Substitutional Portion of Employee Pension Fund Liabilities）」は、代行部分に

かかる給付債務および関連年金資産の政府への返上が完了した時点を、段階的に実施される単一の清算取引が完了し

た時点とし、事業主に対して、当該返上の完了時点で全体の制度から代行部分を分離する全ての手続を清算として会

計処理することを要求しています。EITF第03-２号にもとづき、2004年度の連結財務諸表においては代行返上につい

て会計処理を行っていませんでしたが、日本国内基準で作成された当社および国内子会社の財務諸表では、過去勤務

期間にかかる給付の支払義務の免除申請が認可された時点で代行返上益を計上していました。2005年９月に代行部分



に関する従業員の過去勤務期間にかかる給付の支払義務および最低責任準備金を政府に返上した結果、連結財務諸表

においても代行返上益を計上しました。（2005年度上半期 73,472百万円の利益、2004年度 100,871百万円の損失） 

  なお、日本国内基準では代行返上時に代行部分の過去勤務債務を一括償却するべきところ、EITF第03-２号にもと

づき代行返上後も代行部分の過去勤務債務を償却しています。（2005年度上半期 1,112百万円の利益） 

(6) 新株引受権 

 会計原則審議会意見書(Accounting Principles Board Opinion、以下「APB」)第14号にもとづき、分離型新株引受

権付社債についてはその発行価額を発行時の公正価額を基礎として新株引受権に対応する額と、社債に対応する額に

区分しています。新株引受権に対応する額は、新株引受権の行使の有無にかかわらず、資本剰余金として表示してい

ます。 

(7) 新株発行費 

 新株発行費は、資本勘定の控除項目として処理することが米国の慣行であることから、これを費用として処理せ

ず、税効果考慮後の額を利益剰余金から直接控除しています。 

(8) 持分法による投資損益の会計処理区分 

 米国証券取引委員会の定める規則S-X（Regulation S-X）にもとづき、持分法による投資損益については「少数株

主損益、持分法による投資損益および会計原則変更による累積影響額前利益」の後に区分して表示しています。

（2004年度上半期 26,245百万円の損失、2005年度上半期 11,695百万円の利益、2004年度 29,039百万円の損失） 

(9) 変動持分事業体の連結 

 FASB改訂解釈指針第46号「変動持分事業体の連結 - 会計調査公報（以下「ARB」）51号の解釈

（Consolidation of Variable Interest Entities - an Interpretation of ARB No. 51）」にもとづき、変動持分

事業体（以下「VIE」）とされる事業体のうち、ソニーがその主たる受益者であると判定されたVIEを連結していま

す。 

(10) セグメント情報 

 基準書第131号にもとづき、ビジネスセグメントおよび地域（顧客の所在国）別情報を開示しています。この情報

に加えて、出荷事業所の所在地別の売上高、営業収入および営業利益を証券取引法による開示要求を考慮して開示し

ています。 



２ 営業活動の内容 

 ソニーは、さまざまなエレクトロニクス製品・部品を一般消費者および産業向けに開発、設計、製造、販売している

ほか、家庭用ゲーム機およびゲームソフトの開発、制作、製造、販売を行っています。ソニーの主要な生産施設は日

本、米国、欧州、アジアにあります。エレクトロニクス製品は世界全地域、ゲーム製品は主に日本、米国および欧州に

おいて、販売子会社および資本関係のない各地の卸売り業者ならびにインターネットによる直接販売により販売されて

います。ソニーは映画、ビデオソフトおよびテレビ番組を含む映像ソフトの企画、製作、製造、販売、配給、放映を行

っています。さらにソニーは、日本の生命保険子会社および損害保険子会社を通じた保険事業、日本のインターネット

銀行子会社を通じた銀行ビジネス、日本におけるリースおよびクレジットファイナンス事業などの金融ビジネスに従事

しています。以上に加え、ソニーはあらゆるフォーマット、ジャンルの音楽ソフトの企画、制作、製造、販売、インタ

ーネット関連サービス事業を含むネットワークサービス事業、アニメーション作品の制作・販売事業、輸入生活用品小

売事業および日本の広告代理店事業などに従事しています。 

３ 主要な会計方針の要約 

(1) 新会計基準の適用 

    保険会社の長期の生命保険契約および分離勘定の会計処理および報告 

 2003年７月、米国公認会計士協会の会計基準委員会は意見書(Statement of Position、 以下「SOP」) 03-1「保険

会社による長期の非伝統的保険契約および分離勘定にかかわる会計処理および報告(Accounting and Reporting 

by Insurance Enterprises for Certain Nontraditional Long-Duration Contracts and for Separate  

Accounts）」を公表しました。SOP 03-1は、保険会社に対して、最低保証部分や年金受取オプションを有している長

期の生命保険契約について追加負債の引当を要求するとともに、分離勘定の定義に関するガイダンスを提供するもの

です。この基準書は2003年12月15日以降開始する事業年度より適用となり、ソニーは、2004年４月１日にこの基準書

を適用しました。SOP 03-1を適用した結果、2004年度上半期において、ソニーの営業利益は3,216百万円減少すると

ともに、会計原則変更による累積影響額として4,713百万円の損失（税効果2,675百万円控除後）を計上しました。ま

た、ソニーの連結貸借対照表上、2003年度まで日本の保険業法上の特別勘定資産投資残高を投資有価証券その他に含

めて表示していましたが、SOP 03-1を適用した結果、この特別勘定資産投資残高は分離勘定に該当しなくなったため

2004年４月１日より一般勘定資産として有価証券に含めて表示しています。 

      潜在株式調整後１株当り利益に与える条件付転換債券の影響 

    2004年７月、発生問題専門委員会（Emerging Issues Task Force、以下「EITF」）は、EITF第04-８号「潜在株式

調整後１株当り利益に与える条件付転換債券の影響（The Effect of Contingently Convertible Instruments on  

Diluted Earnings per Share）」を公表しました。ソニーは、これまで基準書第128号「１株当り利益（Earnings  

per Share）」にもとづき、行使条件を満たしていない転換制限条項付債券については、その転換にともない増加す

る潜在株式数を希薄化後１株当り利益の計算に含めていませんでした。EITF第04-８号は、行使条件を満たしたか否

かにかかわらず、転換制限条項付債券の発行時点より、行使条件を満たした場合に発行されうる最大株式数を希薄化

後１株当り利益の計算に含めることを要求しています。EITF第04-８号は、2004年12月16日以降終了する会計期間よ

り適用となり、ソニーは、2004年度第３四半期より適用しました。このEITF第04-８号の適用にともない、ソニーの

2004年度上半期における希薄化後１株当り会計原則変更による累積影響額前利益および当期純利益は修正再表示され

ています。また、EITF第04-８号を適用した結果、その適用前に比べて、ソニーの2004年度上半期における希薄化後

１株当り会計原則変更による累積影響額前利益および当期純利益はそれぞれ3.52円および3.32円減少しました。 

      非貨幣性資産の交換 

    2004年12月、FASBは基準書第153号「非貨幣性資産の交換－APB第29号の改訂（Exchanges of Nonmonetary 

Assets, an amendment of APB Opinion No. 29）」を公表しました。この基準書は事業用資産の交換に際して、公正

価値を合理的に決定できない場合または取引に経済的実態がない場合を除き、公正価値で評価することを要求してい

ます。この基準書は、2005年６月16日以降開始する会計期間に発生する非貨幣性資産の交換から適用となり、ソニー

は、2005年７月１日より適用しました。基準書第153号を適用することによるソニーの業績および財政状態への影響

は軽微です。 



(2)主要な会計方針 

１ 連結の基本方針ならびに関連会社に対する投資の会計処理 

 ソニーの連結財務諸表は、当社、当社が過半数の株式を所有する子会社の勘定、ソニーが支配力を有するジェネラ

ル・パートナーシップおよびソニーを主たる受益者とする全ての変動持分事業体を含んでいます。連結会社間の取引

ならびに債権債務は、すべて消去しています。ソニーが支配力を有しないものの、一般に20％以上50％以下の持分比

率を通じて営業または財務の方針に重要な影響力を行使しうる会社に対する投資には、持分法を適用しています。ま

た、支配力を有しないジェネラル・パートナーシップおよび全てのリミテッド・パートナーシップに対する投資につ

いても、持分法を適用しています。持分法適用会社に対する投資には、未分配損益に対するソニーの持分額を取得価

額に加減算した金額を計上しています。連結当期純利益は、これらの会社の当年度の純利益・損失に対するソニーの

持分額から未実現内部利益を控除した金額を含んでいます。個別の投資の価値が下落し、その下落が一時的でないと

判断される場合には、公正価額まで評価減しています。 

 連結子会社あるいは持分法適用会社は、公募、第三者割当、あるいは転換社債の転換によりソニーの当該会社に対

する１株当りの持分額を超える、あるいは下回る価格で、第三者に対して株式を発行することがあります。そのよう

な取引に関して、株式売却がソニーの企業再編にともなって行われるものではなく、また新株発行の際に当該株式の

再購入が計画されていない場合、認識されるソニーの持分の増減額は、その持分の変更があった年度の損益として計

上しています。一方、株式売却がソニーの企業再編の一環として行われ、新株発行の際に当該株式の再購入が計画さ

れる、あるいはその利益の実現が合理的に見込まれない場合（例：事業体が新規設立の場合、営業活動を行わない場

合、研究開発事業体もしくは創立間もない段階の事業体の場合、あるいは事業体の存続可能性に疑義がある場合）に

は、当該取引は資本取引として処理されます。 

 連結子会社および持分法適用会社に対する投資原価が当該会社の純資産額のソニーの持分を超える場合、その金額

は、取得時点における公正価額にもとづき、認識しうる各資産および負債に配分しています。投資原価が当該被投資

会社の純資産額のソニーの持分を超える金額のうち、特定の資産および負債に配分されなかった部分は、営業権とし

て計上しています。 

２ 見積の使用 

 米国会計原則にしたがった財務諸表の作成は、決算日における資産・負債の報告金額および偶発資産・負債の開

示、報告期間における収益・費用の報告金額に影響を与えるような見積・予測を必要とします。結果として、このよ

うな見積と実績が異なる場合があります。 

３ 外貨換算 

 海外子会社および関連会社の財務諸表項目の換算において、資産および負債は決算日の為替相場によって円貨に換

算し、収益および費用はおおむね取引発生時の為替相場によって円貨に換算しています。その結果生じた換算差額

は、累積その他の包括利益の一部として表示しています。 

 外貨建金銭債権および債務は決算日の為替相場によって換算し、その結果生じた為替差損益は当上半期の損益に計

上しています。 

４ 現金・預金および現金同等物 

 現金・預金および現金同等物は、表示された金額で容易に換金され、かつ満期日まで短期間であるために利率の変

化による価値変動リスクが僅少なもので、取得日から３ヵ月以内に満期の到来する流動性の高い投資を含んでいま

す。 

５ 市場性のある負債および持分有価証券 

 売却可能証券に区分された、公正価額が容易に算定できる負債証券および持分証券は、その公正価額で計上されて

おり、未実現評価損益（税効果考慮後）は累積その他の包括利益の一部として表示されています。売買目的証券に区

分される負債証券および持分証券は公正価額で計上されており、未実現評価損益は損益に含まれています。償還期限

まで保有する負債証券は償却原価で計上されています。売却可能証券または償還期限まで保有する個々の証券につい

て、その公正価額の下落が一時的な場合を除き正味実現可能価額まで評価減を行い、評価減金額は損益に含まれま

す。実現した売却損益は平均原価法により計算し損益に反映しています。 

６ 非上場会社の持分証券 

 非上場会社の持分証券は公正価額が容易に算定できないため、取得原価で計上されています。非上場会社に対する

投資の価値が下落したと評価され、その下落が一時的でないと判断される場合は投資の減損を認識し、公正価額まで

評価減を行います。減損の要否の判定は、経営成績、事業計画および将来の見積キャッシュ・フローなどの要因を考

慮して決定されます。公正価額は、割引キャッシュ・フロー、直近の資金調達状況の評価および類似会社との比較評

価などを用いて算定しています。 



７ 棚卸資産 

 エレクトロニクス、ゲームおよび映画（繰延映画製作費を除く）分野における棚卸資産は、時価を超えない取得原

価で評価しており、先入先出法を適用している一部のエレクトロニクス子会社の製品を除き、平均法によって計算し

ています。 

８ 繰延映画製作費 

 映画作品およびテレビ番組にかかる繰延映画製作費（直接製作費、間接製作費、買取コストを含む）は、未償却残

高あるいは見積公正価額のいずれか低い価額により長期性資産として計上しています。繰延映画製作費の償却および

見積分配金債務の計上は、作品ごとの予想総収益に対する各年度の収益割合に応じて行われます。これらの見積・予

測は定期的に見直されています。 

９ 有形固定資産および減価償却 

 有形固定資産は取得原価で表示しています。有形固定資産の減価償却費は、当該資産の見積耐用年数（主として建

物および構築物については15年から50年、機械装置およびその他の有形固定資産については２年から10年の期間）に

もとづき、当社および国内子会社においては、定額法によっている一部の半導体製造設備および建物を除き主として

定率法、海外子会社においては定額法により、それぞれ計算しています。多額の更新および追加投資は、取得原価で

資産計上しています。維持費、修繕費および少額の更新、改良に要した支出は発生時の費用として処理しています。

10 営業権およびその他の無形固定資産 

 営業権および耐用年数が確定できない無形固定資産は償却せず、年一回および減損の可能性を示す事象または状況

の変化が生じた時点で減損の判定を行っています。これらの資産の公正価額は一般的に割引キャッシュ・フロー分析

により算定しています。 

 償却対象となる無形固定資産は、主にアーティスト・コントラクト、ミュージック・カタログ、特許権および販売

用ソフトウェアからなっています。アーティスト・コントラクトおよびミュージック・カタログは、40年を上限とし

て均等償却しています。特許権および販売用ソフトウェアは３年から10年の期間で均等償却しています。 

11 販売用ソフトウェア 

 販売用ソフトウェアの開発費については、基準書第86号「販売、リースその他の方法で市場に出されるコンピュー

タ・ソフトウェアの原価の会計処理（Accounting for the Costs of Computer Software to Be Sold, Leased, or  

Otherwise Marketed）」にもとづいて会計処理を行っています。 

 エレクトロニクス分野においては、ソフトウェアの技術的実現可能性を確立することに関連して発生した費用は、

その発生時点において、研究開発費として売上原価に計上しています。技術的実現可能性が確立した後、ソフトウェ

アの完成までに発生した費用については資産計上するとともに、概ね３年のソフトウェアの見積耐用年数にわたって

償却しています。ソフトウェアの未償却原価については、将来の収益獲得により回収可能であるかについて、定期的

に見直しを行っています。 

 ゲーム分野においては、開発中のソフトウェアの技術的実現可能性は、ソフトウェアが生産工程に投入される直前

において確立します。したがって、技術的実現可能性の確立後に発生する費用に金額的重要性がないため、ソフトウ

ェアの製作費はすべて発生時点において、研究開発費として売上原価に計上しています。 

12 繰延保険契約費 

 新規保険契約の獲得に関連し、かつそれに応じて変動する費用のうち、回収できると認められるものについては繰

り延べています。繰り延べの対象となる新規契約費用は、保険契約募集手数料(費用)、診査および調査費用等から構

成されます。伝統的保険商品に関する繰延費用は、保障債務の計算と共通の基礎数値を用いて関連する保険契約の保

険料払込期間にわたり償却されます。上記以外の保険商品に関する繰延費用は、見積期間にわたり当該保険契約の見

積粗利益に比例して償却されます。 

13 製品保証引当金 

 ソニーは、製品グループまたは個々の製品ごとに、その収益認識時点で製品保証引当金を計上しています。製品保

証引当金は、売上高、見積故障率および修理単位あたりのアフターサービス費の見積額にもとづいて計算されていま

す。製品保証引当金の計算に用いられた見積・予測は定期的に見直されています。 

 エレクトロニクス分野の一部の子会社は、一定の対価の受領をともなう製品保証延長サービスを提供しています。

このサービスの提供により顧客から受領した対価については繰延処理を行うとともに、その保証期間にわたって定額

法により償却し、収益を認識しています。 



14 保険契約債務 

 保険契約債務は、保険契約者に対する将来の予測支払額の現在価値として計上されております。これらの債務は将

来の資産運用利回り、罹患率、死亡率および契約脱退率についての予測にもとづき平準純保険料式の評価方法により

算定されます。これらの見積・予測は定期的に見直されています。また、保険契約債務には一部の非伝統的な長期の

生命保険および年金保険契約における最低保証部分に対する債務を含んでいます。 

15 長期性資産の減損に関する会計処理 

 ソニーは、営業権および耐用年数が確定できない無形資産を除く、保有して使用される長期性資産および処分され

る予定の長期性資産について、その帳簿価額が回収できなくなる可能性を示す事象や状況の変化が生じた場合には、

帳簿価額の見直しを定期的に行っています。保有して使用される長期性資産については、帳簿価額と現在価値に割り

引く前の将来見積キャッシュ・フローを比較することにより減損の有無が検討されます。減損が生じていると判断さ

れた場合、減損損失はその期に認識されます。減損損失は資産の帳簿価額と最近の業績を考慮した上での見積キャッ

シュ・フローの現在価値または比較可能な市場価値との差額として計算されます。売却以外の方法で処分される予定

の資産は処分されるまでは保有して使用される資産とみなされます。売却される予定の長期性資産は帳簿価額もしく

は公正価額から売却費用を差し引いた金額のいずれか小さい金額で計上されます。減損損失は長期性資産が売却され

る予定の資産として分類された期に認識されます。 

16 デリバティブ 

 他の契約に組み込まれたデリバティブを含むすべてのデリバティブは公正価額により連結貸借対照表上、資産また

は負債として計上されています。デリバティブの公正価額の変動は、対象となるデリバティブがヘッジとして適格で

あるか否か、また適格であるならば公正価額変動もしくはキャッシュ・フロー変動のいずれをヘッジするために利用

されているかにもとづき、直ちに損益もしくは累積その他の包括利益の一部として資本の部に計上されています。 

 基準書第133号にしたがい、ソニーが保有するデリバティブは下記のとおり区分され、会計処理されています。 

 公正価値ヘッジ 

 認識された資産および負債、もしくは未認識の確定約定の公正価額変動に対するヘッジとして指定され、かつ

有効なデリバティブの公正価額変動は損益に計上され、関連するヘッジ対象資産および負債の公正価額変動によ

る損益を相殺しています。 

 キャッシュ・フローヘッジ 

 予定取引、もしくは認識された資産および負債に関連するキャッシュ・フロー変動リスクに対するヘッジとし

て指定され、かつ有効なデリバティブの公正価額変動は当初、累積その他の包括利益に計上され、ヘッジ対象取

引が損益に影響を与える時に損益に振替えられています。公正価額変動のうち、ヘッジの効果が有効でない部分

は直ちに損益に計上されています。 

 ヘッジとして指定されないデリバティブ 

 基準書第133号にもとづき、ヘッジとして指定されていないデリバティブの公正価額変動は直ちに損益に計上

されています。 

 ソニーはさまざまなヘッジ活動を行う際のリスク管理目的および方針を文書化するとともに、ヘッジとして指定さ

れるすべてのデリバティブとヘッジ対象の間のヘッジ関係を文書化しています。ソニーは公正価値ヘッジもしくはキ

ャッシュ・フローヘッジとして指定されるデリバティブを連結貸借対照表上の特定の資産および負債、または特定の

予定取引と紐付けています。ソニーはまた、ヘッジの開始時および継続期間中において、ヘッジとして指定されたデ

リバティブがヘッジ対象の公正価額変動もしくはキャッシュ・フロー変動を相殺するのに高度に有効かどうかの評価

を行っています。デリバティブがヘッジとして高度に有効でないと認められた場合には、ヘッジ会計は中止されま

す。 



17 株価連動型報奨制度 

 ソニーは、株価連動型報奨制度について、基準書第148号の開示規定およびAPB第25号に規定する会計処理を適用し

ています。APB第25号にしたがい、権利の付与日もしくはその他の測定日における当社の普通株式または子会社連動

株式の株価が権利行使価格を上回る金額を、株価連動型報奨制度にかかる費用として損益に認識しています。株価連

動型報奨制度の権利行使価格は、付与日直前の株価を基準に決定されるため、各プランにかかる報奨費用は僅少で

す。ソニーは、APB第25号にもとづき株価連動型報奨制度にかかる費用を計算し、権利確定までの期間にわたり損益

に認識しています。 

18 新株発行費 

 新株発行費は、米国では一般的に資本勘定の控除項目として処理されていますが、日本の商法上、この処理は認め

られていません。したがって、連結財務諸表上、当該費用は税効果考慮後の額を利益剰余金から直接控除していま

す。 

19 収益認識 

 エレクトロニクスおよびゲーム分野の売上高は、物品の所有権および所有に関わるリスクと便益が実質的に顧客に

移転したと考えられる時点（引渡時点）で計上しています。なお、契約上顧客による検収が必要な取引については、

検収が完了した時点、または検収猶予期間が終了した時点で売上を計上しています。   

 映画分野における劇場映画収益は、劇場公開日に計上を開始しています。映画作品およびテレビ番組の放映にかか

るライセンス契約による収益は、それらの放映に対する制限がなくなり、放映可能となった時点で計上しています。

ホームビデオカセットおよびＤＶＤにかかる売上高は、ソニーの顧客である販売業者が販売可能となった時点で計上

しています。 

 生命保険子会社が引受ける伝統的保険契約は、ほとんどが長期契約に分類され、主に終身保険、定期保険および傷

害・医療保険契約から構成されています。この契約から稼得する保険料収入は、保険契約者からの払込の期日が到来

した時点で、収益として認識しています。 

 利率変動型終身保険、一時払養老保険、一時払学資保険および保険リスクの無いその他の保険契約から受入れた保

険料は、契約者勘定として計上し、保険契約債務その他に含まれています。これら保険契約から稼得する保険料収入

は、契約手数料から構成され、金融ビジネス収入に含まれています。 

 損害保険子会社が引受ける保険契約は、短期契約に分類され、主に自動車保険契約から構成されています。この契

約から稼得する保険料収入は、保険契約の期間にわたり保障金額の比率に応じて認識しています。 

20 売手が買手に与えた対価に関する会計処理 

 EITF第01-９号「売手が買手に与えた対価に関する会計処理」

（Accounting for Consideration Given by a Vendor to a Customer or a Reseller of the Vendor's Products）

に従い、ソニーは買手に対する対価の支払い、すなわち特定のプロモーション期間中の価格下落を補填する費用、店

頭における製品展示スペース確保のために支払われる費用、小売業者が費やした広告宣伝費の一部をソニーが負担す

る費用等を、次の場合を除き、売上高の控除として計上しています。対価の支払いと交換に識別可能な便益（製品ま

たはサービス）を受け、かつその便益の公正価額が合理的に見積もられ、買手が費消した金額を証明する文書を受け

取っている場合は、販売費および一般管理費として計上しています。 

21 売上原価 

 売上原価に分類される費用は製品の制作と生産に関連するもので、材料費、外注加工費、有形固定資産の減価償却

費、人件費、研究開発費および映画作品とテレビ番組に関連する繰延映画製作費の償却費などが含まれます。 

22 研究開発費 

 研究開発費は発生時に費用化しています。 

23 販売費および一般管理費 

 販売費に分類される費用は製品の販売促進と販売にかかる費用で、広告宣伝費、販売促進費、運賃、製品保証費用

などが含まれます。 

 一般管理費には役員報酬、人件費、有形固定資産の減価償却費、販売、マーケティングおよび管理部門のオフィス

賃借料、貸倒引当金繰入額、無形固定資産の償却費などが含まれます。 



24 金融ビジネス費用 

 金融ビジネス費用は、責任準備金の繰入額、繰延保険契約費の償却の他、金融ビジネス子会社の人件費、有形固定

資産の減価償却費および支払賃借料等の営業費用を含んでいます。 

25 広告宣伝費 

 新規保険契約に関わるものを除いて、広告宣伝費は各媒体において広告宣伝が行われた時点で費用化しています。

新規保険契約の獲得のための広告宣伝費は繰り延べられ、保険契約獲得費用の一部として償却されています。 

26 物流費用 

 製品の運賃、荷役料、保管料およびソニーグループ内の運搬費用等の大部分は販売費および一般管理費に含まれて

います。例外として、映画分野では米国公認会計士協会の会計基準委員会による意見書（Statement of Position、

以下「SOP」）00-２「映画およびテレビ番組の製作者または配給者にかかる会計基準（Accounting by Producers  

or Distributors of Films）」に従い、映画の製作、配給に必要な構成要素として、これらの費用は売上原価に計上

されています。原材料や仕掛品の運賃、仕入受取費用、検査費用および保管料等のソニーの物流ネットワークに関わ

るその他の全ての費用は売上原価に含まれています。また、顧客が負担する物流費用は売上高に含まれています。 

27 法人税等 

 法人税等は、連結損益計算書上の税引前利益にもとづいて計算されています。帳簿価額と税務上の資産・負債との

間の一時的差異に対する繰延税効果について、資産・負債法を用いて繰延税金資産・負債を認識しています。ソニー

は、実現可能性がないと考えられる繰延税金資産に対して評価性引当金を計上しています。実現可能性の評価には、

それぞれの納税単位の実績情報とともに将来に関するあらゆる入手可能な情報を考慮しています。 

28 １株当り当期純利益 

 ソニーは、普通株式と子会社連動株式のそれぞれについて、基準書第128号にもとづき１株当り情報を計算・表示

しています。子会社連動株式の保有者（以下「子会社連動株主」）は、普通株式の保有者とともに利益に参加する権

利を有するものとみなされるため、ソニーは同基準書にもとづき２種方式を適用しています。２種方式のもとでは、

普通株式および子会社連動株式の基本的１株当り当期純利益は、それぞれに配分される利益を各算定期間に流通する

加重平均株式数で除して計算されます。 

 子会社連動株式に配分される利益は、対象子会社が獲得した配当可能利益のうち、子会社連動株主に帰属する経済

価値持分として計算されています。当社の定款に記載されているとおり、子会社連動株主に配当される金額は、対象

子会社の普通株式に対する配当金額に連動します。対象子会社の普通株式に対する配当金額は、商法の規定に従い、

対象子会社の子会社を含まない対象子会社単独の配当可能利益の範囲内で行われます。対象子会社が繰越損失を計上

している場合には、繰越損失の増減額のうち子会社連動株主に帰属する経済価値持分が配分されます。対象子会社が

獲得した配当可能利益に占める子会社連動株主に帰属する経済価値持分は、基準比率（定款に0.01と規定）による調

整後の発行済子会社連動株式数（2005年９月30日現在3,088,000株）と対象子会社の発行済普通株式数（2005年９月

30日現在235,520株）の割合で計算されます。また、普通株式に配分される利益は、当期純利益から子会社連動株式

に配分される利益を控除して計算されます。 

 普通株式の希薄化後１株当り当期純利益は、新株発行をもたらす権利の行使や約定の履行あるいは新株への転換に

よって起こる希薄化の影響を考慮して計算されます。転換制限条項付債券の転換にともなう希薄化の影響は、その行

使条件を満たしたか否かにかかわらずこの計算に含まれています。 

 子会社連動株式には、希薄化効果をもつ証券はありません。これは、新株発行をもたらす権利の行使や約定の履行

によって発行済子会社連動株式数が増加すると、子会社連動株主に帰属する経済価値持分もまた比例的に増加するた

めです。しかしながら、子会社連動株式について新株発行をもたらす権利の行使や約定の履行は、普通株式に配分さ

れる利益に影響を及ぼすため、普通株式の１株当り利益を希薄化させる場合があります。 

 なお、子会社連動株式の一斉転換については、「12 後発事象」をご参照ください。 

(3) 勘定科目の組替え再表示 

 2004年度上半期および2004年度の連結財務諸表の一部の金額を、2005年度上半期の表示に合わせて組替え再表示し

ています。 



４ 有価証券および投資有価証券その他 

 有価証券および投資有価証券その他に含まれる負債証券および持分証券のうち、売却可能証券および満期保有目的証

券に区分されるものの取得原価、未実現評価損益および公正価額は次のとおりです。 

 有価証券に含まれる金銭の信託への短期投資等、売却目的証券に区分される持分証券、負債証券の残高は、2004年９

月30日、2005年９月30日および2005年３月31日現在、それぞれ297,292百万円、357,278百万円および315,946百万円で

す。 

 ソニーは通常の事業において、多くの非上場会社の株式を長期の投資有価証券として保有し、これらは投資有価証券

その他に含まれています。非上場会社に対する投資は原価あるいは公正価額のいずれか低い額で評価しており、2004年

９月30日、2005年９月30日および2005年３月31日現在の残高はそれぞれ48,987百万円、52,740百万円および48,877百万

円です。 

５ リース取引 

 2004年度上半期、2005年度上半期および2004年度のオペレーティング・リースに該当する賃借料は、それぞれ44,594

百万円、43,052百万円および81,391百万円です。2004年度上半期末、2005年度上半期末および2004年度末における当初

のまたは残存する解約不能リース期間が１年を超える賃借契約にもとづく最低賃借料は次のとおりです。 

６ 担保資産および担保付債務 

 担保資産および担保付債務の内訳は次のとおりです。 

項目 

2004年度上半期末 2005年度上半期末 2004年度末 

取得原価 
(百万円) 

未実現 
評価益 
(百万円) 

未実現 
評価損 
(百万円) 

公正価額 
(百万円) 

取得原価 
(百万円) 

未実現 
評価益 
(百万円) 

未実現 
評価損 
(百万円) 

公正価額 
(百万円) 

取得原価 
(百万円) 

未実現 
評価益 
(百万円) 

未実現 
評価損 
(百万円) 

公正価額 
(百万円) 

売却可能証券                         

負債証券 2,182,424 52,438 △2,990 2,231,872 2,383,057 60,871 △4,199 2,439,729 2,090,605 58,161 △2,464 2,146,302 

持分証券 96,632 47,698 △1,391 142,939 132,422 100,735 △1,100 232,057 107,126 49,350 △814 155,662 

                          

満期保有目的

証券 
28,060 419 0 28,479 28,691 342 △53 28,980 27,431  530 △13 27,948 

合計 2,307,116 100,555 △4,381 2,403,290 2,544,170 161,948 △5,352 2,700,766 2,225,162 108,041 △3,291 2,329,912 

９月30日に終了する
１年間 

2004年度上半期末
（百万円） 

９月30日に終了する
１年間 

2005年度上半期末 
（百万円） 

３月31日に終了する
１年間 

2004年度末 
（百万円） 

2005年 40,263 2006年 41,944 2006年 38,182 

2006年 34,673 2007年 34,049 2007年 30,568 

2007年 26,466 2008年     27,135 2008年 22,993 

2008年 17,217 2009年 15,891 2009年 14,060 

2009年 13,724 2010年  12,327 2010年 10,496 

2010年以降 65,495 2011年以降  69,174 2011年以降 53,652 

将来の最低賃借料の

支払額合計 
197,838 

将来の最低賃借料の

支払額合計 
200,520 

将来の最低賃借料の

支払額合計 
169,951 

項目 
2004年度上半期末 
（百万円） 

2005年度上半期末 
（百万円） 

2004年度末 
（百万円） 

担保資産：       

有形固定資産 69,311 － 4,502  

有価証券 55,675 62,242 27,433  

担保付債務：       

連結会社の借入金 77,578 56,100 25,722  



７ デリバティブ 

ソニーは通常の事業において、金融資産・負債を含む金融商品を所有しています。これらの金融商品は外国為替レー

トの変動および金利変動に起因する市場リスクにさらされています。これらのリスクを軽減するため、ソニーは一貫し

たリスク管理方針にしたがい、先物為替予約、通貨オプション契約、金利および金利通貨スワップ契約を含むデリバテ

ィブを利用しています。ソニーが行っている先物為替予約および通貨オプション契約は、主に予定された連結会社間の

外貨建て取引および外貨建て売上債権や買入債務から生じるキャッシュ・フローの為替レート変動によるリスクを限定

するために利用されています。金利および金利通貨スワップ契約は、主に資金調達コストの引き下げ、資金調達手段の

多様化、金利および為替レートの不利な変動がもたらす借入債務にかかるリスクや売却可能負債証券にかかる公正価値

変動リスクの軽減のために利用されています。 

これらのデリバティブは信用度の高い金融機関との間で取引されており、ほとんどの外国為替にかかる契約は米ド

ル、ユーロおよびその他の主要国の通貨で構成されています。ソニーは相手側の契約不履行、金利および為替の変動に

より損失を被る可能性がありますが、契約先の信用度とソニーのヘッジ管理により重要な損失は見込んでいません。こ

れらのデリバティブは主として貸借対照表日より６ヵ月以内に決済日もしくは行使日を迎えるものです。金融分野にお

いて資産運用の一環として利用されている一部の金利スワップ契約や金利先物取引等のデリバティブを除き、ソニー

は、売買もしくは投機目的でこれらのデリバティブを利用していません。金融分野において資産運用の一環として利用

されているデリバティブ取引は、あらかじめ定めたリスク管理方針にしたがい、一定の極度の範囲内で行われていま

す。 

基準書第133号にしたがい、ソニーが保有するデリバティブは下記のとおり区分され、会計処理されています。 

公正価値ヘッジ 

公正価値ヘッジとして指定されるデリバティブには、金利および金利通貨スワップ契約が含まれます。 

公正価値ヘッジとして指定されたデリバティブおよびそのヘッジ対象はともに公正価額で連結貸借対照表に計上され

ています。また、公正価値ヘッジとして指定されたデリバティブの公正価額変動は損益に計上され、ヘッジ対象の簿価

変動による損益を相殺しています。 

2005年度上半期において、これらの公正価値ヘッジに非有効部分はありません。2004年度上半期および2004年度にお

いて、損益に含まれた非有効部分の金額は僅少です。また、公正価値ヘッジの有効性評価から除外された金額はありま

せん。 

キャッシュ・フローヘッジ 

キャッシュ・フローヘッジとして指定されるデリバティブには、先物為替予約、通貨オプション契約、金利および金

利通貨スワップ契約が含まれます。 

キャッシュ・フローヘッジとして指定されたデリバティブの公正価額変動は当初累積その他の包括利益に計上され、

ヘッジ対象取引が損益に影響を与える時点で損益に振替えられています。 

2004年度上半期および2005年度上半期において、これらのキャッシュ・フローヘッジに非有効部分はありません。

2004年度において、損益に含まれた非有効部分の金額は僅少です。また、キャッシュ・フローヘッジの有効性評価から

除外された金額はありません。2005年９月30日現在、キャッシュ・フローヘッジとして適格なデリバティブの公正価額

変動が、1,758百万円資本の減少（純額）として計上され、このうち1,258百万円は翌12ヵ月以内に損失に振替えられる

と見込まれます。なお、2005年度上半期において、発生が見込まれなくなりキャッシュ・フローヘッジを停止した予定

取引はありません。 

ヘッジとして指定されていないデリバティブ 

基準書第133号にもとづき、ヘッジとして指定されていないデリバティブには、先物為替予約、買建て通貨オプショ

ン契約、売建て通貨オプション契約、金利および金利通貨スワップ契約、金利先物取引ならびに保有する転換社債に組

み込まれている株式転換権等が含まれます。 

ヘッジとして指定されていないデリバティブの公正価額変動は、直ちに損益に計上されています。 



ソニーが保有するデリバティブの利用目的および基準書第133号にもとづく区分は下記のとおりです。 

先物為替予約および通貨オプション契約 

ソニーは主として、予定された連結会社間の外貨建て取引および外貨建て売上債権・買入債務から生じるキャッシ

ュ・フローをソニーの主要拠点の基軸通貨（円、米ドル、ユーロ）建てで確定するため、先物為替予約、買建て通貨オ

プション契約および売建て通貨オプション契約を利用しています。なお、売建て通貨オプション契約は主に、買建て通

貨オプション契約との組み合わせオプションとして行われており、対応する買建て通貨オプション契約と同月内に行使

日を迎えるものです。 

また、ソニーは外貨建て借入債務から生じるキャッシュ・フローを固定するため先物為替予約を利用しています。こ

れらのデリバティブは、基準書第133号にもとづき、キャッシュ・フローヘッジのヘッジ手段として指定されていま

す。 

  一方、ヘッジとして指定されていないその他の先物為替予約、買建て通貨オプション契約および売建て通貨オプショ

ン契約の公正価額変動は、その他の収益/費用として直ちに損益に計上されています。 

 なお、一部の金融子会社が資産運用の一環として保有する先物為替予約および通貨オプション契約の公正価値変動

は、金融ビジネス収入として直ちに損益に計上されています。 

  

金利および金利通貨スワップ契約 

ソニーは、固定金利付き借入債務および売却可能負債証券にかかる公正価額変動リスクを軽減するため、金利および

金利通貨スワップ契約を締結しています。例えば、ソニーは外貨建て固定金利付き借入債務を機能通貨建て変動金利付

き借入債務にスワップする金利通貨スワップ契約を締結しています。これらのデリバティブは、ソニーの外貨建て固定

金利付き借入債務にかかる公正価額変動リスクに対するヘッジとしてみなされることから、基準書第133号にもとづ

き、公正価値ヘッジのヘッジ手段として指定されています。 

 また、ソニーは、変動金利付き借入債務および外貨建て借入債務にかかるキャッシュ・フロー変動リスクを軽減する

ため、金利および金利通貨スワップ契約を締結しています。例えば、ソニーは外貨建て変動金利付き借入債務を機能通

貨建て固定金利付き借入債務にスワップする金利通貨スワップ契約を締結しています。これらのデリバティブは、ソニ

ーの外貨建て変動金利付き借入債務にかかるキャッシュ・フロー変動リスクに対するヘッジとしてみなされることか

ら、基準書第133号にもとづき、キャッシュ・フローヘッジのヘッジ手段として指定されています。 

 一部の金融子会社が資産運用の一環として保有する金利および金利通貨スワップ契約の公正価値変動は、金融ビジネ

ス収入として直ちに損益に計上されています。 

上記以外のヘッジとして指定されていない金利および金利通貨スワップ契約は、金利および為替レートの不利な変動

が連結会社からの借入債務にもたらすリスク軽減のために利用されており、その公正価額変動は、その他の収益・費用

として直ちに損益に計上されています。 

  金利および債券先物取引 

一部の金融子会社が資産運用の一環として保有する金利および債券先物取引の公正価額変動は、金融ビジネス収入と

して直ちに損益に計上されています。 

組込デリバティブ 

原契約から区分されデリバティブとして会計処理される組込デリバティブの公正価額変動は、基準書第133号にもと

づき直ちに損益に計上されています。例えば、ソニーの生命保険子会社が売却可能負債証券として保有する転換社債に

組み込まれている株式転換権は、基準書第133号にもとづき、組込デリバティブとして認識され、その公正価額変動は

金融ビジネス収入として損益に計上されています。 

デリバティブの見積公正価額は次のとおりです。 

なお、先物為替予約、通貨オプション契約、金利先物および債券先物の公正価額は、市場価格にもとづいて見積もら

れています。金利および金利通貨スワップ契約の公正価額は、将来割引キャッシュ・フロー（純額）により見積もられ

ています。組込デリバティブの主な内容である株式転換権の公正価額は、その行使により取得される株式の市場価格を

もとに見積もられています。 



  借方（貸方）

項目 

2004年度上半期末 2005年度上半期末 2004年度末 

想定元本等 

（百万円） 

簿価 

（百万円） 

見積公正

価額 

（百万円）

想定元本等

（百万円）

簿価 

（百万円）

見積公正

価額 

（百万円）

想定元本等 

（百万円） 

簿価 

（百万円） 

見積公正

価額 

（百万円）

先物為替予約 1,505,326 (3,983) (3,983) 1,528,934 (4,047) (4,047)  1,545,814 (55) (55)

買建て通貨オプション 514,411 3,312 3,312 542,447  2,409  2,409 428,261  1,646  1,646 

売建て通貨オプション 227,666 (4,153) (4,153)  189,345 (4,133) (4,133) 146,506 (3,390) (3,390)

金利スワップ 209,021 (5,983) (5,983) 187,106 (3,353) (3,353) 171,133 (4,417) (4,417)

金利通貨スワップ 5,909 77 77  5,410 (302) (302) 5,734 131 131 

金利先物 

 債券先物 

84,010 

7,920 

(39)

(94)

      (39)

(94)

59,973 

22,005 

(1)

131 

      (1)

131 

136,470 

7,225 

(92)

45 

(92)

45 

組込デリバティブ 426,081 8,435 8,435 357,340  24,283  24,283 405,756  11,894   11,894 



８ 基本的および希薄化後１株当り利益の調整表 

(1) 各株式に配分される会計原則変更による累積影響額前利益および中間（当期）純利益 

 普通株式と子会社連動株式のそれぞれに配分される会計原則変更による累積影響額前利益は次のとおりです。 

 普通株式と子会社連動株式のそれぞれに配分される中間（当期）純利益は次のとおりです。 

 注記３に記載のとおり、子会社連動株式に配分される利益は、子会社連動株主に帰属する経済価値持分にもとづい

て計算されています。 

 子会社連動株式は、当社の直接および間接の100％子会社で、インターネット関連サービス事業を行うソニーコミ

ュニケーションネットワーク㈱（以下「ＳＣＮ」）を対象子会社としています。 

 2004年度上半期末、2005年度上半期末および2004年度末現在、子会社連動株式の１株当り利益の計算に用いられた

ＳＣＮの繰越利益および繰越損失は、それぞれ1,337百万円の繰越損失、8,752百万円の繰越利益、1,358百万円の繰

越損失です。 

  

(2) 普通株式の１株当り利益 

 基本的および希薄化後１株当り利益の調整計算は次のとおりです。 

項目 
2004年度上半期 2005年度上半期 2004年度 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

普通株式  81,131 19,879 168,498 

子会社連動株式 56 1,326  53 

会計原則変更による累積影響額前利益 81,187 21,205 168,551 

項目 
2004年度上半期 2005年度上半期 2004年度 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

普通株式  76,418 19,879 163,785 

子会社連動株式 56  1,326  53 

中間（当期）純利益 76,474 21,205 163,838 

項目 

2004年度上半期 2005年度上半期 2004年度 

利益 
(百万円) 

加重平均 
株式数 
(千株) 

１株当り
利益 
(円) 

利益 
(百万円)

加重平均 
株式数 
(千株) 

１株当り
利益 
(円) 

利益 
(百万円) 

加重平均 
株式数 
(千株) 

１株当り
利益 
(円) 

基本的１株当り

利益 
                 

普通株式に配

分される会計

原則変更によ

る累積影響額

前利益 

 81,131 925,091 87.70 19,879 996,305 19.95 168,498 931,125 180.96 

希薄化効果                  

新株予約権 - 43  - 62   - 61   

転換社債 

子会社連動株式 

1,188 

- 

119,873 

- 

 

 

- 

△30 

47,673 

- 

  

  

1,209 

△0 

112,589 

- 

  

  

希薄化後１株当

り利益 
                 

計算に用いる

普通株式に配

分される会計

原則変更によ

る累積影響額

前利益 

82,319 1,045,007 78.77 19,849 1,044,040 19.01 169,707 1,043,775 162.59 



 2004年度上半期、2005年度上半期および2004年度において、その権利行使価格が各期間における当社の普通株式の

市場平均株価を上回っていたことから希薄化効果がないと認め、潜在株式数の計算から除いた新株引受権および新株

予約権の行使に伴う潜在株式数はそれぞれ8,130千株、9,957千株および7,987千株です。 

 子会社連動株式の新株引受権および新株予約権は、潜在的に普通株式に配分される利益を減少させますが、希薄化

効果がなかったため希薄化後１株当り利益の計算から除いています。 

 持分法適用会社により発行されたストック・オプションは、潜在的に普通株式に配分される利益を減少させます

が、希薄化効果がなかったため希薄化後１株当り利益の計算から除いています。 

 EITF第04-８号を適用した結果、上記表中の2004年度上半期における希薄化後１株当り会計原則変更による累積影

響額前利益は修正再表示されています（注記３）。 

(3) 子会社連動株式の１株当り利益 

 2004年度上半期、2005年度上半期および2004年度において子会社連動株式の１株当り利益の計算に用いた加重平均

株式数は3,072千株、3,078千株および3,072千株です。注記３に記載のとおり、2005年９月30日現在、子会社連動株

式には希薄化効果をもつ証券の発行や権利の付与はありません。 

 なお、子会社連動株式の一斉転換については、「12 後発事象」をご参照ください。 

９ 契約債務および偶発債務 

(1) 契約債務 

①パーチェス・コミットメント 

 2005年９月30日現在のパーチェス・コミットメントは、合計で274,842百万円です。これらのうち、主要なものは

次のとおりです。 

 ソニーは通常の事業において、固定資産の購入に関する契約債務を負っています。2005年９月30日現在、固定資産

の購入に関する契約債務は、75,782百万円です。 

 映画分野の一部の子会社は、製作関係者とのあいだで映画およびテレビ番組を製作する契約を、また第三者とのあ

いだで、完成した映画フィルムまたは当該映画フィルムの一部の権利を購入する契約を締結しています。これらの契

約は主に2008年３月31日までの期間に関するものです。2005年９月30日現在、当該契約にもとづく支払予定額は

59,798百万円です。 

  また、映画子会社は、第三者が製作あるいは取得した映画作品を一定の市場または地域で配給する契約を締結して

います。この配給契約は、36以上の映画作品が引渡されていた場合、2006年12月31日をもって満了します。2006年12

月31日までに36の作品の引渡が行われなかった場合、36番目の作品の引渡時点または2007年５月25日のいずれか早い

日をもって、配給契約は満了します。この配給契約にもとづいて、第三者は42の作品につき製作あるいは取得するこ

とが予定されています。映画子会社は映画作品が劇場公開されてから15年間配給する権利があります。この配給契約

において映画子会社は、製作費の一部に加え、全ての配給およびマーケティングに関わる費用を負担することとなっ

ています。2005年９月30日現在までに、31の映画作品について、映画子会社によって公開または費用の負担が行われ

ています。映画子会社の当該配給契約にもとづく残りの作品に関する製作費の支払予定額は38,574百万円です。 

  2005年４月、ソニーは国際サッカー連盟（以下「FIFA]）とパートナーシッププログラムの契約を締結しました。

この契約のもとでソニーは、2007年１月から2014年12月までの期間、FIFAワールドカップ等のFIFAが主催する大会に

おいてスポンサー企業としての各種権利を行使することが可能となります。2005年９月30日現在、当該契約にもとづ

く支払予定額は34,523百万円です。 

②ローン・コミットメント 

 金融子会社は、契約上合意された条件に合致する限りにおいて顧客に将来貸付を行う、カードローンのローン・コ

ミットメント契約を有しています。2005年９月30日現在、これらの契約における貸付未実行残高は242,072百万円で

す。 

 2004年８月、ソニーとベルテルスマン社はそれぞれの音楽制作事業を合弁会社として統合しました。この統合にと

もない、ソニーとベルテルスマン社はこの合弁会社と期限５年の回転信用契約を締結しました。この回転信用契約に

おいて、ソニーとベルテルスマン社は合弁会社への貸付を折半にて負担することで合意しています。この回転信用契

約には2009年８月５日を満期とし、300百万米ドルの基本となる貸付と150百万米ドルを限度とした追加貸付を行うこ

とが定められています。2005年９月30日現在、合弁会社はこの回転信用契約にもとづく借入を行っていません。した

がって、2005年９月30日現在、この回転信用契約における貸付未実行残高は25,468百万円です。 



(2) 偶発債務 

 2005年９月30日現在の通常の事業において提供される保証を含む偶発債務は、最大で20,359百万円です。偶発債務

のうち、主要なものは次のとおりです。 

 ソニーは、関連当事者である持分法適用会社および非連結子会社の銀行借入に対する債務保証を行っています。こ

れらの債務保証の期間は、主に１年未満です。ソニーは、主たる債務者の債務不履行に際し、債務保証契約にもとづ

いて債務の支払を要求される可能性があります。2005年９月30日現在、これらの債務保証にかかる偶発債務は、

8,191百万円であり、2005年９月30日現在、連結貸借対照表には計上されていません。 

 欧州委員会は2003年２月に廃電気・電子機器リサイクル指令（WEEE指令）を出しました。この指令により、2005年

８月以降、販売する製品について、最終消費者からの回収・処置・修理・安全に廃棄する仕組みの体系化とそれらに

要する潜在的な費用を製造者が負担することが求められます。この指令によりソニーが負担することになる費用は、

それぞれのEU加盟国で規制が適用されるまでは明らかではありませんが、ソニーはこの規制適用による影響額を継続

して評価しています。 

 ソニーは、通常の事業において行われた取引の結果として、第三者の偶発的な租税負担に対する補償を行っていま

す。現時点においては、これらの補償契約にもとづいて将来支払うことを要求されうる最大額を見積もることはでき

ません。また、2005年９月30日現在、これらの補償契約は、連結貸借対照表には計上されていません。 

 当社および一部の子会社は、数件の訴訟の被告となっています。しかし、ソニーおよびソニーの法律顧問が現在知

りうるかぎり、それらの訴訟による損害は仮にあったとしても、連結財務諸表に重大な影響をおよぼすものではない

と考えています。 

10 セグメント情報 

 ソニーは2004年度および2005年度において、ビジネス別セグメント区分を一部見直しました。 

 2004年８月、ソニーとベルテルスマン社はそれぞれの音楽制作事業を合弁会社として統合しました。この合弁会社設

立に関連して、これまで音楽分野に含まれていた海外のディスク製造・物流事業をエレクトロニクス分野の「その他」

部門に移管しました。また、2005年４月より、これまで音楽分野に含まれていた国内のディスク製造事業についても同

様に移管しました。2004年度上半期および2004年度のエレクトロニクス分野の業績は、これらの組替えに合わせて再表

示されています。これらの変更の結果、音楽分野は独立した報告対象セグメントとする重要性の基準を満たさなくなり

ました。2005年４月より、音楽分野の業績はその他分野の中に含められています。したがって、エレクトロニクス分野

とその他分野の2004年度上半期および2004年度の実績は新区分に合わせて組替え再表示されています。 

 2004年７月、より効率的かつ円滑な半導体供給体制を構築するため、ソニーは㈱ソニー・コンピュータエンタテイン

メントの半導体製造部門を、ゲーム分野からエレクトロニクス分野に移管し、半導体製造事業を統合しました。この結

果、移管した部門に関連する売上および費用はエレクトロニクス分野の「半導体」部門で計上されています。なお、移

管された半導体製造部門は、ゲーム分野の中で一つの独立事業としては運営されていなかったため、2004年６月までの

金額については比較可能な数字が実務的に入手不可能であり組替え再表示をしていません。今回の半導体製造事業の統

合は、ゲームビジネス向けに開発・構築された半導体技術および生産設備を、ソニーグループ全体で統合的に活用する

ことをめざした半導体事業戦略の一環です。 

 エレクトロニクス分野は、世界全地域で、映像・音響・情報通信機器および部品の設計、開発、製造および販売を行

っています。ゲーム分野は、主に日本、米国および欧州において、プレイステーション、プレイステーション２および

プレイステーション・ポータブルのゲーム機および関連するソフトウェアの設計、開発および販売を行っています。ま

た、外部のソフト開発会社に対するライセンス供与を行っています。映画分野は、主に米国において映画、ビデオソフ

ト、テレビ番組を含む映像ソフトの企画、製作、製造を行い、全世界で販売、配給、放映しています。金融分野は、日

本市場における個人生命保険、損害保険を主とする保険事業、日本のリースおよびクレジットファイナンス事業と銀行

事業を行っています。その他分野は、主に日本におけるインターネット関連サービスを含むネットワークサービス事

業、アニメーション作品の制作・販売事業、輸入生活用品小売事業、広告代理店事業、および前述の従来独立したセグ

メントとして報告されていた音楽事業などの多様な事業活動から構成されています。ソニーの製品およびサービスは、

一般的にはそれぞれのオペレーティング・セグメントにおいて固有のものです。 

 以下に報告されているオペレーティング・セグメントは、そのセグメントの財務情報が入手可能なもので、その営業

損益がマネジメントによって経営資源の配分の決定および業績の評価に通常使用されているものです。 



【ビジネスセグメント情報】 

売上高および営業収入： 

  エレクトロニクス分野におけるセグメント間取引は、主としてゲーム分野、映画分野およびその他分野に対するもの

です。 

 その他分野におけるセグメント間取引は、主としてエレクトロニクス分野およびゲーム分野に対するものです。 

 2004年度上半期 2005年度上半期 2004年度 

項目 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

売上高および営業収入：    

エレクトロニクス：    

外部顧客に対するもの 2,288,163 2,113,735 4,791,845 

セグメント間取引 62,473 217,593 259,592 

計 2,350,636 2,331,328 5,051,437 

ゲーム：    

外部顧客に対するもの 214,935 369,471 702,524 

セグメント間取引 10,075 17,553 27,230 

計 225,010 387,024 729,754 

映画：    

外部顧客に対するもの 339,933 303,236 733,677 

セグメント間取引 0 0 0 

計 339,933 303,236 733,677 

金融：    

外部顧客に対するもの 247,349 318,691 537,715 

セグメント間取引 12,137 11,005 22,842 

計 259,486 329,696 560,557 

その他：    

外部顧客に対するもの 224,030 157,296 393,855 

セグメント間取引 36,528 38,179 79,787 

計 260,558 195,475 473,642 

セグメント間取引消去 △121,213 △284,330 △389,451 

連結合計 3,314,410 3,262,429 7,159,616 



セグメント別損益： 

 上記の営業利益は、売上高および営業収入から売上原価および営業費用を差し引いたものです。 

下記の表はエレクトロニクス分野の製品部門別の外部顧客に対する売上高および営業収入の内訳です。ソニーの経営

者は、エレクトロニクス事業を単一のオペレーティング・セグメントとして意思決定を行っています。ソニーは2005年

度より製品カテゴリーの区分を一部変更しました。主な変更点として、業務用プロジェクターを“テレビ”から“情

報・通信”へと組替えています。 

 2004年度上半期 2005年度上半期 2004年度 

項目 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

営業利益・損失（△）：    

エレクトロニクス 15,340 △19,007 △34,517 

ゲーム △2,892 2,325 43,170 

映画 31,519 △2,387 63,899 

金融 25,284 61,969 55,490 

その他 △2,470 12,640 4,482 

計 66,781 55,540 132,524 

セグメント間取引消去 3,794 4,874 13,966 

配賦不能営業費用控除 △17,416 △9,779 △32,571 

連結営業利益 53,159 50,635 113,919 

その他の収益 53,413 83,938 97,623 

その他の費用 △36,697 △26,287 △54,335 

連結税引前利益 69,875 108,286 157,207 

 2004年度上半期 2005年度上半期 2004年度 

項目 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

オーディオ 281,411 246,944 571,864 

ビデオ 497,081 498,400 1,034,736 

テレビ 400,167 322,036 922,787 

情報・通信 371,630 367,087 812,709 

半導体 141,902 115,555 246,314 

コンポーネント 312,091 307,304 619,477 

その他 283,881 256,409 583,958 

計 2,288,163 2,113,735 4,791,845 



【地域別セグメント情報】 

 2004年度上半期、2005年度上半期および2004年度における顧客の所在国別に分類した売上高および営業収入は次のと

おりです。 

 売上高および営業収入に関して、欧州およびその他地域において個別には金額的に重要性のある国はありません。 

 報告されているセグメントおよび地域別セグメントのセグメント間取引は、独立企業間価格で行っています。 

 2004年度上半期、2005年度上半期および2004年度において、単一顧客として重要な顧客に対する売上高および営業収

入はありません。 

 2004年度上半期、2005年度上半期および2004年度における出荷事業所の所在地別の売上高および営業収入、営業利益

は次の表のとおりです。基準書第131号にしたがい要求される開示に加えて、ソニーはこの情報を日本の証券取引法に

よる開示要求を考慮し補足情報として開示しています。 

 2004年度上半期 2005年度上半期 2004年度 

項目 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

売上高および営業収入：    

日本 975,396 971,660 2,100,793 

米国 875,966 854,778 1,977,310 

欧州 735,603 700,033 1,612,536 

その他地域 727,445 735,958 1,468,977 

計 3,314,410 3,262,429 7,159,616 

 2004年度上半期 2005年度上半期 2004年度 

項目 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

売上高および営業収入：    

日本：    

外部顧客に対するもの 1,049,509 1,010,519 2,249,548 

セグメント間取引 1,203,579 1,501,618 2,575,093 

計 2,253,088 2,512,137 4,824,641 

米国：    

外部顧客に対するもの 972,653 924,303 2,166,323 

セグメント間取引 120,800 118,666 235,362 

計 1,093,453 1,042,969 2,401,685 

欧州：    

外部顧客に対するもの 677,658 645,699 1,524,182 

セグメント間取引 26,179 24,672 52,417 

計 703,837 670,371 1,576,599 

その他地域：    

外部顧客に対するもの 614,590 681,908 1,219,563 

セグメント間取引 408,202 485,013 804,721 

計 1,022,792 1,166,921 2,024,284 

セグメント間取引消去 △1,758,760 △2,129,969 △3,667,593 

連結合計 3,314,410 3,262,429 7,159,616 

営業利益・損失（△）：    

日本 15,960 102,869 △765 

米国 46,801 △26,491 72,414 

欧州 △13,843 △33,371 12,186 

その他地域 26,924 23,908 58,554 

配賦不能営業費用控除および

セグメント間取引消去 
△22,683 △16,280 △28,470 

連結合計 53,159 50,635 113,919 



11  長期性資産の減損 

  ソニーは、2004年度上半期、2005年度上半期および2004年度において、それぞれ5,816百万円、23,547百万円および

 19,198百万円の長期性資産の減損を計上しました。主な長期性資産の減損は以下のとおりです。 

  ブラウン管ディスプレイの全世界における市場が縮小し、プラズマおよび液晶ディスプレイへと需要が変化するな 

 か、ソニーは製造工場の合理化と事業規模の縮小を目的とした世界的規模の構造改革活動を実施しています。 

  2004年度において、ソニーは欧州における特定のブラウン管テレビ製造設備にかかる、現金支出をともなわない減損

 を7,479百万円計上しました。この減損は資産の帳簿価額と将来見積キャッシュ・フローの現在価値との差額として計 

 算され、連結損益計算書上、資産の除売却損および減損（純額）に計上されています。 

  2005年度上半期において、ソニーは主に米国における特定のブラウン管テレビ製造設備にかかる、現金支出をともな

 わない減損を19,265百万円計上しました。この減損は資産の帳簿価額と将来見積キャッシュ・フローの現在価値との差

 額として計算され、連結損益計算書上、資産の除売却損および減損（純額）に計上されています。 

  

12 後発事象 

   当社は、2005年10月26日開催の取締役会において、SCNを対象とした子会社連動株式を、当社普通株式に一斉転換す

る方法にて終了させることを決議し、2005年12月１日に実施しました。一斉転換により発行した当社普通株式は、子会

社連動株式１株につき1.114株であり、発行した株式総数は3,452,808株です。 

 当社の子会社であるSCNは、2005年12月20日に㈱東京証券取引所マザーズ市場に上場しました。この上場に際して、

SCNは普通株式20,000株を発行しました。また、この新株発行に関連して、ソニーは保有するSCNの株式の一部70,000株

を売却しました。この新株発行および株式売却にともない、ソニーは19,017百万円の利益を認識するとともに、当該利

益に対して繰延税金負債を計上します。 

(2)【その他】 

 該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1)【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
2004年度上半期末 
（2004年９月30日） 

2005年度上半期末 
（2005年９月30日） 

2004年度の要約貸借対照表 
（2005年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金および預金   101,927   101,248 102,153   

２ 社債償還に係る預 
  け金 

  －   － 54,172   

３ 受取手形   17,738   1,441 8,953   

４ 売掛金   507,573   559,030 479,301   

５ 棚卸資産   14,701   14,223 12,911   

６ 未収入金   124,144   130,126 182,428   

７ その他   77,719   79,104 82,388   

貸倒引当金   △1,890   △820 △340   

流動資産合計     841,915 22.9 884,355 24.4   921,969 25.0

Ⅱ 固定資産           

(1) 有形固定資産 
*1 
*2 

246,161   232,683 243,710   

(2) 無形固定資産   67,554   73,515 69,249   

(3) 投資その他の資産           

１ 投資有価証券   2,049,944   2,095,054 2,068,046   

２ 長期貸付金   119,001   72,001 73,001   

３ 繰延税金資産    214,046   136,011 171,391   

４ その他   140,712   138,896 140,212   

貸倒引当金   △3,500   △1,940 △3,060   

投資その他の資
産計 

  2,520,205   2,440,023 2,449,591   

固定資産合計     2,833,921 77.1 2,746,222 75.6   2,762,551 75.0

Ⅲ 繰延資産           

１ 社債発行差金   28   69 23   

繰延資産合計     28 0.0 69 0.0   23 0.0

資産合計     3,675,865 100.0 3,630,648 100.0   3,684,545 100.0 

            

 



    
2004年度上半期末 
（2004年９月30日） 

2005年度上半期末 
（2005年９月30日） 

2004年度の要約貸借対照表 
（2005年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形   4,996   4,691 4,033   

２ 買掛金   444,214   503,650 434,687   

３ 短期借入金   259,757   136,107 259,598   

４ 一年以内に償還期
限の到来する社債 

  104,000   115,000 119,000   

５ 一年以内に償還期
限の到来する転換
社債 

  287,718   － －   

６ 未払費用   120,733   132,153 127,334   

７ 未払法人税等   960   979 2,243   

８ 賞与引当金   23,149   20,725 22,728   

９ 製品保証引当金   6,110   5,170 5,990   

10 その他   42,500   47,732 77,969   

流動負債合計     1,294,138 35.2 966,210 26.6   1,053,584 28.6

            

Ⅱ 固定負債           

１ 社債   254,350   259,350 239,350   

２ 転換社債   25,474   23,994 24,527   

３ 新株予約権付社債   250,000   250,000 250,000   

４ 退職給付引当金   123,488   64,856 66,494   

５ 役員退職慰労引当
金 

  913   111 1,073   

６ パソコン回収・再
資源化引当金  

  2,206   4,059 3,211   

７ その他   3,512   3,508 3,505   

固定負債合計     659,945 18.0 605,879 16.7   588,162 16.0

負債合計     1,954,084 53.2 1,572,089 43.3   1,641,746 44.6

 



    
2004年度上半期末 
（2004年９月30日） 

2005年度上半期末 
（2005年９月30日） 

2004年度の要約貸借対照表 
（2005年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     480,292 13.1 621,724 17.1   621,708 16.9

Ⅱ 資本剰余金           

(1) 資本準備金   686,870   828,266 828,250   

資本剰余金合計     686,870 18.7 828,266 22.8   828,250 22.5

Ⅲ 利益剰余金           

(1) 利益準備金   34,869   34,869 34,869   

(2) 任意積立金           

１ 特別償却準備金   4,187   4,205 4,187   

２ 買換資産圧縮記帳
積立金 

  404   390 404   

３ 子会社連動株式消
却積立金  

  －   20,000 －   

４ 別途積立金   354,400   354,400 354,400   

任意積立金計   358,992   378,996 358,992   

(3) 中間（当期）未処
分利益 

  163,330   178,137 201,667   

利益剰余金合計     557,191 15.1 592,003 16.3   595,529 16.1

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    43 0.0 19,476 0.6   114 0.0

Ⅴ 自己株式     △2,617 △0.1 △2,912 △0.1   △2,803 △0.1

資本合計     1,721,781 46.8 2,058,558 56.7   2,042,798 55.4

負債資本合計     3,675,865 100.0 3,630,648 100.0   3,684,545 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
2004年度上半期 

（自 2004年４月１日 
至 2004年９月30日） 

2005年度上半期 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

2004年度の要約損益計算書 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     1,397,014 100.0 1,463,221 100.0   2,895,413 100.0 

Ⅱ 売上原価     1,232,393 88.2 1,307,014 89.3   2,590,973 89.5

売上総利益     164,620 11.8 156,207 10.7   304,439 10.5

Ⅲ 販売費および一般管
理費 

    184,811 13.2 174,995 12.0   369,062 12.7

営業損失     20,190 △1.4 18,787 △1.3   64,622 △2.2

Ⅳ 営業外収益 *6   54,026 3.8 55,595 3.8   169,854 5.9

Ⅴ 営業外費用 *7   30,812 2.2 40,564 2.8   59,476 2.1

経常利益     3,023 0.2 －   45,755 1.6

経常損失     － 3,757 △0.3   － 

Ⅵ 特別利益 *8   － 28,007 2.0   53,922 1.9

Ⅶ 特別損失 *9   3,858 0.3 －   9,787 0.4

税引前中間（当
期）純利益 

    － 24,250 1.7   89,890 3.1

税引前中間純損失     834 △0.1 －   － 

法人税、住民税お
よび事業税 

  △4,420   △12,054 △6,244   

過年度法人税等 *10  －   3,951 －   

法人税等調整額   △3,153 △7,573 △0.6 23,420 15,317 1.1 39,478 33,234 1.1

中間（当期）純利
益 

    6,738 0.5 8,933 0.6   56,656 2.0

前期繰越利益     160,399 169,206   160,399 

自己株式処分差損     3,808 3   3,816 

中間配当額     － －   11,572 

中間（当期）未処
分利益 

    163,330 178,137   201,667 

            



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

2004年度上半期 
（自 2004年４月１日 
至 2004年９月30日） 

2005年度上半期 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

2004年度 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

１ 資産の評価基準および評価方法 

(1) 有価証券 

１ 資産の評価基準および評価方法 

(1) 有価証券 

１ 資産の評価基準および評価方法 

(1) 有価証券 

1.子会社株式および関連会社株式 

移動平均法による原価法 

1.子会社株式および関連会社株式 

同左 

1.子会社株式および関連会社株式 

同左 

2.その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等にもとづく

時価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

2.その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

2.その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等にもとづく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

(2) デリバティブ 

時価法 

(2) デリバティブ 

同左 

(2) デリバティブ 

同左 

(3) 棚卸資産 

 移動平均法による原価法 

(3) 棚卸資産 

同左 

(3) 棚卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

 定率法によっています。 

 ただし、1998年４月１日以降に取得し

た建物（建物附属設備を除く。）および

特定の半導体製造設備については、定額

法によっています。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりで

す。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

建物 15～50年

機械および装置 4～10年

  

(2) 無形固定資産 

定額法によっています。 

なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）にもとづく定額法、市場販売目的の

ソフトウェアについては、販売可能な見

込有効期間（３年）にもとづく定額法に

よっています。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、貸倒懸念債権等の特定債権に対する

取立不能見込額と、一般債権に対する貸

倒実績率により算出した金額との合計額

を計上しています。 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 



2004年度上半期 
（自 2004年４月１日 
至 2004年９月30日） 

2005年度上半期 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

2004年度 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

(2) 賞与引当金 

 執行役および従業員に対して支給する

賞与の支出に充てるため、支給見込額に

もとづき計上しています。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

同左 

(3) 製品保証引当金 

 製品販売後の無償サービス費用の支出

に備えるため、売上高を基準として過去

の経験率にもとづき計上しています。 

(3) 製品保証引当金 

同左 

(3) 製品保証引当金 

同左 

(4) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当年

度末における退職給付債務および年金資

産の見込額にもとづき、当上半期末にお

いて発生していると認められる額を計上

しています。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（13～16年）による定

額法により按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理することとして

います。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（13～16年）による定額法により費用処

理しています。 

（追加情報） 

  当社は、確定給付企業年金法の施行に

伴い、厚生年金基金の代行部分につい

て、2004年７月１日に厚生労働大臣から

将来分支給義務免除の認可を受けまし

た。 

 当上半期末現在において測定された返

還相当額（最低責任準備金）は約654億

円であり、当該返還相当額（最低責任準

備金）の支払が当上半期末に行われたと

仮定して「退職給付会計に関する実務指

針（中間報告）」（日本公認会計士協会

会計制度委員会報告第13号）第44-2項を

適用した場合に生じる利益の見込額は約

544億円です。 

(4) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当年

度末における退職給付債務および年金資

産の見込額にもとづき、当上半期末にお

いて発生していると認められる額を計上

しています。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（13年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理することとしていま

す。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（13年）による定額法により費用処理し

ています。 

（追加情報） 

  当社は、厚生年金基金の代行部分につ

いて、2005年９月20日に返還額の納付を

行いました。これに伴い、当上半期にお

いて過去分返上認可により修正された代

行部分に係る退職給付債務と実際返還額

との差額118百万円を営業外収益として

計上しています。 

 当上半期において、退職率の見直し等

により平均残存勤務期間が短縮されたた

め、数理計算上の差異および過去勤務債

務の費用処理年数を従来の年数（13～16

年）から13年に変更しました。この変更

が税引前中間純利益に与えた影響は軽微

です。 

(4) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当年

度末における退職給付債務および年金資

産の見込額にもとづき計上しています。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（13～16年）による定

額法により按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理することとして

います。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（13～16年）による定額法により費用処

理しています。 

（追加情報） 

  当社は、確定給付企業年金法の施行に

伴い、厚生年金基金の代行部分につい

て、2004年７月１日に厚生労働大臣から

将来分支給義務免除の認可を受け、2005

年１月30日に過去分返上の認可を受けて

います。これに伴い、当年度において厚

生年金基金代行部分返上益53,922百万円

を特別利益として計上しています。 

(5) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、当社内規による必要額を計上してい

ます。 

(5) 役員退職慰労引当金 

同左 

(5) 役員退職慰労引当金 

同左 

(6) パソコン回収・再資源化引当金 

 家庭系使用済パソコンの回収および再

資源化の支出に備えるため、売上台数を

基準として支出見込額を計上していま

す。 

(6) パソコン回収・再資源化引当金 

同左 

(6) パソコン回収・再資源化引当金 

同左 

４ 外貨建の資産および負債の本邦通貨への

換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、原則として中

間決算日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理してい

ます。 

４ 外貨建の資産および負債の本邦通貨への

換算基準 

同左 

４ 外貨建の資産および負債の本邦通貨への

換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、原則として決

算日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理していま

す。 

５ リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

います。 

５ リース取引の処理方法 

同左 

５ リース取引の処理方法 

同左 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

2004年度上半期 
（自 2004年４月１日 
至 2004年９月30日） 

2005年度上半期 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

2004年度 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

６ ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジ処理

によっています。 

また、金利スワップについては、特例

処理によっています。 

６ ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

     同左 

  

６ ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

     同左 

  

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

特定の外貨建予定取引を対象に、通貨

先物為替予約および通貨オプション取引

によるヘッジを行っています。 

 また、特定の社債を対象に、金利スワ

ップ取引によるヘッジを行っています。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

     同左 

  

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

      同左 

  

(3) ヘッジ方針 

当社のデリバティブ取引は、外貨建予

定取引について為替相場変動リスクを、

社債について金利相場変動リスクを回避

することを目的として利用しています。 

    なお、当社の利用しているデリバティ

ブ取引は当社の実需の範囲で行ってお

り、投機目的のものはありません。 

(3) ヘッジ方針 

     同左 

  

(3) ヘッジ方針 

     同左 

  

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジの有効性の判定は、ヘッジ開始

時から上半期末までの期間において、ヘ

ッジ対象の相場変動またはキャッシュ・

フローの変動額とヘッジ手段の相場変動

またはキャッシュ・フローの変動額を比

較して判断しています。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

        同左 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジの有効性の判定は、ヘッジ開始

時から各半期末までの期間において、ヘ

ッジ対象の相場変動またはキャッシュ・

フローの変動額とヘッジ手段の相場変動

またはキャッシュ・フローの変動額を比

較して判断しています。 

７ その他中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理方法 

 消費税および地方消費税の会計処理方

法は税抜方式によっています。 

７ その他中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理方法 

        同左 

７ その他財務諸表作成のための基本となる

重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理方法 

        同左 

(2) 連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しています。 

(2) 連結納税制度の適用 

        同左 

(2) 連結納税制度の適用 

        同左 

2004年度上半期 
（自 2004年４月１日 
至 2004年９月30日） 

2005年度上半期 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

2004年度 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

 退職給付会計における未認識項目の費用処 

 理年数の変更 

 過去勤務債務および数理計算上の差異に

ついては、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数により費用処理

しています。 

 当上半期において実施された年金制度の

変更にあわせ、従業員の平均残存勤務期間

の見直しを行った結果、この年数が延長さ

れました。これに伴い、期間損益をより実

態に即した適正なものにするため、当上半

期より過去勤務債務および数理計算上の差

異の費用処理年数を従来の13年から16年に

変更しました。この結果、従来の方法によ

った場合に比べ、税引前中間純損失は304

百万円増加しています。 

─────  退職給付会計における未認識項目の費用処 

 理年数の変更 

 過去勤務債務および数理計算上の差異に

ついては、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数により費用処理

しています。 

 当年度において実施された年金制度の変

更にあわせ、従業員の平均残存勤務期間の

見直しを行った結果、この年数が延長され

ました。これに伴い、期間損益をより実態

に即した適正なものにするため、当年度よ

り過去勤務債務および数理計算上の差異の

費用処理年数を従来の13年から16年に変更

しました。この変更が損益に与えた影響は

軽微です。 



表示方法の変更 

2004年度上半期 

（自 2004年４月１日 

至 2004年９月30日） 

2005年度上半期 

（自 2005年４月１日 

至 2005年９月30日） 

 中間貸借対照表の流動資産 

  前上半期、区分掲記していました「短期貸付金」は、当上半期よ

り「その他」に含めることとしました。なお、当上半期の「短期貸

付金」は10,673百万円です。 

 ───── 

  

 中間貸借対照表の固定資産 

   前上半期、「その他」に含めていました「繰延税金資産」は、当

上半期より区分掲記することとしました。なお、前上半期の「繰延

税金資産」は163,074百万円です。 

  

  

 中間貸借対照表の流動負債 

   前上半期、区分掲記していました「預り金」は、当上半期より

「その他」に含めることとしました。なお、当上半期の「預り金」

は7,574百万円です。 

  

    

 中間貸借対照表の固定負債 

   前上半期、「その他」に含めていました「パソコン回収・再資源

化引当金」は、当上半期より区分掲記することとしました。なお、

前上半期の「パソコン回収・再資源化引当金」は230百万円です。 

  

   



財務諸表の注記 

摘要 
2004年度上半期 

（自 2004年４月１日 
至 2004年９月30日） 

2005年度上半期 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

2004年度 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

*1 有形固定資産減価償却累

計額 
326,324百万円 348,394百万円 334,979百万円 

*2 圧縮記帳  有形固定資産の取得価額から控

除している圧縮記帳累計額は、国

庫補助金等の受入によるもの947百

万円(当上半期実施額72百万円)、

保険金等の受入によるもの35百万

円です。 

 有形固定資産の取得価額から控

除している圧縮記帳累計額は、国

庫補助金等の受入によるもの856百

万円、保険金等の受入によるもの

42百万円(当上半期実施額2百万円)

です。 

 有形固定資産の取得価額から控

除している圧縮記帳累計額は、国

庫補助金等の受入によるもの963百

万円(当年度実施額93百万円)、保

険金等の受入によるもの39百万円

(当年度実施額5百万円)です。 

3 保証債務等    

(1)債務保証契約    

関係会社の買掛金およ

び銀行借入金等に対す

る保証 

従業員の銀行借入金に

対する保証 

上記以外の銀行借入金

に対する保証 

債務保証契約計  

88,060百万円 

 

2,006百万円 

3,047百万円 

93,114百万円 

 236,754百万円 

 

   1,933百万円 

   －    

 238,687百万円 

   88,441百万円 

 

   2,003百万円 

   3,048百万円 

   93,493百万円 

「関係会社の買掛金およ

び銀行借入金等に対す

る保証」のうち主な被

保証先 

ソニーイーエムシーエス㈱ 

  

52,465百万円 

  

Sony Global Tresury Services 

Plc. 

        89,000百万円 

  コマーシャルペーパー発行に対

する保証を行っています。 

ソニーイーエムシーエス㈱ 

 

53,019百万円 

ソニーサプライチェーンソ 

リューション㈱ 

7,108百万円 

ソニーイーエムシーエス㈱ 

    

67,193百万円 

ソニーセミコンダクタ九州㈱ 

 

6,928百万円 

 ソニーセミコンダクタ九州㈱ 

        6,879百万円 

  

Sony United Kingdom Ltd. 

         41,183百万円 

    

㈱スター・チャンネル 

               6,505百万円 

 

 ㈱スター・チャンネル 

  

6,503百万円 

  

 

ソニーサプライチェーンソ 

リューション㈱ 

   5,221百万円 

    
 

 その他 18社 

15,102百万円 

その他 23社 

   39,376百万円 

その他 20社 

   16,766百万円 

「上記以外の銀行借入金

に対する保証」の被保

証先 

SAP Partners Limited 

3,047百万円 

※SAP Partners Limitedはソニー

グループの経営幹部社員を対象に

導入された株価連動型インセンテ

ィブ・プランを運営する組合で

す。  

───── 

    

  

SAP Partners Limited 

   3,048百万円 

※SAP Partners Limitedはソニー

グループの経営幹部社員を対象に

導入された株価連動型インセンテ

ィブ・プランを運営する組合で

す。  

 



摘要 
2004年度上半期 

（自 2004年４月１日 
至 2004年９月30日） 

2005年度上半期 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

2004年度 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

(2)保証予約契約    

関係会社に対する保証

予約契約による保証等 

保証予約契約計 

23,784百万円 

23,784百万円 

－    

－    

 －    

－    

「関係会社に対する保証

予約契約による保証

等」の被保証先と保証

内容  家賃支払に対する保証を行って

います。 

Sony Entertainment Berlin  

G.m.b.H          

 14,636百万円 

  

 

  

 

    
 Sony Europe G.m.b.H 

9,147百万円 

  

    

  

    

  家賃支払に対する保証を行って

います。 

    

(3)経営指導念書等の差 

  入れ * 

   

関係会社に対する経営

指導念書等の差入れに

よる保証等 

経営指導念書等の差

入れ計 
 

「関係会社に対する経営

指導念書等の差入れに

よる保証等」のうち主

な被保証先と保証内容 

287,429百万円 

287,429百万円 

Sony Capital Corporation 

248,946百万円 

    262,595百万円 

    262,595百万円 

Sony Capital Corporation 

    232,133百万円 

    239,364百万円 

    239,364百万円 

Sony Capital Corporation 

 233,162百万円 

 リース契約およびフィルムファ

イナンス等に対する信用補完を 

行っています。 

 リース契約およびミディアムタ

ームノート等に対する信用補完を 

行っています。 

 リース契約およびフィルムファ

イナンス等に対する信用補完を 

行っています。 

       

* 経営指導念書等は、関

係会社の信用を補完す

ることを目的とした関

係会社との合意書が主

なものです。 

Sony Global Tresury Services 

Plc.  

37,721百万円 

Sony Global Tresury Services 

Plc.  

30,229百万円 

  

  

 コマーシャルペーパー発行等に

対する信用補完を行っています。 

 コマーシャルペーパー発行等に

対する信用補完を行っています。  

  

     

 その他 ２社 

761百万円 

その他 ２社 

  232百万円 

その他 ３社 

   6,202百万円 

  リース契約に対する信用補完を

行っています。 

 リース契約に対する信用補完を

行っています。 

 為替取引等に対する信用補完を

行っています。 

 



摘要 
2004年度上半期 

（自 2004年４月１日 
至 2004年９月30日） 

2005年度上半期 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

2004年度 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

 4 手形割引高    
輸出手形割引高 

（信用状なし） 

        0百万円 ─────         0百万円 

 5 減価償却実施額    

有形固定資産 

無形固定資産 

合計 

22,188百万円

11,616百万円

33,804百万円

24,001百万円

12,677百万円

36,679百万円

47,129百万円

23,309百万円

70,439百万円

*6 営業外収益 

が含まれています。 

  百万円

受取利息 457

受取配当金 20,973

特許実施許諾料 20,086

受取賃貸料 6,580

が含まれています。 

  百万円

受取利息 478

受取配当金 16,806

特許実施許諾料 23,747

受取賃貸料 7,129

が含まれています。 

  百万円

受取利息 1,004

受取配当金  84,563

特許実施許諾料 45,397

受取賃貸料 11,550

*7 営業外費用 

が含まれています。 

  百万円

支払利息 339

社債利息 4,424

貸与資産関連費用 5,484

為替差損 7,445

が含まれています。 

  百万円

支払利息 286

貸与資産関連費用 5,190

為替差損 11,190

製品補償費 6,013

が含まれています。 

  百万円

支払利息 646

社債利息 6,869

貸与資産関連費用  11,739

為替差損  11,067

固定資産売却損 6,074

*8 特別利益 
───── 

関係会社株式売却益 

   28,007百万円 

厚生年金基金代行部分返上益 

   53,922百万円 

*9 特別損失 関係会社株式等評価損 

3,858百万円 
───── 

早期退職者特別加算金 

   9,787百万円 

*10 過年度法人税等 

───── 

過年度法人税等は、海外子会社と

の間におけるCDおよびDVDディスク

事業に関する取引に対する移転価

格の更正によるものです。  

───── 



リース取引関係 

摘要 
2004年度上半期 

（自 2004年４月１日 
至 2004年９月30日） 

2005年度上半期 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

2004年度 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

1 リース物件の所有

権が借主に移転す

ると認められるも

の以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累

計額相当額および上半期末残高相

当額 

 
取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

減損損失

累計額相

当額 

(百万円) 

上半期
末残高
相当額 
(百万円) 

(1)有形
固定
資産 

       

機械お
よび装
置 

319 205 ― 114 

車両お
よびそ
の他の
運搬具 

26 8 ― 18 

工具器
具およ
び備品 

3,128 1,522 ― 1,606 

(2)無形
固定
資産 

       

ソフト
ウェア 

257 115 ― 142 

合計 3,733 1,850 ― 1,882 

(1) リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累

計額相当額および上半期末残高相

当額 

 
取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

減損損失

累計額相

当額 

(百万円)

上半期
末残高
相当額 
(百万円)

(1)有形
固定
資産 

       

機械お
よび装
置 

2,797 251 ―  2,545 

車両お
よびそ
の他の
運搬具

76 33 ―  43 

工具器
具およ
び備品

2,409 1,165 10 1,233 

(2)無形
固定
資産 

       

ソフト
ウェア

203 116 ― 86 

合計 5,487 1,567 10 3,909 

(1) リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累

計額相当額および期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 

(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 

(百万円) 

減損損失

累計額相

当額 

(百万円) 

期末残
高相当
額 

(百万円)

(1)有形
固定
資産 

       

機械お
よび装
置 

191 93 ―  98 

車両お
よびそ
の他の
運搬具

26 12 ―  14 

工具器
具およ
び備品

2,455 1,219 39 1,195 

(2)無形
固定
資産 

       

ソフト
ウェア

269 139 40 90 

合計 2,943 1,464 80 1,398 

 （注）取得価額相当額は、未経過リー

ス料上半期末残高が有形固定資

産の上半期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法

により算定しています。 

同左 （注）取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定しています。 

 (2) 未経過リース料上半期末残高相当

額等 

(2) 未経過リース料上半期末残高相当

額等 

(2) 未経過リース料期末残高相当額等 

  百万円

１年内 858 

１年超 1,023 

合計 1,882 

 百万円

１年内 1,384 

１年超 2,525 

合計 3,909 

 百万円

１年内 634 

１年超 764 

合計 1,398 

 

（注）未経過リース料上半期末残高相

当額は、未経過リース料上半期

末残高が有形固定資産の上半期

末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定

しています。 

リース資産減損勘定の

残高  －百万円 

同左 

リース資産減損勘定の

残高  10百万円 

（注）未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しています。 

リース資産減損勘定の

残高  80百万円 

 (3) 支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額お

よび減損損失 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額お

よび減損損失 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額お

よび減損損失 

  百万円

支払リース料 585 

リース資産減損勘定

の取崩額 
77 

減価償却費相当額 585 

減損損失 ― 

 百万円

支払リース料 542 

リース資産減損勘定

の取崩額 
69 

減価償却費相当額 542 

減損損失 ― 

 百万円

支払リース料 1,025 

リース資産減損勘定

の取崩額 
77 

減価償却費相当額 1,025 

減損損失 80 

 



有価証券関係 

有価証券 

 子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの 

摘要 
2004年度上半期 

（自 2004年４月１日 
至 2004年９月30日） 

2005年度上半期 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

2004年度 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

います。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

2 オペレーティン

グ・リース取引 

未経過リース料 

 百万円

１年内 1,440 

１年超 3,340 

合計 4,781 

未経過リース料 

 百万円

１年内 2,723 

１年超 4,194 

合計 6,917 

未経過リース料 

 百万円

１年内 1,446 

１年超 3,001 

合計 4,448 

区分 

2004年度上半期末 
（2004年９月30日） 

2005年度上半期末 
（2005年９月30日） 

2004年度末 
（2005年３月31日） 

中間貸借対
照表計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

中間貸借対
照表計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

貸借対照表
計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

子会社株式 － － － － － － － － － 

関連会社株式 859 52,576 51,716 344 1,420 1,076 859 68,647 67,787 

合計 859 52,576 51,716 344 1,420 1,076 859 68,647 67,787 



重要な後発事象 

2004年度上半期 
（自 2004年４月１日 
至 2004年９月30日） 

2005年度上半期 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

2004年度 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

  

  

  

１ 当社は、2005年10月26日開催の取締役 

 会において、当社の子会社であるソニー 

 コミュニケーションネットワーク株式会 

 社(以下「ＳＣＮ」)を対象とした子会社 

 連動株式を、当社普通株式に一斉転換す 

 る方法にて終了させることを決議し、同 

 年12月１日に実施しました。 

  

 (1) 新株式の発行および転換比率 

      一斉転換により発行した当社普通 

    株式は、子会社連動株式1株につき 

    1.114株であり、発行した株式総数は 

    3,452,808株です。  

  (2) 配当起算日 

     一斉転換により発行した当社普通 

   株式に対する利益配当金の計算は、 

   2005年10月１日を起算日とします。 

  (3) 子会社連動株式を対象とする新株引 

   受権付社債および新株予約権につい 

   て 

     一斉転換日以降、新株引受権の行 

   使により発行する株式の種類および 

   新株予約権の目的たる株式の種類は 

   当社普通株式になりました。また、 

   行使価額については、一斉転換の比 

   率に応じて調整されました。 

 

  

２ ＳＣＮが2005年12月20日に東京証券取 

 引所マザーズ市場に上場したことに伴 

 い、当社は当社所有の同社株式の一部を 

 売却し、関係会社株式売却益17,820百万 

 円を計上しました。 

   

  売却前の所有株式数     194,560株 

    売却株式数               66,000株 

   売却後の所有株式数    128,560株 

        (発行済株式数の50.3％)※ 

     

  ※2005年12月20日現在。ＳＣＮが新た 

   に発行した株式20,000株を考慮し、 

   算定しています。 

  



(2)【その他】 

 2005年10月26日に開催された取締役会において、当社定款第33条の規定にもとづき、2005年９月30日最終の株

主名簿記載の普通株式の株主または登録質権者に対し、2005年度（2005年４月１日から2006年３月31日まで）中

間配当金として１株につき12円50銭（総額12,456,491,438円）を支払う旨、決議しています。 

 また、子会社連動株式については、同株式の対象子会社であるソニーコミュニケーションネットワーク株式会

社の2005年８月19日に開催された取締役会において、同社普通株式に対する中間配当を見送る旨決議しており、

2005年度中間配当は実施しません。 



第６【提出会社の参考情報】 

当上半期の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。 

 (1)臨時報告書 

2005年４月１日 関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号および同条第３項（連動子会社の代表取締役に 

異動があった場合）にもとづく臨時報告書です。 

  

 (2)訂正発行登録書（社債） 

2005年４月１日 関東財務局長に提出 

  

 (3)有価証券報告書およびその添付書類 

事業年度（2004年度） （自 2004年４月１日 至 2005年３月31日） 

2005年６月23日 関東財務局長に提出 

  

 (4)訂正発行登録書（社債） 

2005年６月23日 関東財務局長に提出 

  

 (5)発行登録追補書類（社債） 

2005年８月26日 関東財務局長に提出 

  

 (6)有価証券報告書の訂正報告書 

2005年９月６日 関東財務局長に提出 

事業年度（2004年度） （自 2004年４月１日 至 2005年３月31日）の有価証券報告書にかかる訂正 

報告書です。 

  

 (7)訂正発行登録書（社債） 

2005年９月６日 関東財務局長に提出 

  

 (8)有価証券届出書（普通株式新株予約権証券）およびその添付書類 

2005年10月27日 関東財務局長に提出 

  

 (9)臨時報告書 

2005年10月27日 関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第１項および同条第２項第１号（有価証券の募集が本邦  

以外の地域において開始された場合）にもとづく臨時報告書です。 

  

 (10)訂正発行登録書（社債） 

2005年10月27日 関東財務局長に提出 

  

 (11)有価証券届出書の訂正届出書（普通株式新株予約権証券） 

2005年11月２日 関東財務局長に提出 

  

 (12)有価証券届出書の訂正届出書（普通株式新株予約権証券） 

2005年11月17日 関東財務局長に提出 

  

 (13)臨時報告書の訂正報告書 

2005年11月17日 関東財務局長に提出 

2005年10月27日に提出した臨時報告書にかかる訂正報告書です。 

  

 (14)訂正発行登録書（社債） 

2005年11月17日 関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

第１【保証会社情報】 

該当事項はありません。 

第２【保証会社以外の会社の情報】 

１【当該会社の情報の開示を必要とする理由】 

(1) 当該会社の名称および住所 

ソニーコミュニケーションネットワーク株式会社 東京都品川区北品川４丁目７番35号 

(2) 理由 

 当該会社の業績その他当該会社に関する事項は、子会社連動株式の権利内容および市場価格に一定の影響を及

ぼします。 

 すなわち、子会社連動株式の配当金は、当該会社の取締役会が決議する利益処分案における当該会社の株主に

対する利益配当金の額を基準として決定されるほか、残余財産の分配についても、当該会社の株式が当社の残余

財産に含まれる限りにおいて、当社普通株主に先立ち、当該株式又はその処分により得られた金銭の支払いを受

ける権利を有するものとされています。また、当該会社の株式の取引所等への上場又は登録に伴う子会社連動株

式の強制終了がなされる場合には、子会社連動株主に対して当該会社の株式が交付される場合があり、その他当

該会社に関して一定の事由が生じた場合には、子会社連動株式が強制終了（一斉消却又は一斉転換）されます。 

 したがって、当該会社の企業情報は子会社連動株式の投資判断に重要な影響を及ぼすものと判断されます。 

 尚、2005年10月26日開催の取締役会において、当社は子会社連動株式を一斉転換にて強制終了することを決議

しましたので、2005年12月１日付を以って、子会社連動株式は全て当社普通株式となっています。 

(3) 有価証券の名称 

種類株式（子会社連動株式） 

(4) 発行年月日 

2001年６月20日 

(5) 発行価額の総額 

7,833,600千円 

(6) 上場証券取引所名 

東京証券取引所 

２【継続開示会社たる当該会社に関する事項】 

該当事項はありません。 



３【継続開示会社に該当しない当該会社に関する事項】 

(1) 会社名・代表者の役職氏名及び本店の所在の場所 

会社名       ソニーコミュニケーションネットワーク株式会社（以下「ＳＣＮ」） 

代表者の役職氏名  代表取締役  吉田 憲一郎 

本店の所在の場所  東京都品川区北品川４丁目７番35号 



(2) 企業の概況 

① 主要な経営指標等の推移 

(1) 連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

２ 潜在株式調整後１株当り中間（当期）純損益については、潜在株式がないため、記載していません。 

３ 従業員数は、使用人兼務取締役および臨時従業員を含んでいません。 

回次 2003年度上半期 2004年度上半期 2005年度上半期 2003年度 2004年度 

会計期間 

自2003年 

４月１日 

至2003年 

９月30日 

自2004年 

４月１日 

至2004年 

９月30日 

自2005年 

４月１日 

至2005年 

９月30日 

自2003年 

４月１日 

至2004年 

３月31日 

自2004年 

４月１日 

至2005年 

３月31日 

売上高（千円） 19,014,056 19,640,112 20,560,535 38,166,436 39,301,509 

経常損益（千円） △412,437 1,490,636 65,677 △911,046 2,539,575 

中間（当期）純損益（千円） △384,047 2,759,637 9,910,571 △412,057 4,107,147 

純資産額（千円） 7,655,200 10,397,259 21,667,644 7,635,920 11,771,045 

総資産額（千円） 12,750,795 17,786,120 37,141,973 13,000,854 21,091,276 

１株当り純資産額（円） 32,503.40 44,145.97 91,999.17 32,421.53 49,978.96 

１株当り中間（当期）純損益（円） △1,630.63 11,717.20 42,079.53 △1,749.56 17,438.63 

潜在株式調整後１株当り中間（当

期）純損益（円） 
― ― ― ― ― 

自己資本比率（％） 60.0 58.5 58.3 58.7 55.8 

営業活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
△349,622 1,812,058 △2,784,044 128,506 3,910,864 

投資活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
△879,388 2,240,411 17,644,629 △529,116 2,348,594 

財務活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
△600,000 2,200,533 ― △800,000 2,200,533 

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高（千円） 
1,554,949 8,434,463 25,509,112 2,181,864 10,640,493 

従業員数（人） 416 390 465 417 389 



(2) ＳＣＮの経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

２ 従業員数は、使用人兼務取締役および臨時従業員を含んでいません。 

回次 2003年度上半期 2004年度上半期 2005年度上半期 2003年度 2004年度 

会計期間 

自2003年 

４月１日 

至2003年 

９月30日 

自2004年 

４月１日 

至2004年 

９月30日 

自2005年 

４月１日 

至2005年 

９月30日 

自2003年 

４月１日 

至2004年 

３月31日 

自2004年 

４月１日 

至2005年 

３月31日 

売上高（千円） 17,995,410 17,646,309 17,245,371 35,874,936 35,221,963 

経常損益（千円） △493,849 1,242,923 △957,380 △967,922 1,705,461 

中間（当期）純損益（千円） △418,664 426,759 10,110,153 △990,092 405,396 

資本金（千円） 5,245,891 5,245,891 5,245,891 5,245,891 5,245,891 

発行済株式総数（株） 235,520 235,520 235,520 235,520 235,520 

純資産額（千円） 8,808,120 8,675,032 18,777,220 8,246,794 8,679,172 

総資産額（千円） 13,524,130 14,266,274 31,207,049 12,876,235 15,696,662 

１株当り中間（年間）配当額（円） ― ― ― ― ― 

自己資本比率（％） 65.1 60.8 60.2 64.0 55.3 

従業員数（人） 375 345 393 369 334 



② 事業の内容 

 ＳＣＮグループは、ネットワークサービスに関連する事業を展開しており、単一の事業セグメントとなっていま

す。 

 ＳＣＮの事業においては、インターネット接続の事業における会員の獲得がコンテンツやECによる商品販売や広

告等のポータルの事業に貢献し、かつポータルの事業への取り組みがインターネット接続の事業における会員の獲

得に貢献をするといったように、ネットワークサービスにおいて接続の事業とポータルの事業は、有機的な相乗効

果により、事業全体の拡大に寄与しています。 

 このような事業の特質に基づき、2005年上半期よりサービス別の事業区分の表記としては、「接続サービス」を

「接続事業」として表記し、「インターネット関連サービス」と「商品販売」の両サービスを合わせて「ポータル

事業」として表記しています。 

① 接続事業 

 ＳＣＮは、主に光ファイバー（以下「FTTH」という。（注１））や電話回線、無線等を通じて、顧客のパソコ

ン等をインターネットへ接続するサービスを行っております。接続方法としては、FTTHやADSL（注２）、ダイア

ルアップ、モバイルによる接続で、個人向けのサービスが同事業の大半を占めています。 

 これら接続サービスを利用する顧客を獲得するため、インターネットやテレビ、雑誌等さまざまな媒体を利用

した広告宣伝や販売促進活動を行っています。これらの施策により、ＳＣＮのホームページからの入会や家電量

販店および下記の提携電気通信事業者等を通じての入会により、新規So-net会員を獲得しています。 

 電気通信事業者とは電気通信事業法に定める電気通信役務の提供の業務を行う者をいい、ＳＣＮに対し電気通

信回線を提供する等の取引のある電気通信事業者は、東日本電信電話㈱、西日本電信電話㈱、㈱アッカ・ネット

ワークス、イー・アクセス㈱、東京電力㈱、中部電力㈱、㈱ユーズコミュニケーションズ（注３）、㈱ウィルコ

ム等が挙げられます。 

 これらの接続サービスでは、次の一覧表にあるように複数の電気通信事業者との提携により、顧客の需要に合

わせたさまざまな種類のサービスを提供しています。 

 接続サービスのコースには、通信速度上り下り最大100Mbpsの「So-net 光」などのFTTHや、「So-net ADSL」な

どのADSL、「とことんコース」等のダイアルアップ、「bitWarp」などのモバイル等があり、接続方法に対応した

多彩なサービスを提供しています。 

 インターネット接続のオプションサービスとして、IP電話の「So-netフォン」やウイルスチェック、迷惑メー

ル振り分けサービス、メール着信拒否サービス、メール転送やウェブメールサービス、有害サイトブロックサー

ビス「サイトセレクト」、固定IPアドレス割当てサービスなどを行っています。 

 接続サービス一覧 

（注）１ Fiber To The Homeの略称。一般家庭まで光ファイバーを引き込むネットワーク形態やサービス等の総

称。 

２ Asymmetric Digital Subscriber Lineの略称。既存の電話回線を使った常時接続の高速インターネッ

ト接続サービス。 

３ ㈱ユーズコミュニケーションズは、2005年12月１日付で㈱UCOMに社名を変更しています。 

回線種別 接続サービス種別 最大通信速度 提携電気通信事業者 サービス開始

ダイアルアップ ダイアルアップ 64Kbps 各固定系電話事業者 1996年１月 

ＡＤＳＬ 

フレッツ・ADSL 47Mbps 
東日本電信電話㈱ 

西日本電信電話㈱ 
2001年２月 

So-net ADSL 50.5Mbps 
㈱アッカ・ネットワークス 

イー・アクセス㈱ 
2001年３月 

光ファイバー 

（FTTH） 

So-net 光 with フレッツ 

Bフレッツ 
100Mbps 

東日本電信電話㈱ 

西日本電信電話㈱ 
2001年８月 

So-net 光 (TEPCO) 

アクセスコミファ 
100Mbps 

東京電力㈱ 

中部電力㈱ 
2002年３月 

So-net 光 (UCOM) 100Mbps 
㈱ユーズコミュニケーションズ 

（注３） 
2003年２月 

モバイル bitWarp 128Kbps ㈱ウィルコム 2002年３月 



② ポータル事業 

 ＳＣＮは、ポータルサイト「So-net」において、ポータル事業としてコンテンツや商品の販売等を広く一般の

インターネットユーザーへ提供しています。本事業の収入構造は、主に、顧客の利用や購入に対して直接顧客に

課金するBtoCモデルと、広告収入などを法人から得るBtoBモデルの二種類があります。 

 ＳＣＮは、天気、ニュース、タウン情報、テレビ番組、健康・医療等の生活関連情報、映画情報、韓国ドラ

マ、占い、競馬情報、グラビアアイドル、音楽情報・カラオケ、アニメ動画等のエンタテインメント情報等さま

ざまなカテゴリーについて500以上のコンテンツサービスを提供しています。また、コンテンツサービスに関連し

た商品やDVD等のソフトウェアの販売を行い、関連するキャラクターのライセンス料収入等を得ています。 

 ＳＣＮグループは、インターネット上でのオンラインサービス運営のノウハウ（認証、課金決済、ユーザーサ

ポート等）を活かし、EC分野に、それぞれ特色をもって積極的に取り組んでいます。ソネットスポーツ・ドット

コム㈱は格闘技やテニス等のスポーツコンテンツ提供とチケットおよびグッズ販売を行い、スカイゲート㈱は航

空券およびパッケージツアー等のオンライン販売等を行っています。また、ソネット・エムスリー㈱は11.3万人

の医師を含む約26万人の医療従事者会員を基盤として製薬・医療機器メーカーとの間でインターネットを使用し

たサービスの企画・運用等を行っています。㈱レーベルゲートは、インターネットを通じた音楽楽曲販売のため

のサービスプラットフォームの提供を行い、㈱ディー・エヌ・エーは、インターネットを通じたECやオークショ

ンサービスの「ビッダーズ」や「モバオク」等をパソコンや携帯電話端末向けに提供しています。 

 また、ＳＣＮは、㈱ソニー・コンピュータエンタテインメントの「PSP「プレイステーション・ポータブル」」

でコンテンツを楽しめる映像ダウンロードサービス「Portable TV（ポータブルティーヴィー）」のサービスを提

供しています。 



③ 関係会社の状況 

 2005年度上半期において、以下の会社が新たにＳＣＮの関係会社となりました。 

 （注）１ 議決権の所有割合は、資本参加時の割合です。なお、同社に対する議決権の所有割合は2005年９月30日現在

で24.3％に低下しています。 

２ 議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数です。 

３ 連結子会社ソネット・エムスリー㈱が直接・間接的に議決権の40％を取得していますが、実質的に支配して

いるため、子会社としています。 

④ 従業員の状況 

(1) 連結会社の状況 

（注）１ ソニーグループ各社からの受入出向者95人を含みます。 

２ 従業員数が2005年度上半期において76名増加していますが、これは業容拡大に伴う増加によるものです。 

(2) ＳＣＮの状況 

（注） 従業員数が2005年度上半期において59名増加していますが、これは業容拡大に伴う増加によるものです。 

(3) 労働組合の状況 

 労働組合は、結成されていませんが、労使関係は円満に推移しています。 

名称 住所 
資本金 

（百万円） 
主要な事業内容 

議決権の所有割
合又は被所有割
合（％） 

関係内容 

（連結子会社）      

Medi C&C Co., Ltd. 韓国ソウル市 
百万韓国ウォン 

1,833 

インターネットを

使った製薬・医療

機器メーカーの営

業・マーケティン

グ支援 

29.9 

(29.9) 
－ 

  2005年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

ネットワークサービス関連事業 465  

合計 465  

  2005年９月30日現在

従業員数（人） 393  



(3) 事業の状況 

① 業績等の概要 

(1) 業績 

 2005年度上半期における我が国の経済は、一部原油高等による不透明感はあるものの、景気は順調に拡大を続

けており、個人消費においても、所得の増加や雇用環境の改善により、個人消費が拡大を続けるなど、全体とし

て景気は好調に推移してきました。 

 インターネット分野においては、日本におけるインターネット利用者のうちADSLやFTTH、CATVなどの常時接

続・ブロードバンドの加入者数が2005年９月末で総計2,143万人（総務省公表値）となるなど、市場全体として利

用者数は増加しています。 

 このような事業環境の下、接続事業においては、So-net会員数全体では2004年度上半期末から22.3％増加し281

万人となり、うち、So-net会員数に占めるブロードバンド会員数は2004年度上半期末に比べ15万人増加し73万人

となりました。これは、提携している回線事業者と、FTTHを中心として会員獲得を積極的に行ったことによるも

のです。この結果、ブロードバンド会員数は増加しましたが、ナローバンド会員数は減少傾向にあり、2005年度

上半期における売上高は、2004年度上半期に比べ7.7％減少し13,475,484千円となり、売上高全体に占める割合は

65.5％となりました。 

 ポータル事業においては、携帯電話向けコンテンツの情報提供、人気の韓国ドラマを中心とした番組構成によ

り、CS放送「So-netチャンネル749」の視聴料収入やWebコンテンツ、およびそれらに関連するDVDやグッズ等の商

品販売、広告等の売上が堅調に推移しました。また、連結子会社スカイゲート㈱の航空チケットの取扱高増加に

伴う手数料収入の増加などにより、2005年度上半期における売上高は、2004年度上半期に比べ40.8％増加し

7,085,050千円となり、売上高全体に占める割合は、34.5％となりました。 

 上記の結果、2005年度上半期のＳＣＮグループの売上高は、2004年度上半期に比べ4.7％増加し20,560,535千円

（2004年度上半期は19,640,112千円）となりました。 

 営業利益は、2004年度上半期の1,500,311千円の利益に対し、2005年度上半期は35,007千円の損失を計上しまし

た。主な要因として、FTTHを中心とした会員獲得を積極的に行ったため、無料キャンペーン等により売上計上に

先行して通信回線使用料等の費用の支払が発生すること、テレビコマーシャルや販売促進費、会員獲得に伴う手

数料等が大幅に増加したことによるものです。 

 経常利益は、2004年度上半期の1,490,636千円に対し、2005年度上半期は65,677千円となりました。これは営業

外収益として、持分法による投資利益を99,463千円、営業外費用として固定資産の除却損等を計上したことによ

るものです。 

 中間純利益は、2004年度上半期の2,759,637千円に対し、2005年度上半期は9,910,571千円の利益を計上しまし

た。これは、主として連結子会社ソネット・エムスリー㈱および持分法適用関連会社㈱ディー・エヌ・エー株式

の一部を売却したことにより、投資有価証券売却益として17,795,377千円を特別利益として計上したことによる

ものです。一方、特別損失としては、市場価格のない有価証券について投資有価証券評価損として48,999千円を

計上したほか、ＳＣＮへの出向者がＳＣＮへ転籍した際に支給した転籍一時金77,500千円等を計上しました。こ

のような結果、税金等調整前中間純利益は17,763,198千円となり、法人税、住民税及び事業税および法人税等調

整額で7,706,460千円を計上しています。 



(2) キャッシュ・フロー 

 2005年度上半期における現金及び現金同等物は、営業活動において2,784,044千円の減少、投資活動において

17,644,629千円の増加、財務活動において増減がなかったことから、2004年度末に比べて14,868,619千円増加

し、2005年度上半期末には25,509,112千円（2004年度上半期末に比べ17,074,648千円の増加）となりました。 

 2005年度上半期における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、2004年度上半期の1,812,058千円の増加に対し、2005年度上半期は

2,784,044千円の減少となりました。これは、2005年度上半期では税金等調整前中間純利益17,763,198千円を計上

したにもかかわらず、その多くが投資活動によるキャッシュ・フローに関連した利益である投資有価証券売却益

17,795,377千円であり、一方で2004年度上半期に比べて法人税等の支払が大幅に増加したことによるものです。

なお、2005年度上半期の税金等調整前中間純利益には、非資金費用である減価償却費428,760千円、連結調整勘定

償却額143,334千円が含まれています。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、2004年度上半期の2,240,411千円の増加に対し、2005年度上半期は

17,644,629千円の増加となりました。これは、主に連結子会社ソネット・エムスリー㈱および持分法適用関連会

社㈱ディー・エヌ・エーの株式の売却を行なったため、投資有価証券の売却による収入が18,498,931千円あった

ことによるものです。また、接続サービスおよびEC（エレクトロニックコマース）システムやホームページ開発

等の無形固定資産の取得による支出623,076千円（2004年度上半期は338,188千円の支出）がありました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、資金の調達および返済がありませんでした。 



② 生産、受注及び販売の状況 

(1) 生産実績 

 ＳＣＮグループの業務はインターネット総合サービスであり、サービスの提供の実績は販売実績と一致してい

るため、下記の「(3) 販売実績」を参照下さい。 

(2) 受注状況 

 ＳＣＮグループは受注生産を行っていませんので、受注の記載事項はありません。 

(3) 販売実績 

 2005年度上半期の販売実績をサービス別に示すと、次のとおりです。 

 （注）１ 2005年度上半期より事業区分の表記は、「接続サービス」を「接続事業」とし、「インターネット関連サー

ビス」と「商品販売」の両サービスを合わせて「ポータル事業」としています。なお、前年同期比較に当っ

ては2004年度上半期分を変更後の区分に組み替えて行っています。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

項目 金額（千円） 前年同期比（％） 

接続事業 13,475,484 △7.7 

ポータル事業 7,085,050 40.8 

合計 20,560,535 4.7 



③ 対処すべき課題 

 2005年度上半期において、事業の進展に伴い、ＳＣＮグループの対処すべき課題には次のように変更がありまし

た。 

ＳＣＮグループは、「常時接続・ブロードバンド」への移行が急速に進行している事業環境の下で、収益ならび

に業容の拡大を企図し、今後、コンテンツなどの情報サービスの拡大、ECの拡大、広告の獲得等のため、M&A、他社

とのアライアンス、出資、新会社設立等の施策により積極的な事業展開を行っていくことが重要な課題であると認

識しています。特にFTTHの急速な伸長をする市場への取り組み、家電機器等に対するネットワークサービスへの取

り組み、2005年４月１日の個人情報の保護に関する法律（個人情報保護法）の全面施行に代表される個人情報保護

への取り組みに関して、各々重要性を認識しています。 

このようにネットワークの利用に関する枠組みが整備されていく中で、個人情報の保護を含む顧客満足度の向上

を図り、ブロードバンド化の進展に対応したビジネスの推進を最優先課題として取り組んでいきます。  

そのため各事業において、以下の施策を実施します。 

(1) 接続事業について 

 接続事業においてＳＣＮは、接続サービスの主流が、FTTHになることを見込んでおり、FTTHを中心としたブロ

ードバンド接続会員基盤の早期拡大を目的に、他のインターネット接続サービス事業者（ISP事業者）との提携

や、ISP事業者が所有する会員の獲得等について検討していきます。また、FTTHを中心としたブロードバンド会員

の獲得に重点的に取り組んでいきます。 

 接続サービスを幅広い顧客に提供するため、特定の電気通信事業者のみならず、複数の電気通信事業者と提携

し、料金や地域、利用形態、居住形態にあわせた利用コースの多様化を図り、それぞれ最適なサービスを提供し

ていくことで、さらなる顧客基盤の拡大を図る方針です。 

 また、東日本電信電話㈱、西日本電信電話㈱、東京電力㈱、中部電力㈱、㈱ユーズコミュニケーションズ

（注）等複数の電気通信事業者との提携により多様なサービスに対応するほか、コミュニケーションサービスと

してのIP電話サービス「So-netフォン」や、付加価値サービスとして危険なサイトやお子さまに不適切な内容の

サイトをブロックし、安心してインターネットをご利用いただくためのサービス「サイトセレクト」やコンピュ

ーターウイルス、パソコンへの不正な侵入、スパムメール等から顧客を守るセキュリティ対策等のサービスを充

実させていきます。 

 このように、顧客ニーズを開拓し、新しく魅力的なサービスを提供することにより、一層の会員数拡大を図っ

ていきます。また、家電機器等に対するネットワークサービスの提供という新しいビジネスにも積極的に取り組

んでいきます。 

（注） ㈱ユーズコミュニケーションズは、2005年12月１日付で㈱UCOMに社名を変更しています。 

(2) ポータル事業について 

 ポータル事業においては、セグメントポータル（個別テーマや領域（カテゴリー）に特化したポータル）の充

実およびセグメントポータルの広告事業拡大を目的に、他のセグメントポータル運営事業者や広告代理店等との

提携等およびポータルを利用する顧客のコンテクスト（顧客のニーズ・状況）に合わせたサービスやコンテンツ

の提供を実現し、顧客が潜在的に望んでいる期待を具現化するためのシステムへの投資等を行っていきます。さ

らにページビューや利用頻度、収益性などの側面から多角的に分析、検討を行い、接続事業とポータル事業を有

機的に結びつけることでポータル事業全体の収益性向上に取り組んでいきます。 

 さらに、通常のポータルの広告スペースに加え、セグメントポータルにおける広告スペースの販売強化を通

じ、広告収入の拡大に取り組んでいきます。 

 また、テレビが今後さらにインターネットに接続されることを展望し、ビデオ・オンデマンド・サービス

（Video On Demand（以下「VOD」という。））や電子番組ガイド（Electric Program Guide（以下「EPG」とい

う。））等、テレビを中心とした家電機器等へのネットワークサービスの提供を通じ、マスメディア最大の広告

市場価値を持つインターフェースであるテレビにおけるポータルサービス事業について積極的に取り組んでいき

ます。 

 テレビポータル事業への取り組みに際しては、接続事業におけるブロードバンド会員の獲得がテレビポータル

事業の取り組みに貢献することに加え、テレビポータル事業への取り組みが接続事業の会員増加に貢献する、と

いった有機的な相乗効果を、接続事業、ポータル事業の各事業間で実現することにより、ＳＣＮグループ事業全

体の拡大に寄与することが期待できます。 



(3) ソニーグループとの連携について 

 ソニーグループの提供する家電製品等やコンテンツおよびその他のサービスとＳＣＮの接続サービスやポータ

ルサービス、課金・決済等のプラットフォームについて連携を図るなど、引き続きソニーグループ各社との連携

を深めていきます。 

 具体的には、2005年７月より、㈱ソニー・コンピュータエンタテインメントの「PSP「プレイステーション・ポ

ータブル」」でコンテンツを楽しめる映像ダウンロードサービス「Portable TV（ポータブルティーヴィー）」を

提供しています。 

(4) 個人情報保護について 

 2005年４月１日より個人情報の保護に関する法律（個人情報保護法）が全面施行され、今後ますます個人情報

保護に対する重要性は高まるものと思われます。 

 ＳＣＮでは1996年の創業当初より、個人情報の保護に関して積極的に取り組んでおり、社内に専門の独立した

組織として「セキュリティ委員会」を設置し、業務上個人情報の取得や利用を行う場合の審査体制を整えてきま

した。また、ＳＣＮでは同組織を中心に1999年11月、業界で初めて個人情報保護に関する審査を通過し「プライ

バシーマーク」（財団法人日本情報処理開発協会認定）を取得、また2002年10月には、ユーザ対策、セキュリテ

ィ対策が一定基準以上であることを示す「安全・安心マーク」（インターネット接続サービス安全・安心マーク

推進協議会認定）の認定も取得いたしました。加えて、2003年６月にはＳＣＮにおける情報管理の一環として、

2003年６月に情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）を構築し、国際標準規格である「BS7799-2：

2002」および国内のISMS適合性評価制度である「ISMS認定基準 （Ver. 2.0）」（英国認定協会（UKAS）および日

本情報処理開発協会（JIPDEC））の認証を取得するなど、個人情報及び情報管理に関する保護、管理について十

分な体制作りに努めています。 

 しかしながら、2005年６月13日に「So-net ADSL」にお申込みいただいた364件の顧客データが外部に流出する

という事態が判明しました。この事態について、ＳＣＮで行いました調査結果は以下のとおりです。 

 なお、本調査は、ＳＣＮ社内の情報流通の経路、各種ログ、バックアップファイルなどの分析により実施しま

した。 

① 流出が確認されたデータ 

 2003年１月と同年12月に「So-net ADSL」お申込みの方で、ADSL回線開通にあたって、何らかの不備があり、

ＳＣＮよりご連絡を差し上げることになっていた一部の顧客データ364件。なお、このデータは2003年１月と同

12月に生じたシステムの不具合に対応するため、一時的に作られたものであることが判明しました。 

② 流出した原因・流出経路・持ち出し者 

 上記のデータは、通常とは異なる業務処理により作成されたものであり、通常の顧客データベースサーバか

らの流出ではないため、アクセスログ等の記録が完全ではなく、追跡調査に限界がありました。したがって、

流出の原因と経路、持ち出し者を完全に特定するまでにはいたりませんでした。しかしながら、調査の結果、

ネットワーク経由での外部からの侵入の可能性は極めて低く、ＳＣＮ内部から持ち出された可能性が高いと判

断されます。 

③ 対策 

 ＳＣＮは、これまで実施してまいりました情報セキュリティをより一層強化するため、以下の一連の対策措

置をただちに講じ、同様の事故を発生させない体制をとっています。 

－通常の業務処理が実行できない場合の特別対応業務のプロセス管理強化 

－データ取扱いプロセス管理のさらなる強化徹底 

－アクセス権限、アクセスログの管理など人的事故の抑止と事故発生時の追跡方法の見直し強化 

(5) 投融資について 

 ＳＣＮグループでは、FTTHを中心とした接続事業における会員獲得およびテレビポータル事業を含むポータル

事業全体を強化することが課題であると考えており、子会社、関連会社との連携を強化し、採算性、投資結果に

対する責任を明確にしながらM&A、アライアンス等を積極的に進めていく方針です。 

 したがって、上記の事業領域の強化策に必要とされる投融資を実行します。また、個人情報保護に代表される

情報セキュリティの強化等、コンプライアンス体制の一層の強化に必要とされる投融資を行うことを見込んでい

ます。  



④ 経営上の重要な契約等 

 2005年度上半期において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

 なお、ＳＣＮはソニー㈱との間で、「So-net」および「Smash」商標権の実施許諾契約、特許その他の知的財産権

についての包括的なクロスライセンス契約につき、従来の契約を見直し、2005年10月１日付で以下のとおり契約を

締結しました。 

 ＳＣＮの商号に用いられる「ソニー」の商標ならびにＳＣＮのサービスブランドである「So-net」および

「Smash」の商標権はソニー㈱に帰属しており、ＳＣＮはソニー㈱との間で「ソニー」商標権の非専用実施権ならび

に「So-net」および「Smash」商標権の専用使用権に関し、実施許諾契約を締結しています。また、ソニー㈱の保有

する広範な特許資産を利用しつつ、他社から特許侵害で訴えられる可能性を最小限に抑えるため、特許その他の知

的財産権については包括的なクロスライセンス契約を締結しています。 

① 商号および商標使用の許諾に関する契約（契約締結日：2005年10月１日）  

 ＳＣＮ商号に「ソニー」の名称を使用すること等につき、ＳＣＮはその実施許諾の対価として対象売上高（Ｓ

ＣＮの総売上高からＳＣＮのソニー㈱またはその関連会社に対する売上および消費税、梱包費、保険料、運送費

等の一定の項目を控除した金額）に、ソニー㈱が関係会社に対して商号使用を許諾する場合の標準的な算定方法

に基づきソニーブランドの付加価値として算定される一定の料率を乗じた額をソニー㈱に対して支払います。な

お、ソニー㈱のＳＣＮに対する出資比率が過半数を下回る原因となる行為をＳＣＮまたはソニー㈱が決定した場

合、ソニー㈱は商号使用許諾契約を解除することができます。 

 また、ＳＣＮサービスブランドである「So-net」および「Smash」については、ソニー㈱が商標およびサービス

マークとしての独占的な使用権をＳＣＮに対して許諾するという内容となっており、上記「ソニー」の名称使用

の対価を支払う限りにおいて、これらの商標およびサービスマークの使用に対する対価を支払う義務は負いませ

ん。 

 ＳＣＮは、従前より「So-net」および「Smash」の商標権の専用実施の許諾を受けており、その使用の対価とし

て、これらの商標を使用してＳＣＮが提供するサービスおよび電気通信機器、ならびに「So-net」の商標につい

てＳＣＮが再使用を許諾した者のサービスおよび商品の売上高の総額から一定の項目を控除した金額に、一定の

料率を乗じた額を支払っておりました。当社普通株式の上場申請にあたり、2005年10月１日付で、ＳＣＮ商号に

「ソニー」の名称を使用することにつき許諾を受け、その対価を支払うこととなったことに伴い、「So-net」お

よび「Smash」の商標権の専用実施の許諾について、同日付で新たに契約を締結し、使用の対価につき上記のとお

り変更しています。 

② 特許権に関するクロスライセンス契約（契約締結日：2005年10月１日） 

 特許権に関するクロスライセンス契約に基づき、ＳＣＮおよびソニー㈱は、それぞれ相手方およびその子会社

が保有する知的財産権を利用することができます。ただし、ＳＣＮおよびソニー㈱の利用できる知的財産権の均

衡を勘案し、ＳＣＮはコンテンツサービス事業、電子番組ガイド（EPG）事業、Smash事業その他別途協議により

定める事業に関する売上高（ソニー㈱に対する売上相当額は控除します。）に、一定の料率を乗じた対価をソニ

ー㈱に対して支払います。 

 なお、ソニー㈱のＳＣＮに対する出資比率が過半数を下回ることとなった場合、ソニー㈱はかかるクロスライ

センス契約を解除することができます。 

 ＳＣＮは、従前よりソニー㈱との間でクロスライセンス契約を締結していましたが、当社普通株式の上場申請

にあたり、その使用対価の見直しを行い、使用対価の支払の対象となる事業の範囲を限定するとともに、料率を

変更しています。 

⑤ 研究開発活動 

 2005年度上半期において、研究開発費はありません。 



(4) 設備の状況 

① 主要な設備の状況 

 2005年度上半期において、主要な設備に重要な異動はありません。 

② 設備の新設、除却等の計画 

 2005年度上半期において、新たに確定した主要な設備の新設、拡充、除却、売却等の計画はありません。 



(5) 当該会社の状況 

① 株式等の状況 

(1) 株式の総数等 

① 株式の総数 

② 発行済株式 

 （注） ＳＣＮは2005年12月20日をもって東京証券取引所マザーズ市場に上場しました。 

(2) 新株予約権等の状況 

該当事項はありません。 

(3) 発行済株式総数、資本金等の状況 

（注） 2005年12月19日を払込期日とする一般募集による増資により、発行済株式総数が20,000株、資本金が

2,720,000千円、資本準備金が3,699,200千円増加しています。 

(4) 大株主の状況 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 942,080 

計 942,080 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（2005年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（2005年12月21日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 235,520 255,520 
東京証券取引所 

（マザーズ） 
－ 

計 235,520 255,520 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

2005年４月１日～  

 2005年９月30日 
 ― 235,520  ―  5,245,891  ― 4,764,672  

  2005年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ソニー株式会社 東京都品川区北品川６丁目７番35号 194,560 82.61 

株式会社ソニーファイナンス

インターナショナル 
東京都港区南青山１丁目１番１号 40,960 17.39 

計 － 235,520 100.00 



(5) 議決権の状況 

① 発行済株式 

② 自己株式等 

② 株価の推移 

 ＳＣＮ株式は非上場でしたので、該当事項はありません。 

 なお、ＳＣＮ株式は2005年12月20日付で東京証券取引所マザーズ市場に上場しました。 

③ 役員の状況 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりです。 

(1) 新任役員 

(2) 退任役員 

(3) 役職の異動 

該当事項はありません。 

  2005年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 235,520  235,520 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 235,520 － － 

総株主の議決権 － 235,520 － 

  2005年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

就任年月日

常勤監査役   吉野 美知夫  1945年６月２日生 

1969年４月 ソニー株式会社入社 

1996年１月 ソニーシステムデザイン株式

会社代表取締役社長 

2005年９月 ＳＣＮ常勤監査役（現在） 

－ 
2005年 

９月１日 

役名 職名 氏名 退任年月日 

 常勤監査役   稲垣 敦夫 2005年８月31日  



(6) 経理の状況 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) ＳＣＮの中間連結財務諸表は「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）にもとづいて作成しています。 

(2) ＳＣＮの中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）にもとづいて作成しています。 

２．監査証明について 

 ＳＣＮは、証券取引法第193条の２の規定にもとづき、2004年度上半期（2004年４月１日から2004年９月30日ま

で）および2005年度上半期（2005年４月１日から2005年９月30日まで）の中間連結財務諸表および中間財務諸表につ

いて、中央青山監査法人による中間監査を受けています。 



① 中間連結財務諸表等 

(1) 中間連結財務諸表 

① 中間連結貸借対照表 

    
前中間連結会計期間末 
（2004年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（2005年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（2005年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１ 現金及び預金    3,236,940 4,000,762  3,861,289 

２ 受取手形及び売掛
金 

   3,763,948 3,897,753  3,755,354 

３ たな卸資産    143,473 274,520  212,041 

４ 繰延税金資産    437,747 1,303,882  545,660 

５ 預け金    5,197,522 21,508,350  6,779,203 

６ その他    804,764 1,465,200  967,433 

７ 貸倒引当金    △59,754 △108,657  △68,574 

流動資産合計    13,524,643 76.0 32,341,812 87.1  16,052,407 76.1

Ⅱ 固定資産       

(1) 有形固定資産 *1     

１ 建物   87,312   79,422 59,099   

２ 器具・備品   141,542 228,855 1.3 195,439 274,861 0.7 121,653 180,752 0.9

(2) 無形固定資産       

１ ソフトウェア   1,505,350   1,793,521 1,576,128   

２ 連結調整勘定   566,679   414,831 425,009   

３ その他   78,197 2,150,227 12.1 180,805 2,389,159 6.4 125,201 2,126,340 10.1

(3) 投資その他の資産       

１ 投資有価証券   660,182   1,380,035 1,470,871   

２ 敷金・保証金   435,222   387,235 438,512   

３ その他   884,637   461,100 941,847   

４ 貸倒引当金   △97,649 1,882,393 10.6 △92,231 2,136,139 5.8 △119,454 2,731,777 12.9

固定資産合計    4,261,476 24.0 4,800,160 12.9  5,038,869 23.9

資産合計    17,786,120 100.0 37,141,973 100.0  21,091,276 100.0

        

 



次へ  

    
前中間連結会計期間末 
（2004年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（2005年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（2005年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１ 買掛金    2,560,740 2,840,151  2,552,815 

２ 未払金    1,174,777 5,315,416  1,711,705 

３ 未払費用    1,322,315 1,534,895  1,936,335 

４ 未払法人税等    465,266 2,897,427  876,977 

５ 賞与引当金    225,684 288,657  243,777 

６ ポイント引当金    137,603 228,513  145,000 

７ その他の引当金    2,050 5,094  4,137 

８ その他    336,350 317,059  621,420 

流動負債合計    6,224,788 35.0 13,427,215 36.2  8,092,169 38.4

Ⅱ 固定負債       

１ 退職給付引当金    104,902 126,906  110,995 

２ 役員退職慰労引当
金 

   55,301 59,957  48,944 

３ その他    300,015 158,869  228,415 

固定負債合計    460,219 2.6 345,732 0.9  388,355 1.8

負債合計    6,685,008 37.6 13,772,948 37.1  8,480,525 40.2

        

（少数株主持分）       

少数株主持分    703,853 3.9 1,701,380 4.6  839,705 4.0

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金     5,245,891 29.5 5,245,891 14.1   5,245,891 24.9

Ⅱ 資本剰余金     4,764,672 26.8 4,764,672 12.8   4,764,672 22.6

Ⅲ 利益剰余金     386,366 2.2 11,644,448 31.4   1,733,877 8.2

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    1,478 0.0 14,876 0.0   26,982 0.1

Ⅴ 為替換算調整勘定     △1,149 △0.0 △2,243 △0.0   △377 △0.0

資本合計     10,397,259 58.5 21,667,644 58.3   11,771,045 55.8

負債、少数株主持分
及び資本合計 

   17,786,120 100.0 37,141,973 100.0  21,091,276 100.0

        



② 中間連結損益計算書 

次へ  

    
前中間連結会計期間 
（自 2004年４月１日 
至 2004年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    19,640,112 100.0 20,560,535 100.0  39,301,509 100.0 

Ⅱ 売上原価    11,183,590 57.0 12,004,767 58.4  22,056,031 56.1

売上総利益    8,456,522 43.0 8,555,768 41.6  17,245,478 43.9

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

      

１ 広告宣伝費   451,033  856,728 1,141,695  

２ 販売促進費   660,603  904,737 1,583,405  

３ 販売手数料   172,140  638,968 643,254  

４ ロイヤルティ   254,558  249,316 493,695  

５ 報酬・給与   1,115,187  1,215,366 2,411,585  

６ 業務委託費   1,819,834  1,898,345 3,478,916  

７ 通信費   192,545  257,272 396,218  

８ 賃借料   494,894  401,510 893,622  

９ 支払手数料   740,873  693,652 1,491,438  

10 減価償却費   157,305  217,112 329,923  

11 賞与引当金繰入額   181,371  209,642 199,388  

12 退職給付引当金繰
入額 

  13,476  12,003 22,615  

13 役員退職慰労引当
金繰入額 

  8,638  11,012 16,163  

14 貸倒引当金繰入額   1,200  823 2,273  

15 ポイント引当金繰
入額 

  56,603  83,513 69,000  

16 その他   635,943 6,956,211 35.4 940,769 8,590,775 41.8 1,448,427 14,621,623 37.2

営業利益又は営業
損失（△） 

   1,500,311 7.6 △35,007 △0.2  2,623,855 6.7

Ⅳ 営業外収益       

１ 受取利息   2,764  9,393 7,181  

２ 持分法による投資
利益 

  9,463  99,463 52,325  

３ 加入促進契約金    47,499   － 47,499   

４ その他   14,015 73,743 0.4 41,983 150,840 0.7 88,642 195,650 0.5

Ⅴ 営業外費用       

１ 支払利息   0  380 0  

２ 固定資産除却損    46,312  31,548 90,937  

３ 新株発行費   12,866  8,946 12,866  

４ 引越費用   －  7,624 －  

５ その他   24,239 83,418 0.4 1,656 50,155 0.2 176,125 279,929 0.7

経常利益    1,490,636 7.6 65,677 0.3  2,539,575 6.5

        

 



次へ  

    
前中間連結会計期間 
（自 2004年４月１日 
至 2004年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅵ 特別利益       

１ 投資有価証券売却
益 

  2,344,409   17,795,377 2,876,188   

２ 持分変動益   1,821,449   4,451 2,599,474   

３ 固定資産売却益   25,165   － 25,165   

４ 貸倒引当金戻入益   － 4,191,024 21.3 26,817 17,826,647 86.7 － 5,500,829 14.0

Ⅶ 特別損失       

１ 投資有価証券評価
損 

  878,328  48,999 978,410  

２ 持分変動損   650  2,626 650  

３ 減損損失 *1 295,206  － 295,206  

４ 貸倒引当金繰入額   133,273  － 182,147  

５ 転籍一時金 *2 －   77,500 －   

６ 事業所整理による
損失 

*3 －   － 75,954   

７ 固定資産臨時償却
費 

*4 － 1,307,457 6.6 － 129,126 0.6 13,560 1,545,929 4.0

税金等調整前中間
（当期）純利益 

   4,374,202 22.3 17,763,198 86.4  6,494,475 16.5

法人税、住民税及
び事業税 

  1,440,039  8,033,085 2,359,533  

法人税等調整額   153,692 1,593,731 8.1 △326,625 7,706,460 37.5 △77,119 2,282,414 5.8

少数株主利益    20,833 0.1 146,166 0.7  104,913 0.2

中間（当期）純利
益 

   2,759,637 14.1 9,910,571 48.2  4,107,147 10.5

        

 



③ 中間連結剰余金計算書 

次へ  

    
前中間連結会計期間 
（自 2004年４月１日 
至 2004年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）       

Ⅰ 資本剰余金期首残高     4,764,672 4,764,672   4,764,672

Ⅱ 資本剰余金中間期末（期末）
残高 

    4,764,672 4,764,672   4,764,672

        

（利益剰余金の部）       

Ⅰ 利益剰余金期首残高     △2,373,270 1,733,877   △2,373,270

Ⅱ 利益剰余金増加高       

中間（当期）純利益   2,759,637 2,759,637 9,910,571 9,910,571 4,107,147 4,107,147

Ⅲ 利益剰余金中間期末（期末）
残高 

    386,366 11,644,448   1,733,877

        



④ 中間連結キャッシュ・フロー計算書 

    
前中間連結会計期間 
（自 2004年４月１日 
至 2004年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

税金等調整前中間（当
期）純利益 

  4,374,202 17,763,198 6,494,475

減価償却費   371,248 428,760 753,407

固定資産臨時償却費   － － 13,560

減損損失   295,206 － 295,206

連結調整勘定償却額   141,669 143,334 283,339

持分変動益   △1,821,449 △4,451 △2,599,474

持分変動損   650 2,626 650

持分法による投資利益   △9,463 △99,463 △52,325

投資有価証券評価損   878,328 48,999 978,410

投資有価証券売却益   △2,344,409 △17,795,377 △2,876,188

新株発行費   12,866 － 12,866

賞与引当金の増加（減
少）額 

  △13,623 44,880 4,469

退職給付引当金の増加
額 

  11,930 11,027 18,024

役員退職慰労引当金の
増加額 

  8,638 11,012 2,281

貸倒引当金の増加（減
少）額 

  134,473 △26,765 165,097

ポイント引当金の増加
額 

  56,603 83,513 64,000

その他の引当金の増加
額 

  2,050 956 4,137

受取利息及び受取配当
金 

  △2,764 △9,393 △57,181

支払利息   0 380 0

為替差損益   － △4,123 2,246

固定資産売却益   △25,165 － △25,165

固定資産除売却損   46,495 31,548 91,153

事業所整理による損失   － － 75,954

売上債権の（増加） 
減少額 

  127,431 △138,287 136,025

たな卸資産の増加額   △13,799 △62,479 △82,367

その他流動資産の増加
額 

  △172,031 △529,323 △268,561

仕入債務の増加額   97,432 287,334 89,507

未払費用の増加（減
少）額 

  △388,299 △403,411 185,848

その他流動負債の増加
（減少）額 

  △82,468 △186,220 145,713

小計   1,685,752 △401,723 3,855,110

 



次へ  

    
前中間連結会計期間 
（自 2004年４月１日 
至 2004年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

利息及び配当金の受取
額 

  2,764 9,393 57,181

利息の支払額   △0 △380 △0

法人税等の受取（支
払）額 

  123,541 △2,391,334 △1,427

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  1,812,058 △2,784,044 3,910,864

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

投資有価証券の取得に
よる支出 

  △10,000 △55,000 △10,000

投資有価証券の売却に
よる収入 

  2,577,030 18,498,931 3,162,000

有形固定資産の取得に
よる支出 

  △8,824 △146,698 △44,828

有形固定資産の売却に
よる収入 

  25,465 － 26,199

無形固定資産の取得に
よる支出 

  △338,188 △623,076 △748,685

敷金・保証金の支払に
よる支出 

  △1,740 △1,654 △5,120

敷金・保証金の返還に
よる収入 

  － 55,550 －

長期前払費用の支払に
よる支出 

  △14,696 △9,881 △46,327

新規連結子会社の株式
取得による収入 

  － 26,562 －

貸付けによる支出   △23,860 △135,860 △55,360

貸付金の回収による収
入 

  35,225 35,757 70,715

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  2,240,411 17,644,629 2,348,594

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

子会社の増資による収
入 

  2,200,533 － 2,200,533

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  2,200,533 － 2,200,533

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額 

  △403 8,034 △1,363

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加
額 

  6,252,599 14,868,619 8,458,629

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首
残高 

  2,181,864 10,640,493 2,181,864

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間
期末（期末）残高 

  8,434,463 25,509,112 10,640,493

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 
（自 2004年４月１日 
至 2004年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社は、ソネットスポ

ーツ・ドットコム㈱、スカイ

ゲート㈱、ソネット・エムス

リー㈱、So-net M3 USA 

Corporationの４社です。 

(1) 連結子会社は、ソネットスポ

ーツ・ドットコム㈱、スカイ

ゲート㈱、ソネット・エムス

リー㈱、So-net M3 USA 

Corporation、

Medi C&C Co., Ltd.の５社で

す。 

なお、Medi C&C Co., Ltd.は

当中間連結会計期間において

新たに株式を取得して子会社

となったことから、連結の範

囲に含めています。 

(1) 連結子会社は、ソネットスポ

ーツ・ドットコム㈱、スカイ

ゲート㈱、ソネット・エムス

リー㈱、So-net M3 USA 

Corporationの４社です。 

 (2) 連結の範囲から除外した子会

社はありません。 

同左 同左 

２ 持分法の適用に関する事

項 

(1) 持分法適用会社は、㈱レーベ

ルゲート、㈱ディー・エヌ・

エーの２社です。 

同左 同左 

 (2) 持分法の適用から除外した関

連会社はありません。 

同左 同左 

３ 連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 すべての連結子会社の中間決算

日は、中間連結決算日と一致して

います。 

 連結子会社のうち、

Medi C&C Co., Ltd.の中間決算日

は６月30日です。 

 中間連結財務諸表の作成に当っ

て、Medi C&C Co., Ltd.について

は、中間連結決算日現在で実施し

た仮決算にもとづく中間財務諸表

を使用しています。 

 すべての連結子会社の決算日

は、連結決算日と一致していま

す。 

４ 会計処理基準に関する事

項 

   

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

(ⅰ) 有価証券 

その他有価証券 

市場価格のない有価証券 

 移動平均法による原

価法 

(ⅰ) 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの  

 中間連結決算日の市場

価格等にもとづく時価法

(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定しています。)  

市場価格のない有価証券 

 移動平均法による原価

法 

(ⅰ) 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの  

 連結決算日の市場価格

等にもとづく時価法(評

価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算定

しています。)  

市場価格のない有価証券 

同左 

 (ⅱ) たな卸資産 (ⅱ) たな卸資産 (ⅱ) 商品 

 イ 商品 イ 商品 移動平均法による原価法 

 移動平均法による原価法 同左 (ⅲ) 仕掛品および番組勘定 

 ロ 仕掛品および番組勘定 ロ 仕掛品および番組勘定 個別法による原価法 

 個別法による原価法 同左 (ⅳ) 貯蔵品 

 ハ 貯蔵品 ハ 貯蔵品 最終仕入原価法 

 最終仕入原価法 同左  

 



項目 
前中間連結会計期間 
（自 2004年４月１日 
至 2004年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

(ⅰ) 有形固定資産 

 ＳＣＮおよび国内連結子会

社は定率法を、海外連結子会

社は定額法を採用していま

す。 

(ⅰ) 有形固定資産 

 主として定率法を採用して

います。一部の海外連結子会

社は定額法を採用していま

す。 

 なお、有形固定資産につい

て、利用可能期間を勘案し

て、随時耐用年数の見直しを

行っています。 

(ⅰ) 有形固定資産 

 ＳＣＮおよび国内連結子会社

は定率法を、海外連結子会社は

定額法を採用しています。 

 なお、有形固定資産につい

て、利用可能期間を勘案して、

随時耐用年数の見直しを行って

います。 

 (ⅱ) 無形固定資産 

 自社利用ソフトウェアにつ

いては社内における利用可能

期間（５年）にもとづく定額

法、市場販売目的ソフトウェ

アについては見込有効期間

（３年以内）にもとづく定額

法、その他の無形固定資産に

ついては経済的見積耐用年数

にもとづく定額法を採用して

います。 

(ⅱ) 無形固定資産 

 自社利用ソフトウェアにつ

いては社内における利用可能

期間（５年）にもとづく定額

法、市場販売目的ソフトウェ

アについては見込有効期間

（３年以内）にもとづく定額

法、その他の無形固定資産に

ついては経済的見積耐用年数

にもとづく定額法を採用して

います。 

 なお、無形固定資産につい

て、利用可能期間を勘案し

て、随時耐用年数の見直しを

行っています。 

(ⅱ) 無形固定資産 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

(ⅰ) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ています。 

(ⅰ) 貸倒引当金 

同左 

(ⅰ) 貸倒引当金 

同左 

 (ⅱ) 賞与引当金 

 従業員賞与の支給に備える

ため、支給見込額にもとづき

計上しています。 

(ⅱ) 賞与引当金 

同左 

(ⅱ) 賞与引当金 

 従業員賞与の支給に備えるた

め、次期支給見込額にもとづき

計上しています。 

 (ⅲ) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、自己都合要支給額にも

とづき、当中間連結会計期間

末において発生していると認

められる額を計上していま

す。 

(ⅲ) 退職給付引当金 

 ＳＣＮにおいては従業員の

退職給付に備えるため、自己

都合要支給額にもとづき、当

中間連結会計期間末において

発生していると認められる額

を、一部の海外連結子会社に

おいては、現地国の法令にも

とづく当中間連結会計期間末

要支給額を計上しています。 

(ⅲ) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、期末自己都合要支給額にも

とづき、当連結会計年度末にお

いて発生していると認められる

額を計上しています。 

 (ⅳ) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規にもとづく

中間期末要支給額を計上して

います。 

(ⅳ) 役員退職慰労引当金 

同左 

(ⅳ) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規にもとづく期末

要支給額を計上しています。 

 (ⅴ) ポイント引当金 

 販売促進等を目的とするポ

イント制度による将来のポイ

ント利用に備えるため、過去

の実績にもとづき、中間連結

会計期間末において将来利用

されると見込まれるポイント

に対する所要額を計上してい

ます。 

(ⅴ) ポイント引当金 

同左 

(ⅴ) ポイント引当金 

 販売促進等を目的とするポイ

ント制度による将来のポイント

利用に備えるため、過去の実績

にもとづき、連結会計年度末に

おいて将来利用されると見込ま

れるポイントに対する所要額を

計上しています。 

 



項目 
前中間連結会計期間 
（自 2004年４月１日 
至 2004年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

 (ⅵ) 売上割戻引当金 

 連結子会社の一部は、将来

の売上割戻に備えるため、売

上割戻金見込額のうち当中間

連結会計期間の負担に属する

金額を計上しています。 

(ⅵ) 売上割戻引当金 

同左 

(ⅵ) 売上割戻引当金 

 連結子会社の一部は、将来の

売上割戻に備えるため、売上割

戻金見込額のうち当連結会計年

度の負担に属する金額を計上し

ています。 

(4) 重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっていま

す。 

同左 同左 

(5) 重要なヘッジ会計の方

法 

(ⅰ) ヘッジ会計の方法 

 為替予約を付した外貨建金

銭債権債務に対して、振当処

理の要件を充たす為替予約に

ついて、振当処理を行ってい

ます。 

(ⅰ) ヘッジ会計の方法 

同左 

(ⅰ) ヘッジ会計の方法 

同左 

 (ⅱ) ヘッジ手段 

 為替予約取引 

(ⅱ) ヘッジ手段 

同左 

(ⅱ) ヘッジ手段 

同左 

 (ⅲ) ヘッジ対象 

 外貨建金銭債権債務 

(ⅲ) ヘッジ対象 

同左 

(ⅲ) ヘッジ対象 

同左 

 (ⅳ) ヘッジ方針 

 為替変動によるキャッシ

ュ・フロー変動リスクをヘッ

ジするために為替予約取引を

行っています。 

(ⅳ) ヘッジ方針 

同左 

(ⅳ) ヘッジ方針 

同左 

 (ⅴ) ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ有効性の判定は、ヘ

ッジ開始時から有効性判定時

点までの期間において、ヘッ

ジ対象のキャッシュ・フロー

変動の累計とヘッジ手段のキ

ャッシュ・フロー変動の累計

とを比較しています。 

(ⅴ) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(ⅴ) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(6) その他中間連結（連

結）財務諸表作成のた

めの基本となる重要な

事項 

(ⅰ) 消費税等の会計処理 

 消費税および地方消費税の

会計処理は税抜方式によって

います。 

(ⅰ) 消費税等の会計処理 

同左 

(ⅰ) 消費税等の会計処理 

同左 

 (ⅱ) 連結納税制度の適用 

 ＳＣＮおよび連結子会社の

一部はソニー㈱を連結親法人

とする連結納税制度の適用を

受けています。 

(ⅱ) 連結納税制度の適用 

 ＳＣＮおよび連結子会社の

一部はソニー㈱を連結親法人

とする連結納税制度の適用を

受けています。なお、当中間

連結会計期間末における一部

の連結子会社の繰越欠損金に

係る税効果については、連結

納税制度の適用を受けない可

能性も考慮の上、評価してい

ます。 

(ⅱ) 連結納税制度の適用 

 ＳＣＮおよび連結子会社の一

部はソニー㈱を連結親法人とす

る連結納税制度の適用を受けて

います。 

５ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定の償却について

は、５年以内で償却しています。 

 連結調整勘定の償却について

は、20年以内の合理的な年数（主

として５年）で償却しています。 

 連結調整勘定の償却について

は、５年以内で償却しています。 

  

６ 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金、預け金からなっています。 

同左 同左 



表示方法の変更 

追加情報 

注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間 
（自 2004年４月１日 
至 2004年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

（中間連結貸借対照表関係） 

 前中間連結会計期間まで、流動負債の「その他」に含めていまし

た「未払金」は、当中間連結会計期間末において負債、少数株主持

分及び資本合計の100分の５を超えたため、区分掲記しています。  

なお、前中間連結会計期間末の「未払金」の金額は、202,787千円

です。 

  

（中間連結損益計算書関係） 

１ 前中間連結会計期間まで、営業外収益に区分掲記していました

「受取コミッション」は、金額的な重要性が乏しいため、当中

間連結会計期間より営業外収益の「その他」に含めて表示して

います。なお、当中間連結会計期間の営業外収益の「その他」

に含まれる「受取コミッション」の金額は1,563千円です。 

２ 前中間連結会計期間まで、営業外費用の「その他」に含めてい

ました「固定資産除却損」は、営業外費用の100分の10を超え

ているため、当中間連結会計期間より区分掲記しています。な

お、前中間連結会計期間の営業外費用の「固定資産除却損」の

金額は76,878千円です。 

  

前中間連結会計期間 
（自 2004年４月１日 
至 2004年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

（外形標準課税） 

 当中間連結会計期間より「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算書上の

表示についての実務上の取扱い」（企業会

計基準委員会 平成16年２月13日 実務対

応報告第12号）を適用しており、法人事業

税の付加価値割および資本割については、

販売費及び一般管理費に計上しています。

これにより、営業利益、経常利益、税金等

調整前中間純利益が25,298千円減少してい

ます。 

 （外形標準課税） 

 当連結会計年度より「法人事業税におけ

る外形標準課税部分の損益計算書上の表示

についての実務上の取り扱い」(企業会計

基準委員会 平成16年２月13日 実務対応

報告第12号)を適用しており、法人事業税

の付加価値割および資本割については、販

売費及び一般管理費に計上しています。こ

れにより、営業利益、経常利益および税金

等調整前当期純利益が74,290千円減少して

います。 

前中間連結会計期間末 
（2004年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（2005年９月30日） 

前連結会計年度末 
（2005年３月31日） 

*1 有形固定資産の減価償却累計額 *1 有形固定資産の減価償却累計額 *1 有形固定資産の減価償却累計額 

 612,579千円  559,926千円  580,513千円

─────  2  保証債務 ───── 

 従業員の銀行借入金

に対する保証 

 

69,021千円

 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 2004年４月１日 
至 2004年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

*1 減損損失 

(1) 減損損失を認識した資産グループの概

要 

用途 インターネットを使った旅行関連

サービスに使用するハードウェア

ならびにソフトウェア等 

種類 建物、器具・備品、商標権および

ソフトウェア 

所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引により使用する器具・備品

およびソフトウェア 

場所 スカイゲート㈱（東京都品川区） 

───── *1 減損損失 

(1) 減損損失を認識した資産グループの概

要 

用途 インターネットを使った旅行関連

サービスに使用するハードウェア

ならびにソフトウェア等 

種類 建物、器具・備品、商標権および

ソフトウェア 

所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引により使用する器具・備品

およびソフトウェア 

場所 スカイゲート㈱（東京都品川区） 

(2) 減損損失の認識に至った経緯および資

産の回収可能価額 

 当中間連結会計期間において、インタ

ーネットを使った旅行関連事業の事業計

画を見直した結果、急激な業界の再編に

よる企業間の競争の激化に加え、インタ

ーネットによる旅行関連市場の市場規模

の拡大が事前の予測ほど進まなかったこ

とから、将来の見通しが当初の事業計画

を下回り、当該事業に使用する資産の帳

簿価額については、回収可能性が認めら

れなくなったことから、備忘価額まで減

額しています。 

 (2) 減損損失の認識に至った経緯および資

産の回収可能価額 

 当連結会計年度において、インターネ

ットを使った旅行関連事業の事業計画を

見直した結果、急激な業界の再編による

企業間の競争の激化に加え、インターネ

ットによる旅行関連市場の市場規模の拡

大が事前の予測ほど進まなかったことか

ら、将来の見通しが当初の事業計画を下

回り、当該事業に使用する資産の帳簿価

額については、回収可能性が認められな

くなったことから、備忘価額まで減額し

ています。 

(3) 減損損失の内訳 

固定資産 

所有権移転外ファイナンス・リース 

建物 683千円

器具・備品 434千円

ソフトウェア 1,109千円

商標権 406千円

 器具・備品 36,423千円

 ソフトウェア 256,149千円

    合計 295,206千円

 (3) 減損損失の内訳 

固定資産 

所有権移転外ファイナンス・リース 

建物 683千円

器具・備品 434千円

ソフトウェア 1,109千円

商標権 406千円

 器具・備品 36,423千円

 ソフトウェア 256,149千円

    合計 295,206千円

(4) 資産をグルーピングした方法 

 ＳＣＮグループは、接続サービス事業

に係る資産群およびそのキャッシュ・フ

ロー獲得に貢献するその他の関連事業に

係る資産群を一つの資産グループとして

います。さらに、当該資産グループのキ

ャッシュ・フローから概ね独立したキャ

ッシュ・フローを生み出す資産群につい

ては、個別の資産グループとしていま

す。 

 (4) 資産をグルーピングした方法 

 ＳＣＮグループは、接続サービス事業

に係る資産群およびそのキャッシュ・フ

ロー獲得に貢献するその他の関連事業に

係る資産群を一つの資産グループとして

います。さらに、当該資産グループのキ

ャッシュ・フローから概ね独立したキャ

ッシュ・フローを生み出す資産群につい

ては、個別の資産グループとしていま

す。 

───── *2 転籍一時金は、ＳＣＮへの出向者がＳＣ

Ｎへ転籍した際に支給したものです。 

───── 

───── ───── *3 事業所整理による損失は横浜サテライト

オフィス縮小・撤退の決定による原状回

復費39,876千円とそれにともなう固定資

産臨時償却費36,078千円（建物30,048千

円器具・備品6,029千円）です。 

───── ───── *4 固定資産臨時償却費はソフトウェア 

13,560千円によるものです。 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
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前中間連結会計期間 
（自 2004年４月１日 
至 2004年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（2004年９月30日現在） （2005年９月30日現在） （2005年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 3,236,940千円

預け金勘定 5,197,522千円

現金及び現金同等物 8,434,463千円

現金及び預金勘定 4,000,762千円

預け金勘定 21,508,350千円

現金及び現金同等物 25,509,112千円

現金及び預金勘定 3,861,289千円

預け金勘定 6,779,203千円

現金及び現金同等物 10,640,493千円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 2004年４月１日 
至 2004年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額

相当額 

(千円) 

減価償却

累計額相

当額 

(千円) 

減損損失

累計額相

当額 

(千円) 

中間期末

残高相当

額 

(千円) 

器具・

備品 
4,839,499 3,088,016 40,247 1,711,235 

ソフト

ウェア 
905,309 486,455 259,768 159,085 

合計 5,744,808 3,574,471 300,015 1,870,320 

 
取得価額

相当額 

(千円) 

減価償却

累計額相

当額 

(千円) 

減損損失

累計額相

当額 

(千円) 

中間期末

残高相当

額 

(千円) 

器具・

備品 
3,720,789 2,310,938 25,465 1,384,384

ソフト

ウェア 
996,585 646,950 133,403 216,230

合計 4,717,374 2,957,889 158,869 1,600,615

 
取得価額

相当額 

(千円) 

減価償却

累計額相

当額 

(千円) 

減損損失

累計額相

当額 

(千円) 

期末残高

相当額 

(千円) 

器具・

備品 
3,933,443 2,488,653 31,815 1,412,974

ソフト

ウェア 
966,659 571,202 196,600 198,856

合計 4,900,102 3,059,856 228,415 1,611,830

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額等 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額等 (2) 未経過リース料期末残高相当額等 

１年内 1,080,459千円

１年超 1,100,124千円

合計 2,180,583千円

１年内 857,312千円

１年超 947,880千円

合計 1,805,192千円

１年内 974,178千円

１年超 921,329千円

合計 1,895,507千円

リース資産減損勘定の残高 300,015千円 リース資産減損勘定の残高 158,869千円 リース資産減損勘定の残高 228,415千円

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

支払リース料 785,593千円

リース資産減損勘定の取崩額 67,500千円

減価償却費相当額 735,954千円

支払利息相当額 37,704千円

減損損失 292,572千円

支払リース料 591,955千円

リース資産減損勘定の取崩額 69,545千円

減価償却費相当額 557,359千円

支払利息相当額 24,968千円

減損損失 －千円

支払リース料 1,401,938千円

リース資産減損勘定の取崩額 

139,100千円

減価償却費相当額 1,316,196千円

支払利息相当額 69,252千円

減損損失 292,572千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっています。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ています。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

１年内 16,724千円

１年超 8,362千円

合計 25,086千円

１年内 8,823千円

１年超 537千円

合計 9,360千円

１年内 17,185千円

１年超 768千円

合計 17,953千円



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（2004年９月30日現在） 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

３ 時価評価されていない有価証券の主な内容 

当中間連結会計期間末（2005年９月30日現在） 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

３ 時価評価されていない有価証券の主な内容 

前連結会計年度末（2005年３月31日現在） 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

３ 時価評価されていない有価証券の主な内容 

保有目的 内容 中間連結貸借対照表計上額（千円） 

関連会社株式 持分法適用関連会社 283,545 

その他有価証券 市場価格のない株式 376,637 

合計 660,182 

 取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計上
額（千円） 

差額（千円） 

株式 49,920 74,752 24,832 

合計 49,920 74,752 24,832 

保有目的 内容 中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 市場価格のない株式 230,391 

合計 230,391 

 取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上額
（千円） 

差額（千円） 

株式 49,920 95,232 45,312 

合計 49,920 95,232 45,312 

保有目的 内容 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 市場価格のない株式 224,331 

合計 224,331 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（2004年９月30日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 該当事項はありません。 

当中間連結会計期間末（2005年９月30日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度末（2005年３月31日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 該当事項はありません。 

（セグメント情報） 

１ 事業の種類別セグメント情報 

 前中間連結会計期間（自 2004年４月１日 至 2004年９月30日）、当中間連結会計期間（自 2005年４

月１日 至 2005年９月30日）および前連結会計年度（自 2004年４月１日 至 2005年３月31日） 

 ＳＣＮグループは、ネットワークサービス関連事業に特化しているため１つのセグメントしかありません

ので、記載を省略しています。 

２ 所在地別セグメント情報 

 前中間連結会計期間（自 2004年４月１日 至 2004年９月30日）、当中間連結会計期間（自 2005年４

月１日 至 2005年９月30日）および前連結会計年度（自 2004年４月１日 至 2005年３月31日） 

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、記載を省略していま

す。 

３ 海外売上高 

 前中間連結会計期間（自 2004年４月１日 至 2004年９月30日）、当中間連結会計期間（自 2005年４

月１日 至 2005年９月30日）および前連結会計年度（自 2004年４月１日 至 2005年３月31日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しています。 

（１株当り情報） 

 （注）１ 潜在株式調整後１株当り中間（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載していません。 

２ １株当り中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりです。 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 2004年４月１日 
至 2004年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

１株当り純資産額（円） 44,145.97 91,999.17 49,978.96 

１株当り中間（当期）純利

益金額（円） 
11,717.20 42,079.53 17,438.63 

 
前中間連結会計期間 
(自 2004年４月１日 
至 2004年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日) 

中間（当期）純利益金額（千円） 2,759,637 9,910,571 4,107,147 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円） 
2,759,637 9,910,571 4,107,147 

普通株式の期中平均株式数（株） 235,520 235,520 235,520 



（重要な後発事象） 

(2) その他 

 該当事項はありません。 
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前中間連結会計期間 
（自 2004年４月１日 
至 2004年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

関係会社株式の売却 

 ＳＣＮは、連結子会社ソネッ

ト・エムスリー㈱の東京証券取引

所マザーズ市場上場にともなうオ

ーバーアロットメントによる売出

しにより、2004年10月13日付で同

社株式740株の売却が確定し、

533,196千円の売却益が発生しまし

た。 

公募による新株式の発行 

 ＳＣＮは、2005年12月20日に東

京証券取引所マザーズ市場に上場

しました。上場に際して、2005年

11月14日および2005年11月29日開

催のＳＣＮ取締役会において新株

式の発行を決議し、2005年12月19

日に払込が完了しました。 

募集方法 一般募集 

（ブックビルディング

方式による募集） 

発行新株式の種類および数 

普通株式 20,000株 

発行価格      340,000円 

引受価格      320,960円 

発行価額      272,000円 

発行価額の総額  5,440百万円 

発行価額中資本へ組入れる額 

１株につき136,000円 

資本組入額の総額 2,720百万円 

配当起算日   2005年10月１日 

資金の使途 

会員獲得を含む他の事業者と

の提携資金、システム投資等

に充当する予定です。 

投資有価証券の売却 

１ 連結子会社ソネット・エムス

リー㈱株式の売却 

 ＳＣＮは、2005年５月20日開

催の取締役会において、連結子

会社ソネット・エムスリー㈱株

式の一部を売却することを決定

し、2005年６月６日に売却を実

施しました。 

売出株式数 17,935株 

（発行済株式数の14.0％） 

売出方法 

当該株式の買主は、売出価

格で一般投資家に売出しを

行うため、売却株式数のす

べてを売買価格で買取引受

します。 

売出価格 717,250円 

売買価格 694,600円 

売出しによる投資有価証券売

却益 11,978百万円 

２ 持分法適用関連会社㈱ディ

ー・エヌ・エー株式の売却 

 ＳＣＮは、2005年６月17日開

催の取締役会において、持分法

適用関連会社㈱ディー・エヌ・

エー株式の一部を証券会社に売

却することを決定しました。 

売却株式数 7,000株 

（発行済株式数の4.6％） 

売却価格 863,040円 

売却による投資有価証券売却

益 5,816百万円 



② 中間財務諸表等 

(1) 中間財務諸表 

① 中間貸借対照表 
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前中間会計期間末 
（2004年９月30日） 

当中間会計期間末 
（2005年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（2005年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１ 現金及び預金   140,521   94,076 148,918   

２ 受取手形   1,785   1,071 2,467   

３ 売掛金   3,471,121   3,478,927 3,487,123   

４ たな卸資産   123,805   242,646 176,809   

５ 短期貸付金   71,247   79,323 71,783   

６ 関係会社短期貸付
金 

  1,331,823   828,753 1,546,174   

７ 預け金   5,197,300   21,508,004 6,779,015   

８ その他   899,369   2,126,185 1,008,247   

９ 貸倒引当金   △1,292,491   △915,170 △1,631,587   

流動資産合計    9,944,481 69.7 27,443,819 87.9  11,588,952 73.8

Ⅱ 固定資産       

(1) 有形固定資産 *1     

１ 器具・備品   130,773   170,509 105,369   

２ その他   86,683   78,708 58,541   

有形固定資産合計   217,457   1.5 249,218 0.8 163,910   1.1

(2) 無形固定資産       

１ ソフトウェア   1,435,078   1,735,141 1,511,783   

２ 営業権   657,534   394,520 526,027   

３ その他   57,914   118,989 119,039   

無形固定資産合計   2,150,527   15.1 2,248,651 7.2 2,156,850   13.7

(3) 投資その他の資産       

１ 投資有価証券   886,357   525,608 658,586   

２ 敷金・保証金   428,895   374,459 429,275   

３ その他   736,204   457,524 818,540   

４ 貸倒引当金   △97,649   △92,231 △119,454   

投資その他の資産
合計 

  1,953,808   13.7 1,265,361 4.1 1,786,949   11.4

固定資産合計    4,321,792 30.3 3,763,230 12.1  4,107,710 26.2

資産合計    14,266,274 100.0 31,207,049 100.0  15,696,662 100.0 
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前中間会計期間末 
（2004年９月30日） 

当中間会計期間末 
（2005年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（2005年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１ 買掛金   2,310,279   2,545,173 2,308,498   

２ 未払金   1,172,683   5,313,926 1,711,566   

３ 未払費用   1,270,737   1,482,678 1,820,417   

４ 未払法人税等   279,291   2,539,364 564,287   

５ 賞与引当金   206,626   264,535 221,633   

６ ポイント引当金   48,000   47,000 33,000   

７ その他 *2 135,976   54,175 194,064   

流動負債合計    5,423,594 38.0 12,246,852 39.2  6,853,468 43.7

Ⅱ 固定負債       

１ 退職給付引当金   104,902   120,892 110,995   

２ 役員退職慰労引当
金 

  55,301   59,957 48,944   

３ その他   7,443   2,127 4,081   

固定負債合計    167,647 1.2 182,976 0.6  164,021 1.0

負債合計    5,591,242 39.2 12,429,829 39.8  7,017,489 44.7

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金     5,245,891 36.8 5,245,891 16.8   5,245,891 33.4

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金   4,764,672   4,764,672 4,764,672   

資本剰余金合計     4,764,672 33.4 4,764,672 15.3   4,764,672 30.4

Ⅲ 利益剰余金           

１ 任意積立金   262,316   － 262,316   

２ 中間未処分利益又
は中間（当期）未
処理損失（△） 

  △1,599,326   8,751,780 △1,620,689   

利益剰余金合計     △1,337,009 △9.4 8,751,780 28.0   △1,358,373 △8.7

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    1,478 0.0 14,876 0.1   26,982 0.2

資本合計     8,675,032 60.8 18,777,220 60.2   8,679,172 55.3

負債資本合計     14,266,274 100.0 31,207,049 100.0   15,696,662 100.0 

            

 



② 中間損益計算書 

    
前中間会計期間 

（自 2004年４月１日 
至 2004年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    17,646,309 100.0 17,245,371 100.0  35,221,963 100.0 

Ⅱ 売上原価 *5  10,008,242 56.7 10,086,875 58.5  19,797,981 56.2

売上総利益    7,638,066 43.3 7,158,495 41.5  15,423,982 43.8

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

*5  6,355,379 36.0 7,883,843 45.7  13,399,391 38.1

営業利益又は営業
損失（△） 

   1,282,687 7.3 △725,347 △4.2  2,024,591 5.7

Ⅳ 営業外収益 *1  59,442 0.3 40,246 0.2  126,960 0.4

Ⅴ 営業外費用 *2  99,206 0.6 272,280 1.6  446,090 1.3

経常利益又は経常
損失（△） 

   1,242,923 7.0 △957,380 △5.6  1,705,461 4.8

Ⅵ 特別利益 *3  2,585,895 14.6 18,462,190 107.1  3,167,165 9.0

Ⅶ 特別損失 *4  1,843,981 10.4 126,499 0.7  2,389,746 6.7

税引前中間（当
期）純利益 

   1,984,838 11.2 17,378,309 100.8  2,482,881 7.1

法人税、住民税及
び事業税 

  1,314,457   7,690,725 2,056,593   

法人税等調整額   243,621 1,558,079 8.8 △422,569 7,268,155 42.2 20,891 2,077,485 5.9

中間（当期）純利
益 

   426,759 2.4 10,110,153 58.6  405,396 1.2

前期繰越損失    2,026,085 1,358,373  2,026,085 

中間未処分利益又
は中間（当期）未
処理損失（△） 

   △1,599,326 8,751,780  △1,620,689 

          



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 2004年４月１日 
至 2004年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

前事業年度 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1) 有価証券 

子会社株式および関連会社株 

式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

市場価格のない有価証券 

 移動平均法による原価

法 

(1) 有価証券 

子会社株式および関連会社株 

式 

 同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格

等にもとづく時価法(評価

差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定し

ています。) 

市場価格のない有価証券 

 移動平均法による原価

法 

(1) 有価証券 

子会社株式および関連会社株 

式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算期末日の市場価格

等にもとづく時価法(評価

差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定し

ています。) 

市場価格のない有価証券 

同左 

 (2) たな卸資産 

商品 

移動平均法による原価法 

番組勘定 

個別法による原価法 

貯蔵品 

最終仕入原価法 

(2) たな卸資産 

商品 

同左 

仕掛品および番組勘定 

個別法による原価法 

貯蔵品 

同左 

(2) たな卸資産 

商品 

同左 

番組勘定 

個別法による原価法 

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

 定率法を採用しています。 

(1) 有形固定資産 

 定率法を採用しています。 

 なお、有形固定資産につい

て、利用可能期間を勘案して、

随時耐用年数の見直しを行って

います。 

(1) 有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

 定額法を採用しています。 

 営業権については５年で均等

償却しています。また、自社利

用ソフトウェアについては社内

における利用可能期間（５

年）、市場販売目的ソフトウェ

アについては見込有効期間（３

年以内）、その他の無形固定資

産については経済的見積耐用年

数にもとづく定額法を採用して

います。 

(2) 無形固定資産 

 定額法を採用しています。 

 営業権については５年で均等

償却しています。また、自社利

用ソフトウェアについては社内

における利用可能期間（５

年）、市場販売目的ソフトウェ

アについては見込有効期間（３

年以内）、その他の無形固定資

産については経済的見積耐用年

数にもとづく定額法を採用して

います。 

 なお、無形固定資産につい

て、利用可能期間を勘案して、

随時耐用年数の見直しを行って

います。 

(2) 無形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 2004年４月１日 
至 2004年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

前事業年度 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しています。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

 従業員賞与の支給に備えるた

め、支給見込額の当中間会計期

間負担額を計上しています。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

 従業員賞与の支給に備えるた

め、次期支給見込額のうち当期

対応分の金額を計上していま

す。 

 (3) 退職給付引当金 

 従業員の退職金給付に備える

ため、自己都合要支給額にもと

づき、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる額

を計上しています。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

 従業員の退職金給付に備える

ため、期末自己都合要支給額に

もとづき、当期末において発生

していると認められる額を計上

しています。 

 (4) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規にもとづく中間

期末要支給額を計上していま

す。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

(4) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規にもとづく期末

要支給額を計上しています。 

 (5) ポイント引当金 

 販売促進等を目的とするポイ

ント制度による将来のポイント

利用に備えるため、過去の実績

にもとづき、中間会計期間末に

おいて将来利用されると見込ま

れるポイントに対する所要額を

計上しています。 

(5) ポイント引当金 

同左 

(5) ポイント引当金 

 販売促進等を目的とするポイ

ント制度による将来のポイント

利用に備えるため、過去の実績

にもとづき、期末において将来

利用されると見込まれるポイン

トに対する所要額を計上してい

ます。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっていま

す。 

同左 同左 

 



表示方法の変更 

追加情報 

次へ  

項目 
前中間会計期間 

（自 2004年４月１日 
至 2004年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

前事業年度 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

５．ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

 為替予約を付した外貨建金銭

債権債務に対して、振当処理の

要件を充たす為替予約につい

て、振当処理を行っています。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2) ヘッジ手段 

 為替予約取引 

(2) ヘッジ手段 

同左 

(2) ヘッジ手段 

同左 

 (3) ヘッジ対象 

 外貨建金銭債権債務 

(3) ヘッジ対象 

同左 

(3) ヘッジ対象 

同左 

 (4) ヘッジ方針 

 為替変動によるキャッシュ・

フロー変動リスクをヘッジする

ために為替予約取引を行ってい

ます。 

(4) ヘッジ方針 

同左 

(4) ヘッジ方針 

同左 

 (5) ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ有効性の判定は、ヘッ

ジ開始時から有効性判定時点ま

での期間において、ヘッジ対象

のキャッシュ・フロー変動の累

計とヘッジ手段のキャッシュ・

フロー変動の累計とを比較して

います。 

(5) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(5) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

 消費税および地方消費税の会

計処理は税抜方式によっていま

す。 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

 (2) 連結納税制度の適用 

 ＳＣＮはソニー㈱を連結親法

人とする連結納税制度の適用を

受けています。 

(2) 連結納税制度の適用 

同左 

(2) 連結納税制度の適用 

同左 

前中間会計期間 
（自 2004年４月１日 
至 2004年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

（中間貸借対照表関係） 

 前中間会計期間まで、流動負債の「その他」に含めていました

「未払金」は、当中間会計期間末において資産の総額の100分の５

を超えたため、区分掲記しています。 

 なお、前中間会計期間末の「未払金」の金額は、202,698千円で

す。 

  

前中間会計期間 
（自 2004年４月１日 
至 2004年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

前事業年度 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

（外形標準課税） 

 当中間会計期間より「法人事業税におけ

る外形標準課税部分の損益計算書上の表示

についての実務上の取扱い」（企業会計基

準委員会 平成16年２月13日 実務対応報

告第12号）を適用しており、法人事業税の

付加価値割および資本割については、販売

費及び一般管理費に計上しています。これ

により、営業利益、経常利益および税引前

中間純利益が18,831千円減少しています。 

  （外形標準課税） 

 当年度より「法人事業税における外形標

準課税部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」（企業会計基準委員会

平成16年２月13日 実務対応報告第12号）

を適用しており、法人事業税の付加価値割

および資本割については、販売費及び一般

管理費に計上しています。これにより、営

業利益、経常利益および税引前中間純利益

が61,866千円減少しています。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間末 
（2004年９月30日） 

当中間会計期間末 
（2005年９月30日） 

前事業年度末 
（2005年３月31日） 

*1 有形固定資産の減価償却

累計額 

586,235千円 511,756千円 550,924千円 

*2 消費税等の取扱い  仮払消費税および仮受消費税は

相殺のうえ、金額的重要性が乏し

いため、流動負債の「その他」に

含めて表示しています。 

同左 ───── 

 3 保証債務 ───── 従業員の銀行借入金に対する保証 

69,021千円 

関係会社の営業取引に関する連帯

保証 

スカイゲート㈱ 1,373千円

項目 
前中間会計期間 

（自 2004年４月１日 
至 2004年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

前事業年度 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

*1 営業外収益のうち重要

なもの 

受取利息 4,410千円

加入促進契約金 47,499千円

受取利息 7,180千円

イベント協賛金 11,300千円

受取利息 9,893千円

受取配当金 50,000千円

加入促進契約金 47,499千円

*2 営業外費用のうち重要

なもの 

固定資産除却損 46,312千円

貸倒引当金繰入額 40,695千円

固定資産除却損 31,548千円

貸倒引当金繰入額 233,125千円

貸倒引当金繰入額 219,324千円

リース中途解約金 91,440千円

固定資産除却損 90,848千円

*3 特別利益のうち重要な

もの 

関係会社株式売却益 2,560,730千円

固定資産売却益 25,165千円

関係会社株式売却益  

  18,435,372千円

貸倒引当金戻入益 26,817千円

関係会社株式売却益 3,142,000千円

固定資産売却益 25,165千円

*4 特別損失のうち重要な

もの 

投資有価証券評価損 872,328千円

貸倒引当金繰入額 971,653千円 ＳＣＮへの出向者がＳＣＮへ転籍

した際に支出した転籍一時金 

投資有価証券評価損 48,999千円

  77,500千円

投資有価証券評価損 1,139,407千円

貸倒引当金繰入額 1,160,824千円

事業所整理による損失 75,954千円

*5 減価償却実施額 有形固定資産 31,548千円

無形固定資産 397,780千円

有形固定資産 47,011千円

無形固定資産 442,920千円

有形固定資産 100,810千円

無形固定資産 823,374千円



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 2004年４月１日 
至 2004年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

前事業年度 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額

相当額 

(千円) 

減価償却

累計額相

当額 

(千円) 

減損損失

累計額相

当額 

(千円) 

中間期末

残高相当

額 

(千円) 

器具・

備品 
4,763,739 3,059,807 3,824 1,700,108 

ソフト

ウェア 
303,343 128,780 3,619 170,944 

合計 5,067,082 3,188,587 7,443 1,871,052 

 
取得価額

相当額 

(千円) 

減価償却

累計額相

当額 

(千円) 

減損損失

累計額相

当額 

(千円) 

中間期末

残高相当

額 

(千円) 

器具・

備品 
3,667,992 2,292,948 482 1,374,561

ソフト

ウェア 
322,381 174,876 1,645 145,859

合計 3,990,373 2,467,825 2,127 1,520,421

 
取得価額

相当額 

(千円) 

減価償却

累計額相

当額 

(千円) 

減損損失

累計額相

当額 

(千円) 

期末残高

相当額 

(千円) 

器具・

備品 
3,886,197 2,473,243 1,449 1,411,504

ソフト

ウェア 
323,252 150,104 2,632 170,516

合計 4,209,449 2,623,348 4,081 1,582,020

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額等 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額等 (2) 未経過リース料期末残高相当額等 

１年内 949,746千円

１年超 962,098千円

合計 1,911,845千円

１年内 752,834千円

１年超 810,628千円

合計 1,563,462千円

１年内 843,845千円

１年超 791,078千円

合計 1,634,923千円

リース資産減損勘定の残高 7,443千円 リース資産減損勘定の残高 2,127千円 リース資産減損勘定の残高 4,081千円

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

支払リース料 701,307千円

リース資産減損勘定の取崩額 67,500千円

減価償却費相当額 656,391千円

支払利息相当額 34,234千円

減損損失 －千円

支払リース料 513,768千円

リース資産減損勘定の取崩額 1,954千円

減価償却費相当額 483,546千円

支払利息相当額 22,240千円

減損損失 －千円

支払リース料 1,233,652千円

リース資産減損勘定の取崩額 70,862千円

減価償却費相当額 1,157,273千円

支払利息相当額 62,218千円

減損損失 －千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっています。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ています。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

１年内 16,724千円

１年超 8,362千円

合計 25,086千円

１年内 8,362千円

１年超 －千円

合計 8,362千円

１年内 16,724千円

１年超 －千円

合計 16,724千円



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（2004年９月30日） 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの 

当中間会計期間末（2005年９月30日） 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの 

前事業年度末（2005年３月31日） 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの 

 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

子会社株式 163,700 35,686,600 35,522,900 

 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

子会社株式 130,108 52,459,680 52,329,571 

関連会社株式 145,344 24,024,900 23,879,555 

 
貸借対照表計上額 
（千円） 

時価（千円） 差額（千円） 

子会社株式 160,000 50,784,000 50,624,000 

関連会社株式 179,010 26,500,640 26,321,629 



（重要な後発事象） 

(2) その他 

該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 2004年４月１日 
至 2004年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

前事業年度 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

子会社株式の売却 

 ＳＣＮは、ソネット・エムスリ

ー㈱の東京証券取引所マザーズ市

場上場にともなうオーバーアロッ

トメントによる売出しにより、

2004年10月13日付で同社株式740株

の売却が確定し、581,270千円の売

却益が発生しました。 

公募による新株式の発行 

 ＳＣＮは、2005年12月20日に東

京証券取引所マザーズ市場に上場

しました。上場に際して、2005年

11月14日および2005年11月29日開

催のＳＣＮ取締役会において新株

式の発行を決議し、2005年12月19

日に払込が完了しました。 

募集方法 一般募集 

（ブックビルディング

方式による募集） 

発行新株式の種類および数 

普通株式 20,000株 

発行価格      340,000円 

引受価格      320,960円 

発行価額      272,000円 

発行価額の総額  5,440百万円 

発行価額中資本へ組入れる額 

１株につき136,000円 

資本組入額の総額 2,720百万円 

配当起算日   2005年10月１日 

資金の使途 

会員獲得を含む他の事業者と

の提携資金、システム投資等

に充当する予定です。 

子会社株式の売却 

 ＳＣＮは、2005年５月20日開催

の取締役会において、子会社ソネ

ット・エムスリー㈱株式の一部を

売却することを決定し、2005年６

月６日に売却を実施しました。 

売出株式数 17,935株 

（発行済株式数の14.0％） 

売出方法 

当該株式の買主は、売出価格

で一般投資家に売出しを行う

ため、売却株式数のすべてを

売買価格で買取引受します。 

売出価格 717,250円 

売買価格 694,600円 

売出しによる関係会社株式売却

益 12,427百万円 

関連会社株式の売却 

 ＳＣＮは、2005年６月17日開催

の取締役会において、関連会社㈱

ディー・エヌ・エー株式の一部を

証券会社に売却することを決定し

ました。 

売却株式数 7,000株 

（発行済株式数の4.6％） 

売却価格 863,040円 

売却による関係会社株式売却益 

6,007百万円 



第３【指数等の情報】 

該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成16年12月14日

ソ ニ ー 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているソニー株式会社の平

成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）に係

る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連

結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（中間連結財務諸表注記１

及び３参照）に準拠して、ソニー株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。 

  

追記情報 

中間連結財務諸表注記３に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より、米国公認会計士協会会計基準委員会意見書第03-1

号「保険会社による長期の非伝統的保険契約および分離勘定にかかわる会計処理および報告」を適用し、この会計基準により中間連

結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 髙 浦 英 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 中 村 明 彦 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 木 村 浩一郎 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成17年12月21日

ソ ニ ー 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているソニー株式会社の平

成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）に係

る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連

結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（中間連結財務諸表注記１

及び３参照）に準拠して、ソニー株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。 

  

追記情報 

中間連結財務諸表注記12に記載されているとおり、会社は平成17年10月26日開催の取締役会において子会社連動株式を会社の普通

株式に一斉転換する方法にて終了することを決議し、平成17年12月１日に実施した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 髙 浦 英 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 木 村 浩一郎 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 岩 尾 健太郎 

    



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成16年12月14日

ソ ニ ー 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているソニー株式会社の平

成16年４月１日から平成17年３月31日までの平成16年度の中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）に係る中間

財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、ソニー

株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は退職給付会計における未認識項目の費用

処理年数を変更した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 髙 浦 英 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 中 村 明 彦 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 木 村 浩一郎 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成17年12月21日

ソ ニ ー 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているソニー株式会社の平

成17年４月１日から平成18年３月31日までの平成17年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間

財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、ソニー

株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年10月26日開催の取締役会において子会社連動株式を会社の普通株式に一

斉転換する方法にて終了することを決議し、平成17年12月１日に実施した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 髙 浦 英 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 木 村 浩一郎 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 岩 尾 健太郎 
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